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第 3 章 政策・施策

第１節　政策体系とは

政策体系は、「強じんな美し国ビジョンみえ」で示す基本理念の実現に向け、＜政策展開の基本方向（四

本の柱）＞のもとに、＜政策＞－＜施策＞－＜基本事業＞－＜事務事業＞の階層で、県の取組等を網羅し、

体系的に整理したものです。

● 政策展開の基本方向
　Ⅰ　安全・安心の確保

　Ⅱ　活力ある産業・地域づくり

　Ⅲ　共生社会の実現

　Ⅳ　未来を拓くひとづくり

各施策の取組と 「みえ元気プランで進める7つの挑戦」 の関係

第2章で記載した「みえ元気プランで進める7つの挑戦」は、政策体系の整理とは別に、5年間でより一

層加速させていかなければならない課題をまとめたものであり、第3章に記載する施策を横断的に実施する

ものです。

なお、それぞれの挑戦で記載している「取組方向」に関連する施策は、一覧表にまとめて、参考資料と

して巻末に掲載しています。

第
１
節　

政
策
体
系
と
は
／
第
２
節　

政
策
体
系
（
政
策
・
施
策
）

基本事業政策 施策

施策

事務事業

基本事業

基本事業

事務事業

事務事業

事務事業

図　　「強じんな美し国ビジョンみえ」 「みえ元気プラン」 の政策体系

おおむね10年間の取組の方向

（「強じんな美し国ビジョンみえ」

に記載）

５年間の取組の方向

（「みえ元気プラン」 に記載）

「みえ元気プラン」 の

施策の目標を達成する

ために、 年度ごとに具

体化する事業

政策展開の
基本方向
（四本の柱）

16政策 56施策
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第２節　政策体系（政策・施策）

「みえ元気プラン」では、「強じんな美し国ビジョンみえ」で示した＜政策展開の基本方向（四本の柱）＞

と＜政策＞に加え、＜施策＞とその内容を構成する＜基本事業＞をお示ししています。

＜施策＞には、それぞれ「施策の目標」を設定し、施策が目標としている社会の状況を「めざす姿」とし

て記載しています。

また、このめざす姿の達成に向けた進捗を、適切に評価するとともに県民の皆さんが把握することができ

る、定量的または定性的な指標（KPI）を、各施策で複数設定しています。

＜施策＞は、目標の進捗や基本事業の取組状況等を総合的に判断して、担当する副部長または次長が評

価を行い、毎年度「県政レポート」として取りまとめ、＜施策＞の成果と改善方向を公表します。

● Ｋ Ｐ Ｉ について
ＫＰＩとは、Key Performance Indicatorの略で、目標の達成度を評価するための「重要業績評価指標」

と訳されます。

「みえ元気プラン」では、各施策に設定された「施策の目標」を達成するための過程を計測する中間指標

として設定しており、ＫＰＩ自体は県のめざす最終目標ではありません。

施策に設定されている目標が定性的な目標であることから、KPIについても、数値化された定量的なもの

だけでなく、状態をあらわす定性的なものも含めて設定しています。
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基本理念の実現に向けて、次のとおり16の＜政策＞、56の＜施策＞を位置づけて、県政を推進していき

ます。

● 政策体系一覧

四本
の柱 政　　　策 施　　　　　　　　　　　　　策

Ⅰ
　
安
全
・
安
心
の
確
保

１
防災 ・減災、 県土の強靱化

1-1 災害対応力の充実・強化

1-2 地域防災力の向上

1-3 災害に強い県土づくり

２
医療・介護・健康

2-1 地域医療提供体制の確保

2-2 感染症対策の推進

2-3 介護の基盤整備と人材確保

2-4 健康づくりの推進

３
暮らしの安全

3-1 犯罪に強いまちづくり

3-2 交通安全対策の推進

3-3 消費生活の安全確保

3-4 食の安全・安心と暮らしの衛生の確保

４
環境

4-1 脱炭素社会の実現

4-2 循環型社会の構築

4-3 自然環境の保全と活用

4-4 生活環境の保全

Ⅱ
　
活
力
あ
る
産
業
・
地
域
づ
く
り

５
観光・魅力発信

5-1 持続可能な観光地づくり

5-2 戦略的な観光誘客

5-3 三重の魅力発信

６
農林水産業

6-1 農業の振興

6-2 林業の振興と森林づくり

6-3 水産業の振興

6-4 農山漁村の振興

７
産業振興

7-1 中小企業・小規模企業の振興

7-2 ものづくり産業の振興

7-3 企業誘致の推進と県内再投資の促進

7-4 国際展開の推進

８
人材の育成・確保

8-1 若者の就労支援・県内定着促進

8-2 多様で柔軟な働き方の推進
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四本
の柱 政　　　策 施　　　　　　　　　　　　　策

Ⅱ
　
活
力
あ
る
産
業
・
地
域
づ
く
り

９
地域づくり

9-1 市町との連携による地域活性化

9-2 移住の促進

9-3 南部地域の活性化

9-4 東紀州地域の活性化

10
デジタル社会の推進

10-1 社会におけるDXの推進

10-2 行政サービスのDX推進

11
交通・暮らしの基盤

11-1 道路・港湾整備の推進

11-2 公共交通の確保・充実

11-3 安全で快適な住まいまちづくり

11-4 水の安定供給と土地の適正な利用

Ⅲ
　
共
生
社
会
の
実
現

12
人権・ダイバーシティ

12-1 人権が尊重される社会づくり

12-2 ダイバーシティと女性活躍の推進

12-3 多文化共生の推進

13
福祉

13-1 地域福祉の推進

13-2 障がい者福祉の推進

Ⅳ
　
未
来
を
拓
く
ひ
と
づ
く
り

14
教育

14-1 未来の礎となる力の育成

14-2 未来を創造し社会の担い手となる力の育成

14-3 特別支援教育の推進

14-4 いじめや暴力のない学びの場づくり

14-5 誰もが安心して学べる教育の推進

14-6 学びを支える教育環境の整備

15
子ども

15-1 子どもが豊かに育つ環境づくり

15-2 幼児教育・保育の充実

15-3 児童虐待の防止と社会的養育の推進

15-4 結婚・妊娠・出産の支援

16
文化・スポーツ

16-1 文化と生涯学習の振興

16-2 競技スポーツの推進

16-3 地域スポーツと障がい者スポーツの推進
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第３節　施策の概要

この節では、56の＜施策＞の概要について、第2節で示した政策体系の順に示します。

なお、施策概要の記載内容は以下のとおりとなっています。

↑　施策の番号と名称を記載しています。

施策 ●-● 〇〇〇〇〇〇〇

施策の目標を「めざす姿」と「課題の概要」として整理しています。

計画期間である令和8(2026)年度末にこの施策が目標としている社会の状況を、県民の皆さんと共有するた

め、めざす姿として総括的に記載しています。

「めざす姿」に向かって取り組むにあたって、解決しなくてはならない課題について、総括的に記載していま

す。

施策の目標

この施策に取り組むにあたって、これまでの取組をふまえた現在の状況や、解決しなくて
はならない課題について、詳しく記載しています。

■ �〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■ �〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■ �〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

現状と課題
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政策●　●●●●
主担当部局：●●●

「現状と課題」で示した課題を解決し、施策のめざす姿を実現するための取組方向として、
施策を構成する基本事業の名称と、それぞれの基本事業で県が5年間に取り組む内容を
記載しています。

■ 基本事業1 ： 　●●●

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■ 基本事業2 ： 　●●●

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

「施策の目標」の実現に向けた施
策の達成状況を把握することが
できるKPIの項目を示していま
す。

現在（最新の
実績）の数値
または目標を
示しています。

令和8(2026)
年度における
目標値または
目標を示して
います。

このKPIの意味、内容、用語の説明などを記載してい
ます。

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇 〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

政策体系における施策の位置づけ（施策が属する政策）を示しています。→
この施策を担当する部局名を記載しています。→
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施策 1-1 災害対応力の充実・強化

実践的な訓練を通じて、県、市町、防災関係機関等における災害への即応力の一層の強化や各主体の連携・

協力体制のさらなる強化に取り組むなど、災害対応力の充実・強化を図ることにより、防災・減災対策のさ

まざまなステージで各主体が役割を果たし、災害から県民の命と暮らしを守るための体制づくりが進んでい

ます。

南海トラフ地震や激甚化・頻発化する風水害など大規模な災害が、いつ、どこで発生してもおかしくない状

況が続いていることから、県民の皆さんの命と暮らしを守るため、高い専門性と機動性を持って災害に即応

し、的確な対策が実施できるよう、国、市町、防災関係機関等と連携し、災害対応力のさらなる向上を図っ

ていく必要があります。

施策の目標

■ �今後30年以内に70～80％の確率で発生が予想される南海トラフ地震、毎年のように全国で発生している豪雨

による水害や土砂災害、列車・船舶・航空機等の重大事故など、いつ大規模な災害が発生してもおかしくない

状況にあることから、災害対応に携わる人材の育成など、災害への備えから復旧・復興までを見据えて、災害対

応力の充実・強化を図る必要があります。特に、大規模災害発生時は初動対応がその後の対策の成否を分ける

ことから、災害への即応力をさらに強化していく必要があります。

■ �大規模災害時には、国との連携を図りながら第一線で対応を行う市町と一体となった災害対策活動を実施する必

要があります。さらに、市町や防災関係機関が確実に情報を共有できる手段を確保する必要があります。

■ �地域防災の要となる消防団員の減少や平均年齢の上昇が課題となっており、消防団への入団促進や活性化のた

めの取組が必要です。また、近年、救急需要が増加し続けるとともに、全国で大規模災害等が頻発しており、市

町の自主的な消防の広域化や連携・協力の取組を推進するとともに、消防職団員の確保やさらなる資質向上に取

り組む必要があります。

■ �産業インフラである高圧ガス施設等において事故が発生していることから、高圧ガス等の取扱事業者に対して自

主保安を推進し、産業保安の確保を図る必要があります。

■ �いつ災害が発生しても、適切な医療が提供できるよう、医療機関に対する施設・設備の整備に係る支援や保健

医療活動を支える人材の育成などに取り組んでいます。南海トラフ地震や台風等による大規模災害の発生を想定

し、災害発災時における医療提供体制の充実・強化に取り組む必要

があります。

■ �武力攻撃や大規模テロ等の発生に対し、県民の生命、身体、財産を

守り、県民生活への被害を最小化するための備えを進めるとともに、

有事における対応力の強化を図る必要があります。

現状と課題

総合防災訓練
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政策 １　防災・減災、県土の強靱化
主担当部局：防災対策部

■ 基本事業1 ： 　県の災害即応体制の充実 ・ 強化

被災した県民を必ず救助し支援できるよう、情報収集力や分析・対策立案力、災害対策活動のオペレーション機

能のさらなる強化と人材の育成に取り組むとともに、国や市町、防災関係機関等と連携し、大規模かつ実践的な

訓練に取り組んでいきます。また、災害に迅速かつ的確に対応できるよう、受援体制の整備など災害予防・減災

対策、発災後対策をはじめ、復旧・復興対策も見据え、災害対応力の充実・強化に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　市町における災害対策活動の充実 ・ 強化に向けた支援

災害発生時に第一線で対応を行う市町の災害対応力の一層の充実・強化を図るため、市町が実施する図上訓練や

災害対応マニュアル等の整備について支援するとともに、災害発生時に職員を市町へ派遣し、市町災害対策本部

の運営を支援することで、県と市町が一体となった災害対策活動をより一層推進します。また、市町と防災関係

機関が確実に情報を共有できるよう、防災行政無線等の通信設備をより災害に強い機能に強化し、適切に維持管

理を行います。

■ 基本事業3 ： 　消防 ・ 保安体制の充実 ・ 強化に向けた支援

消防団への加入を促進するため、機能別消防団員制度を推進していくなど、地域防災力の確保につなげます。ま

た、市町の消防の広域化や連携・協力の取組を支援するとともに、消防職団員の教育訓練をとおして資質向上に

取り組むことで、消防力を充実・強化していきます。

さらに、高圧ガス等の取扱事業者に対して保安検査の実施や研修会の開催等に取り組むことで、事業者の自主保

安を推進し事故の発生防止や適正な産業保安の確保を図ります。

■ 基本事業4 ： 　災害保健医療体制の整備

医療機関に対する施設・設備の整備に係る支援に取り組むとともに、BCPの考え方に基づく病院災害対応マニュ

アルの整備促進と定着化を図ります。また、災害医療コーディネーター研修や災害看護研修等の実施、DMAT養

成研修への参加促進等により、災害時における保健医療活動を支える人材の育成を進めます。

■ 基本事業5 ： 　国民保護の推進

武力攻撃や大規模テロ等の事態が起こった場合に、県民の安全を確保し、被害を最小限に抑えられるよう、国や

市町とも連携しながら緊急情報等の的確な伝達や迅速な住民避難の実施に向けた取組等を進めます。また、訓練

の実施等を通じて有事への対応力の向上に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県の災害等への対応力を向上さ
せるために実施する訓練の回数

14回 21回
県が主催し、国・市町・防災関係機関と連携して実施
している訓練や、各部隊・地方部で実施する訓練の回
数

市町が実施する図上訓練に対し
て県が支援・参加した市町数

― 29市町
市町が実施する図上訓練に対して、県が支援や参加を
行った市町の数（支援・参加済み市町数）

消防団員の減少数 250人 0人 各市町における消防団員の前年からの減少数

県内のDMATチーム数 29隊 51隊 県内の医療機関が保有するDMATチーム数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）



74

第
３
章
　
政
策
・
施
策

第
３
節　

施
策
の
概
要

施策 1-2 地域防災力の向上

地域や学校における防災に関する取組が継続的に行われることで、夜間に地震や突発的な豪雨が発生した場

合など通常より避難が困難な状況であっても、すべての避難を必要とする人が適切に避難できる地域づくり

が進むとともに、災害を「我が事」としてとらえ自ら進んで防災情報をホームページ等から収集するなど県

民の皆さんの防災意識が高まり、日ごろから災害への備えが進んでいます。

人口減少と高齢化の一層の進展により、地域の防災活動を担う人材が不足するとともに、災害時の避難行動

に支援を要する人が増加し、地域における日ごろからの災害への備えが求められています。

施策の目標

■ �年々発生が切迫している南海トラフ地震や頻発する豪雨による水害や土砂災害に備えるため、県民の防災意識を

高め、地域の防災活動を担う防災人材の育成・活用など、地域防災力の向上に向けた取組を進める必要があり

ます。

■ �南海トラフ地震が発生すると、県内で最大約53,000人の死者が生じ、そのうち8割は津波による被害と想定さ

れています。また、東日本大震災や近年他県で発生した豪雨災害では、高齢者や障がい者など避難に際して支

援を必要とする人が多く犠牲になりました。こうしたことをふまえ、県民の適切な避難に向けた取組を促進する

とともに、高齢者や障がい者など避難行動要支援者の避難対策を進める必要があります。さらに、避難所に避

難した後も健康で安心して過ごせるよう、適切な避難所の環境と運営を確保する必要があります。

■ �大規模災害が頻発する中、被災地の早期復旧には、ボランティアやNPO等による支援が必要です。大規模災害

発生時に、県内外からのボランティアや専門性を有するNPO等が、円滑かつ効果的に支援活動ができる環境を

充実・強化していく必要があります。

■ �南海トラフ地震や津波、年々勢力を増す台風、集中豪雨など、「必ず起こる」大規模災害から子どもたちが自分

の命を守る力を身につけるため、学校における防災教育を推進する必要があります。また、災害時に子どもたち

が地域の一員として行動できる力を育成するとともに、学校教育を速やかに復旧させられるよう、教職員の災害

対応力を高める必要があります。

現状と課題

避難所運営訓練
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政策 １ 防災・減災、県土の強靱化
主担当部局：防災対策部

■ 基本事業1 ： 　災害に強い地域づくり

南海トラフ地震や豪雨による水害・土砂災害など「必ず起こる」災害に備え、地域防災力の向上を図るため、「み

え防災・減災センター」と連携して、県民の防災意識の醸成に取り組むとともに、次代を担う若者を防災人材と

して育成し、その若者が他の多くの若者を巻き込みながら地域の防災組織等に参画するようつなげることにより、

災害に強い地域づくりを進めます。

■ 基本事業2 ： 　災害から命を守る適切な避難の促進

災害時に県民一人ひとりの命を守るため、日ごろから気象や避難に係る防災情報の理解や備蓄、避難路の確認な

ど事前の備えを促進するとともに、新たなデジタル技術も活用しながら、適切な避難に必要となるきめ細かな防

災情報を多様な媒体により迅速に提供します。また、避難行動要支援者の個別避難計画の作成やあらゆる避難者

に配慮した避難所運営、津波避難施設の整備など、適切な避難に向けた市町の取組を支援します。

■ 基本事業3 ： 　災害ボランティアの活動環境の充実 ・ 強化

「みえ災害ボランティア支援センター」の運営に参画し、市町、県・市町社会福祉協議会、県内外のボランティ

アやNPO等との連携を進めるとともに、それら関係者間の顔の見える関係づくりやセミナー等を通じて、市町に

おける受援体制が充実されるよう支援します。また、「三重県災害ボランティア支援および特定非営利活動促進

基金」を活用し、NPOが迅速な活動を展開できるよう支援します。

■ 基本事業4 ： 　学校における防災教育の推進

子どもたちが自分の命を自分で守る力を身につけられるよう、デジタルコンテンツを含む防災学習教材の充実や

教職員の防災教育の指導力向上に取り組むとともに、子どもたちの発達段階や地域の状況に応じて、防災訓練や

防災学習の取組を進めます。また、子どもたちが災害時に地域の支援者として行動できるよう、平常時から学校

と家庭・地域が連携した取組を推進するとともに、災害時の学校の早期再開を支援するため、災害対応力を備え

た教職員により構成される災害時学校支援チームの強化に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

地域で夜間避難に資する取組を
新たに実施した市町数

― 29市町
夜間の避難を想定し、訓練や避難路の確認等を新たに
実施した市町数

県が防災情報を提供するホーム
ページのアクセス数

3,215千件 3,375千件
県が防災情報を提供するツールである防災みえ.jpの
ホームページのアクセス数

津波避難対策として一時避難施
設の整備等に新たに取り組んだ
市町数

― 19市町

津波避難タワーをはじめとする一時避難施設の整備な
ど、津波浸水想定区域内19市町の全ての要避難者が
確実に避難できるよう、今後5年間で新たな対策に取
り組んだ市町数

家庭や地域と連携した防災の取
組を実施している学校の割合

75.0％ 100％
家庭や自主防災組織、自治会などと、防災訓練などの
取組を実施している公立小中学校および県立学校の割
合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 1-3 災害に強い県土づくり

河川整備や堆積土砂の撤去に加え、流域全体で水害を軽減させる流域治水プロジェクトが進んでいます。
土砂災害から県民の皆さんの生命、財産を守る堰堤等の整備が進み、特に要配慮者利用施設等の保全が進んでい
ます。また、盛土災害を防止する通報体制の整備や、山地災害危険地区における治山施設整備が進んでいます。
大規模地震発生後の津波等による被害軽減のため、海抜0m地帯等における河川・海岸堤防や大型水門等の
耐震対策が進んでいます。
災害直後から緊急輸送道路の円滑な通行を確保するため、大規模地震後もすぐに通れる橋、土砂崩れのない
道路等の整備が進んでいます。
河川監視カメラ等の配備拡充による被災情報の迅速な把握や、新規導入した排水ポンプ車など初動体制が強
化されています。
定期点検に基づく適切なメンテナンスにより、災害時・平常時を問わずインフラの機能が確保されています。

豪雨等が頻発化・激甚化する中で、県内河川は雨水の流下能力が未だ不十分な現状に加え、土砂の堆積によ
り流れが阻害され、浸水被害が多発するリスクが高まります。加えて、山地では土砂崩れも増加し、周辺の
社会福祉施設を含めた住民への被害が生じるリスクが高まります。
強い台風の増加による伊勢湾沿岸での高潮や、南海トラフ地震等が想定される中で、堤防や水門等が強い地
震動や高潮・津波に対応できず広範囲で被害が生じるリスクが高まります。
大規模災害時に緊急輸送道路の通行が不能となり、物資輸送や復旧・復興に大きな支障を及ぼします。
急速なインフラの老朽化により、災害に対する機能が低下し、小規模な災害でも大きな被害が生じるリスク
が高まります。

施策の目標

■ �三重県において大きな被害をもたらした紀伊半島大水害をはじめ、令和元年東日本台風や令和2年7月豪雨など激
甚化・頻発化する水害・土砂災害や大規模地震から、県民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「防災・減災、
国土強靱化のための5か年加速化対策」も活用し、河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震対
策等を進めています。これらの防災・減災対策の必要性は依然として高く、さらなる推進が求められています。

■ �気候変動に伴い激甚化・頻発化する水災害から県民の皆さんの生命・財産・暮らしを守るため、河川管理者が
主体となって行う治水対策に加え、氾濫域も含めて一つの流域としてとらえ、その河川流域全体のあらゆる関係
者が協働し、流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を本格的に展開することが必要です。また、気
候変動による降雨量の増加をふまえた河川計画の見直しや生態系を活用したグリーンインフラの展開が求められ
ています。

■ �豪雨等によるがけ崩れや土石流など土砂災害から県民の皆さんの生命、財産を守るための土砂災害防止施設の
整備を進めています。特に自力避難が困難な人々が利用する要配慮者利用施設や避難所を保全対象としている
箇所の整備が求められています。一方で、令和3（2021）年7月に静岡県熱海市において違法な盛土に起因す
る土砂災害が発生したことから、盛土による災害を防止する対策が求められています。

■ �南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水被害を軽減するため、
海抜ゼロメートル地帯などにおける河川・海岸堤防や河口部の大型水門等の耐震対策を進めています。引き続き、
河川管理施設や海岸保全施設等の機能の確保と強化が求められています。

■ �災害発生時に災害対応を迅速かつ効率的に実施するため、確実に通行できる緊急輸送道路が求められています。
緊急輸送道路の中には大規模災害時に被災するおそれがある場所や車両のすれ違いが困難な区間があり、これ
らの箇所の対策が求められています。

■ �建設後50年を超えるインフラ施設が急速に増加し、劣化による機能低下が懸念される中、将来にわたる必要な
インフラ機能の確保に向けてメンテナンスサイクルの取組を進めています。今後も、このサイクルを持続的かつ
着実に実施し、安全性を確保していくとともに、将来的に増加するメンテナンスコストの縮減・平準化を一層図
る必要があります。

現状と課題
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政策 １　防災・減災、県土の強靱化
主担当部局：県土整備部

■ 基本事業1 ： 　流域治水の推進

河川整備や河川の流れをよくする河川内堆積土砂の撤去を進めます。また、流域の市町が実施する雨水貯留浸透
施設の整備や災害危険区域の指定等による土地利用規制・誘導のほか、民間企業等が実施する利水ダムの事前
放流等、水害を軽減するための対策をあらゆる関係者が協働して取り組む流域治水プロジェクトを進めます。さ
らに、気候変動を考慮した河川整備計画等の見直しやグリーンインフラによる雨水貯留・浸透に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　土砂災害対策の推進

土石流、がけ崩れ、地すべり等の土砂災害から、県民の皆さんの生命・財産を守るため、特に自力での避難が困難
な要配慮者が利用する施設や避難所の保全を重点的に取り組むとともに、警戒避難体制の整備に取り組みます。ま
た、違法な盛土の対応として砂防指定地等における違反行為への行政指導や住民からの通報対応等を強化します。

■ 基本事業3 ： 　山地災害対策の推進

土砂流出の防止や山腹斜面の安定を目的とする治山ダムなど治山施設の効果的な整備や計画的な老朽化対策に取
り組むとともに、水源かん養や土砂災害防止などの公益的機能が低下した森林の整備を進めます。

■ 基本事業4 ： 　高潮 ・ 地震 ・ 津波対策の推進

高潮、地震、津波による浸水被害を軽減するために、住民の素早い避難活動を促すため、ソフト対策として高潮
浸水想定区域の指定に取り組みます。また、高潮災害防止のための堤防の整備や、地震・津波対策としての堤防
の耐震化、粘り強い構造とする施設整備等に取り組みます。

■ 基本事業5 ： 　緊急輸送道路等の機能確保

災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路に架かる橋の落橋や倒壊対策、洪水で橋が流
されない対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違いが困難な箇所の道幅を拡幅する対策に取り組みます。

■ 基本事業6 ： 　インフラ危機管理体制の強化

大規模災害への備えとして、河川監視カメラ・水位計等の配備拡充、災害コントロールルームの高度化や排水ポ
ンプ車の配備、現場で実動訓練を重ねる等、被災箇所を早期発見し、初動を迅速化する危機管理体制の強化に
取り組みます。

■ 基本事業7 ： 　インフラの老朽化対策の推進

県民の皆さんの生命・財産を守り、経済活動を支えるとともに、災害時・平常時を問わず、安全・安心な道路や
河川などのインフラ機能が確保されるようメンテナンスサイクルを着実に実施するとともにインフラの老朽化対
策に係る取組を進めています。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

河川の流れを阻害する堆積土砂
の堆積量（累計）

270万m3

東京ドーム
0.3杯分

185万m3

東京ドーム
1.0杯分

40％削減

河川の流れを阻害する堆積土砂量
（　）は平成30（2018）年度末の堆積量に対する削
減の数値

要配慮者利用施設および避難所
を保全する施設の整備率

― 63％
事業実施箇所のうち要配慮者利用施設および避難所を
保全する施設整備（30か所）の事業完了の割合

市町ハザードマップへの高潮浸
水想定区域情報の掲載率

45％ 100％
ハザードマップへの高潮浸水想定区域情報を掲載した
市町の割合（掲載市町／全体11市町）

大規模地震でも壊れない補強さ
れた橋の割合

91％ 100％
緊急輸送道路に架かる橋梁のうち、大規模地震でも致
命的な損傷にならないように補強された橋の割合

被災箇所を早期発見し、初動を
迅速化する体制の構築

パトロールや
住民などから
の通報を中心
とする情報収
集

道路・河川の
重点監視箇所
における画像
情報の集中監
視体制の完成

道路・河川の重点監視箇所への監視カメラとコント
ロールルームの設置状況

橋梁の修繕完了率 100％ 100％
定期点検で早期措置（健全性区分Ⅲ）と診断された橋
梁のうち、次回点検までに措置を完了した橋梁の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 2-1 地域医療提供体制の確保

患者の状態に応じた質の高い効率的・効果的な医療が提供されるよう、県民の皆さんと将来あるべき医療提
供体制についての共通理解が進み、医療機能の分化・連携、医療従事者の確保、がん・循環器病対策、救
急医療など、地域の医療提供体制が充実しています。

中長期的な高齢化の進展により、医療需要が増加するとともに、肺炎や脳血管疾患、骨折など高齢者に多く
みられる疾病が増加するなど、疾病構造の変化が進んでおり、これらの医療を巡る状況の変化に対応した医
療提供体制を構築する必要があります。
医師数は着実に増えていますが、依然として不足している状況にあり、偏在も解消には至っていない状況で
す。また、看護職員についても、就業者数は年々増加の傾向にあるものの、依然として不足する状況にあり、
領域別の偏在もみられます。

施策の目標

■ �令和7(2025)年には「団塊の世代」が全て75歳以上となり、医療需要や疾病構造が変化しつつあります。そ

のため、限られた医療資源を効果的・効率的に活用し、地域にふさわしいバランスのとれた医療提供体制を構築

していく必要があります。

■ �これまでの医師確保対策の取組により、医師数は着実に増えていますが、依然として不足している状況にあり、
地域偏在等の課題もあります。新たな感染症の出現状況や働き方改革等の環境の変化をふまえた医師の確保に
取り組む必要があります。

■ �看護職員については、就業者数は年々増加の傾向にありますが、令和7(2025)年の需給推計では依然として不
足している状況にあり、領域別偏在も見込まれています。引き続き、看護職員総数の確保を図るとともに、在宅
医療等不足する領域の看護職員の確保を図る必要があります。

■ �薬局については、在宅医療や健康支援等の拠点としての機能強化が求められていることから、それらを担う薬剤
師の確保・育成を図る必要があります。また、薬剤師については、地域や職域で偏在があることから、これらの
解消を図る必要があります。

■ �がん・循環器病（脳卒中、急性心筋梗塞等）は県内における死亡原因の約5割を占め、県民の生命や健康に重
大な影響を及ぼす疾病となっています。そのため、さまざまな主体が連携・協力して、総合的ながん・循環器病
対策を推進していく必要があります。

■ �高齢化の進展に伴い救急搬送件数は増加しており、重症者の割合も増加しています。そのため、搬送時間の短
縮や受入体制の強化など救急医療体制をより充実・強化していく必要があります。また、医療の質を確保すると
いう観点から、医療安全対策の重要性が高まっており、引き続き医療機関の安全管理体制を強化する必要があり
ます。

�■ �こころの医療センター、一志病院および志摩病院において、地域医療構想など病院を取り巻く状況をふまえなが
ら、県立病院に求められる役割を適切に担うとともに、健全な病院経営に努めていく必要があります。

■ �国民健康保険の財政運営の責任主体として、財政運営に係る事務を確実に行い、円滑な事業運営に努めていま
す。将来にわたり持続可能な制度となるよう、引き続き市町とともに保険財政の安定化や保険料水準の平準化、
医療費適正化を図っていく必要があります。また、子ども・一人親家庭等・障がい者が安心して必要な医療を受
けられるよう、経済的負担の軽減を図っていく必要があります。

現状と課題

■ 基本事業1 ： 　地域医療構想の実現

今般の新型コロナウイルス感染症への対応もふまえた上で、「三重県地域医療構想」に基づく、将来の医療需要
を見据えた医療機関の機能分化・連携の推進、在宅医療等の充実を図ります。

取 組 方 向
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みえ元気プラン

政策2　医療・介護・健康
主担当部局：医療保健部

■ 基本事業2 ： 　医療分野の人材確保

「三重県医師確保計画」に基づき、短期的に効果が得られる施策と医師確保の効果が得られるまでに時間のかか
る長期的な施策を組み合わせながら、働き方改革等の環境の変化もふまえつつ、医師確保対策を総合的に進める
ことにより、医師の総数の確保や偏在の解消に取り組みます。
看護職員の確保に向け、総数の確保対策や職員の資質向上に取り組むとともに、高度急性期から在宅医療、介護・
福祉分野などの領域別偏在の解消に取り組みます。また、勤務環境の改善を推進し、定着の促進に取り組みます。
薬局機能を強化するため、薬剤師の確保・育成に取り組みます。また、薬剤師の地域偏在・職域偏在の解消に取
り組みます。

■ 基本事業3 ： 　がん対策の推進

「三重県がん対策推進計画」に基づき、がんに関する正しい知識の普及啓発やがん検診・精密検査の受診率向上
など、がん予防・がんの早期発見に注力するとともに、患者それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を受
けられる体制の充実に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　循環器病対策の推進

「三重県循環器病対策推進計画」に基づき、脳卒中や急性心筋梗塞等の循環器病に関する正しい知識の普及啓発
や生活習慣の改善の促進など、循環器病の発症予防・重症化予防に取り組むとともに、患者に対する保健、医療
および福祉に係る切れ目のないサービス提供体制の整備に取り組みます。

■ 基本事業5 ： 　救急医療等の確保

救急車の適正利用など適切な受診行動の啓発、二次救急医療機関、救命救急セン
ター、周産期母子医療センターの運営やドクターヘリの運航等の支援、救急医療情
報システムや子ども医療ダイヤルの運営等、救急医療体制の整備等を進めるととも
に、医療安全の推進に取り組みます。

■ 基本事業6 ： 　県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提供

こころの医療センターにおいては政策的医療や専門的医療の提供のほか地域生活支援など県内の精神科医療の中核
病院としての取組を、一志病院においてはプライマリ・ケアの実践や人材育成の取組を、志摩病院においては指定
管理者と連携して地域の中核病院としての取組を進め、それぞれの県立病院に求められる役割を果たします。また、
公立病院経営強化プランとしても位置付ける次期中期経営計画を策定し、これに基づき病院事業を運営します。

■ 基本事業7 ： 　適正な医療保険制度の確保

国民健康保険事業を安定的に運営するため、「三重県国民健康保険運営方針」に基づき保険財政の安定化や各市
町が担う事務の効率化・標準化に取り組むとともに、医療費の適正化が図られるよう、各市町の実情に応じた予
防・健康づくりの取組を支援します。
また、市町が実施する子ども・一人親家庭等・障がい者に係る医療費助成事業を引き続き支援します。

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

病院勤務医師数 2,781.2人 2,884.7人 県内の病院で勤務する医師数（常勤換算）

看護師等学校養成所の定員に対
する県内就業者の割合

67.4% 71.4%
県内看護師等学校養成所の定員に対する県内に看護
職員として就業した者の割合

がん検診受診率（乳がん、子宮
頸がん、大腸がん）

乳がん17.5%
子宮頸がん18.7%
大腸がん7.8%

（2年）

乳がん25.0%
子宮頸がん25.0%
大腸がん15.0%

（7年）

市町が実施する乳がん、子宮頸がんおよび大腸がんに
係るがん検診受診率

がんによる10万人あたりの死亡
者数（平成27年モデル人口に
基づく年齢調整後）

262.5人（2年） 246.1人（7年）
がんによる死亡状況について、年齢構成を調整した人
口10万人あたりの県の死亡者数

循環器病による10万人あたりの
死亡者数（平成27年モデル人
口に基づく年齢調整後）

219.9人（2年） 187.7人（7年）
循環器病（脳卒中、急性心筋梗塞等）による死亡状況
について、年齢構成を調整した人口10万人あたりの
県の死亡者数

救急搬送患者のうち、傷病程度
が軽症であった人の割合

51.6%（2年） 47.6%（7年）
救急搬送患者のうち、診療の結果として帰宅可能な軽
症者の割合

県立病院患者満足度 91.3% 95.0%
県立病院の患者を対象に実施するアンケートにおいて「診療
に満足していますか」との設問に対する肯定的な回答の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

ドクターヘリ
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施策 2-2 感染症対策の推進

県民一人ひとりが正しい知識に基づいて行動できるよう、研修会の開催など感染防止に係る普及啓発や、感

染症の発生動向などの情報発信が的確に行われています。

また、感染症の発生時には感染拡大を防止できるよう、速やかに積極的疫学調査や検査が実施できる体制が

整備されています。

新たな感染症がひとたび発生すると、人や物の動きによって短期間で広範囲に感染が広がり、社会に大きな

影響を及ぼす可能性があることから、新たな感染症への備えが求められています。

施策の目標

■ �感染症の発生時にその拡大を防止するためには、県民一人ひとりが正しい知識に基づいて、適切に行動すること

が重要です。そのため、感染予防に関する普及啓発を行うとともに、感染症の発生動向に係る情報の的確な発

信が必要です。

■ �新型コロナウイルス感染症のような新たな感染症の発生に備え、関係機関と連携し、平時から医療提供体制の

整備や役割分担の明確化に取り組む必要があります。また、日頃の感染予防対策や感染症発生時の拡大防止に

対応できる人材の育成が必要です。

■ �HIVや性感染症、肝炎を早期発見・早期治療することは本人の治療のためだけではなく、感染の拡大を防ぐた

めにも重要です。そのため、検査が必要な人が適切な時期に検査を受けることができるよう、無料検査を実施す

るとともに、受検方法等について広く啓発する必要があります。

現状と課題

感染症対応訓練
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みえ元気プラン

政策2　医療・介護・健康
主担当部局：医療保健部

■ 基本事業1 ： 　感染予防のための普及啓発の推進

感染症の発生時に、県民の皆さんが正しい知識に基づいて行動できるよう、研修会の開催など感染予防に関する

普及啓発を行うとともに、感染症発生動向調査システム等を活用した、感染症発生情報の収集・解析、関係機関

や県民の皆さんへの的確な情報発信に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　感染症危機管理体制の整備

新型インフルエンザや新たな感染症等、発生すると社会的影響の大きい感染症の発生に備え、医療機関や消防、

警察、行政機関等の地域の関係機関で構成される感染症危機管理ネットワーク会議等を活用し、関係機関と連携

しながら、感染拡大のフェーズに応じた体制整備や役割分担の明確化に取り組みます。また、事業所や施設等に

おける感染予防対策や感染症発生時の拡大防止において中心的な役割を果たす人材を育成するための研修を実施

します。

新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止対策については、三重県の地理的特性から人的交流が深い中部圏や

近畿圏の自治体等と連携を図り、感染拡大防止対策に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　感染症対応のための相談 ・ 検査の推進

HIV、梅毒、肝炎に対し、無料検査を実施するとともに、検査の必要な人が適切な時期に検査を受検できるよう、

啓発を行います。また、保健所等での相談体制の強化を図り、陽性者が安心して治療ができる体制の整備を進め

ます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

感染症の集団発生が抑止できた
割合

100％ 100％

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律」に基づく一、二、三、四、五類感染症（五類
感染症については、全数報告が必要なもの（風しん、
麻しん等）に限る。）の集団発生が抑止できた割合

感染予防対策研修会への参加施
設数

298施設 600施設
感染症が発生した場合に感染拡大や重症化のリスクが
高い入所施設等の感染予防対策研修会への参加施設
数

新型コロナウイルス感染症をは
じめとした新たな感染症に係る
検査体制の確保

100% 100%

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律」に基づく新型コロナウイルス感染症をはじめ
とした新たな感染症に係る検査需要（見込み数）に対
して必要な検査体制を確保できた割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 2-3 介護の基盤整備と人材確保

利用者のニーズに応じた介護サービス等の提供が進むよう、特別養護老人ホームの整備や地域住民等による

見守り、多様な生活支援が充実するなど、介護基盤の整備と介護人材の確保が進んでいます。

高齢者が、要介護状態となっても地域の実情に応じ、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・

予防・住まい・生活支援が一体的に提供されています。

本県の総人口の約5人に1人が後期高齢者となり、介護を必要とする高齢者の増加が見込まれます。

介護職員数は増加傾向にありますが、介護を必要とする高齢者が増加していく中、厚生労働省の推計による

と、本県の介護職員は令和7(2025)年度に3千人以上不足することが見込まれています。

施策の目標

■ �「みえ高齢者元気・かがやきプラン（三重県介護保険事業支援計画・三重県高齢者福祉計画）」に基づき、高齢

者が可能な限り住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができるよう、地域包括ケアシステムのさらな

る深化・推進が求められています。

■ �特別養護老人ホーム等の整備を市町と連携して進めるとともに、より必要性の高い方が円滑に入所できるよう、

特別養護老人ホーム入所基準策定指針を定めています。今後、施設サービスを必要とする高齢者のさらなる増

加が見込まれることから、施設整備を着実に推進していくとともに、各施設において入所基準に沿った適切な入

所決定が行われる必要があります。

■ �これまでの確保対策により、介護職員数は増加していますが、介護を必要とする高齢者が増加していく中、介護

サービスを担う人材の不足は依然として解消していません。引き続き、市町や関係団体と連携し、総合的な確保

対策に取り組む必要があります。

■ �令和2(2020)年には約9万1千人と推計されている県内の認知症高齢者数は、令和7(2025)年には10万人を

超えると見込まれています。若年性認知症も含め、認知症の人ができる限り地域で自分らしく暮らし続けること

ができるよう、認知症に対する社会の理解を深め、早期発見や適切な対応が行われるよう取り組む必要があり

ます。

■ �一人暮らしの高齢者が増加し、同居家族が担ってきた生活支援

や地域とのつながり等を維持するための場がより一層求められ

ています。孤独・孤立防止や認知症予防につなげることのでき

る活動を支援するとともに、日常生活支援の充実を図る必要が

あります。

現状と課題

介護ロボット
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みえ元気プラン

政策２　医療・介護・健康
主担当部局：医療保健部

■ 基本事業1 ： 　介護施設サービスの充実

施設サービスの必要性が高い高齢者が円滑に介護施設等に入所できるよう、市町と連携し、特別養護老人ホーム

等の施設整備を進めるとともに、特別養護老人ホームにおける入所基準の適正な運用に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　介護人材の確保

介護人材の確保のため、介護未経験者や高齢者、外国人を含む多様な人材の参入を促進するとともに、離職防

止や定着促進に取り組みます。また、「介護助手」の普及、介護職員の負担軽減につながる介護ロボットや、介

護記録から報酬請求業務までの一連の業務の効率化につながるICT機器の導入促進などに取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　認知症になっても希望を持てる社会づくり

認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会をめざして、それぞれの地域で本人と家族を支えるため、

認知症サポーターや認知症の人によるチームオレンジ等の支援体制を構築するとともに、医療と介護の連携を図

り、認知症の予防や診断後の支援等に取り組むなど、「共生」と「予防」を車の両輪として認知症の人本人に寄

り添った施策を推進します。

■ 基本事業4 ： 　介護予防 ・ 生活支援サービスの充実

高齢者が地域の中で生きがい・役割を持って安心して生活できるよう、関係機関・団体、市町等と連携し、高齢

者の介護予防・重度化防止や自立した日常生活の支援等に取り組みます。

■ 基本事業5 ： 　在宅医療 ・ 介護連携の推進

高齢者が要介護状態となっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、在宅医療の充実に取り組むとともに、

市町が在宅医療・介護連携について主体的に課題解決を図ることができるよう支援します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

介護度が重度で在宅の特別養護
老人ホームの入所待機者数

178人 120人
介護度が重度で在宅の特別養護老人ホームの入所待
機者数（入所を辞退した者等を除く実質的な待機者数）

県内の介護職員数
32,285人
（2年度）

37,709人
（7年度）

介護サービス施設・事業所に従事する県内介護職員数
（厚生労働省が発表する都道府県別介護職員数）

チームオレンジ整備市町数 4市町 29市町
認知症の人や家族に対する心理面・生活面の支援等を
行うチームを整備した市町数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 2-4 健康づくりの推進

生涯を通じて健康的な生活を送ることができるよう、企業、関係機関・団体、市町と連携して健康づくりに

取り組み、県民一人ひとりが望ましい生活習慣を身につけるとともに、企業の健康経営※が促進される社会環

境づくりが進んでいます。また、県民の皆さんが難病にかかった時も、適切な治療や支援を受けています。

県民の平均寿命の延伸が見込まれる中、生活習慣の改善や全身の健康につながる歯科保健対策の推進など、

健康寿命のさらなる延伸に向けた取組が求められています。

施策の目標

■ �「人生100年時代」を迎え、平均寿命と健康寿命がともに延伸していく中、その差を小さくし、いつまでも健康

に過ごせることが重要です。新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に人びとの意識が変化し、健康づくりの重

要性が再認識されていることをふまえ、新しい生活様式にも対応した健康づくりの取組を推進していく必要があ

ります。

■ �健康無関心層を含む全ての県民の皆さんによる主体的な健康づくりや、県民の多くが一日の大半を過ごす職場で

の健康づくりの推進に取り組んでいます。また、自覚症状が現れにくく、放置するとさまざまな合併症を引き起

こすおそれのある糖尿病について、発症予防や重症化予防に向けての取組を進めています。企業、関係機関・団

体、市町と連携し、引き続き、社会全体で継続して健康づくりに取り組む気運の醸成を図る必要があります。

■ �「みえ歯と口腔の健康づくり基本計画」に基づき、乳幼児から高齢者まで、また障がいのある人等に対し、ライ

フステージに応じた対策を総合的に推進しています。全身の健康につながる歯と口腔の健康を保ち、生涯にわた

り生活の質の向上が図られるよう、引き続き、多様化するニーズに応じた歯科保健対策を講じていく必要があり

ます。

■ �難病医療費助成制度の円滑な運営のために、難病指定医および指定医療機関の確保に取り組んでいます。難病

患者が身近な医療機関で適切な治療を継続できるよう、拠点病院、協力病院等が連携し、さまざまなニーズに

対応できる医療提供体制の充実に取り組む必要があります。

現状と課題

※「健康経営」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。
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みえ元気プラン

政策２　医療・介護・健康
主担当部局：医療保健部

■ 基本事業1 ： 　望ましい生活習慣の確立による健康づくりの推進

健康寿命の延伸に向けて、生活習慣の改善を図るとともに、合併症により自立した日常生活が制限されるおそれ

のある糖尿病等の生活習慣病について、発症や重症化を予防するための取組を推進します。また、積極的に新し

い考え方を取り入れ、データやデジタル技術を活用しながら、県民の皆さんが主体的に取り組む健康づくりや企

業の健康経営の取組を促進するなど、企業、関係機関・団体、市町と連携し、社会全体で健康づくりに取り組み

ます。

■ 基本事業2 ： 　歯科保健対策の推進

全身の健康につながる歯と口腔の健康保持のため、年代や状態に応じた歯科疾患予防や口腔機能の維持・向上に

取り組みます。特に、むし歯予防に効果的な幼児期・学齢期におけるフッ化物洗口の実施に取り組むとともに、が

んや糖尿病等の治療における医科歯科連携や地域口腔ケアステーションを拠点とした在宅歯科保健医療を推進し

ます。

■ 基本事業3 ： 　難病対策の推進

難病指定医および指定医療機関の確保により、医療費助成制度を円滑に運営するとともに、地域の医療機関等の

連携による医療提供体制の充実に取り組みます。また、難病患者等の療養生活の質の向上を図るため、生活・療

養相談、就労支援を行います。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

健康寿命
男性78.8歳
女性81.2歳

（2年）

男性79.5歳
女性81.4歳

（7年）

県民の皆さんが日常的に介護を必要とせず、自立して
健康的な日常生活を送ることができる期間

三重とこわか健康マイレージ事
業への参加者数

5,240人 10,000人
県と市町で推進する三重とこわか健康マイレージ事業
に参加し、健康づくりに取り組む人の年度ごとの数

永久歯列が完成する時期でむし
歯のない者の割合

67.9％ 76.7％
永久歯列が完成する時期である中学1年生時において、
むし歯のない者の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 3-1 犯罪に強いまちづくり

県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会を構築するため、市町や地域住民、防犯ボ

ランティア団体等との連携による犯罪防止に向けた取組や、県民の皆さんに不安を与える犯罪の早期検挙、こ

れら警察活動を支える基盤の強化が推進されています。また、犯罪被害者等を支える社会の形成に向けて、

犯罪被害者等の立場に立った適切かつきめ細かな支援が途切れることなく提供されています。

子どもや女性が被害に遭う性犯罪や重要犯罪、ストーカー・DV事案や高齢者等を狙った特殊詐欺、サイバー

犯罪が高止まりするなど、治安情勢は予断を許さない状況にあり、犯罪防止の取組と犯罪の早期検挙が求め

られています。また、「三重県犯罪被害者等支援条例」に基づき、犯罪被害者等への支援体制を底上げする

ことが求められています。

施策の目標

■ �令和3年中の刑法犯認知件数は7,410件となり、戦後最少を更新しましたが、子どもや女性が被害に遭う性犯

罪や重要犯罪が増加し、ストーカー・DV事案や高齢者等を狙った特殊詐欺、サイバー犯罪の相談件数が高止ま

りするなど、治安情勢は依然として、予断を許さない状況にあります。このような情勢において、県民の皆さん

が安全で安心して暮らせる社会の実現に向けて、自治体、地域住民、防犯ボランティア団体などさまざまな主体

と連携した犯罪防止の取組と、重要犯罪や特殊詐欺、サイバー犯罪等の県民の皆さんに不安を与える犯罪の早

期検挙を図っていく必要があります。

■ �地域の良好な治安を保つためには、防犯ボランティア団体等による自主防犯活動が不可欠ですが、人口減少や

少子高齢化の影響もあり、活動に参加する人達の高齢化や担い手不足が深刻な問題となっています。加えて、住

民と地域社会との関わりの希薄化も進行し、地域の実態把握や問題解決活動が一層重要となっています。

■ �社会のデジタル化によるサイバー空間の拡大、顔画像等による生体認証や電子マネーの普及といった、社会情

勢の変化や制度の変革などによって、犯罪捜査を取り巻く環境も大きく変容しており、こうした情勢の変化等に

も的確に対応するため、先端技術の導入や装備資機材の充実などが必要となっています。

■ �「三重県犯罪被害者等支援条例」をふまえて策定した「三重県犯罪被害者等支援推進計画」に基づき、支援施策

を総合的かつ計画的に推進する必要があります。県内市町における条例制定等の取組も進んできたことから、市

町と関係団体、支援団体等との連携を強化し、総合的な支援体制の底上げが求められるとともに、二次被害等

の防止に向け犯罪被害者等に対する県民の皆さんの理解を促進する必要があります。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策３　暮らしの安全
主担当部局：警察本部

■ 基本事業1 ： 　みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進

子どもの見守り活動や街頭での各種犯罪の防止に向けて、犯罪情勢に応じた警察活動を強化するとともに、現役

世代の参画による自主防犯活動の活性化支援や、自治体等と連携した防犯設備の整備・拡充を推進します。また、

デジタル化の進展等に伴い増加が懸念される特殊詐欺やサイバー犯罪を防止するため、リモート形式による防犯

教室の拡充や、新たな情報発信ツールの運用など、県民の皆さんの防犯意識を変革する啓発効果の高い広報手

段の導入にも取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　犯罪の早期検挙のための活動強化

AI等の先端技術や、最新の鑑定・分析機器を導入することにより、捜査支援分析、科学捜査の強化に取り組み、

重要犯罪をはじめ、暴力団犯罪、窃盗や特殊詐欺を集団で敢行する組織犯罪、サイバー犯罪など、県民の皆さん

に不安を与える犯罪の早期検挙を図ります。

■ 基本事業3 ： 　警察活動を支える基盤の強化

少子高齢化が進む地域の実情や、社会の変化に適応するため、老

朽化した警察施設の建て替えやパトカーの配備、装備資機材の

充実など、警察活動を支える基盤の強化を行い、効果的な警察

活動の推進を図ります。

■ 基本事業4 ： 　犯罪被害者等支援の充実

犯罪被害者等の立場に立った適切な支援が途切れることなく提

供されるよう、市町をはじめとする関係機関等との連携を強化し、

総合的な支援体制の整備・底上げに取り組むとともに、犯罪被

害者等の置かれている状況や支援の必要性について、県民の皆

さんの理解促進を図ります。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

刑法犯認知件数 7,410件
5,000件

未満

刑法犯（道路上の交通事故に係る業務上（重）過失致
死傷を除く）について、1年間に被害の届出や告訴・
告発を受理した件数

特殊詐欺認知件数 110件
95件
未満

特殊詐欺について、1年間に被害の届出を受理した件
数

重要犯罪の検挙率 89.7%
95%
以上

重要犯罪に係る当該年の認知件数に対する検挙件数
の割合

犯罪被害者等支援従事者数 177人 577人
犯罪被害者等支援体制の充実・強化のため、犯罪被害
者等の対応力（知識・技能）を習得・向上させる研修
会に参加した市町、関係機関の延べ職員数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

交番 ・駐在所の建替整備
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施策 3-2 交通安全対策の推進

県民の皆さんの交通安全に対する理解が一層深まるよう、さまざまな主体と連携した交通安全教育や啓発活

動が進むとともに、交通事故死者数や飲酒運転事故件数の減少に向けて、積極的な交通指導取締りや「三重

県飲酒運転0（ゼロ）をめざす条例」に基づく取組、先進安全自動車の導入、交通環境の改善が図られてい

ます。

高齢化の進展に伴い、高齢運転者が当事者となる交通事故が増加するほか、生活道路や通学路等における交

通事故の増加や飲酒運転による事故の発生が懸念されています。また、先進安全技術の進展や次世代モビリ

ティの登場などにより、多様な交通主体全てが安全かつ快適に通行できる交通ルールの徹底が求められてい

ます。

施策の目標

■ �県内の交通事故死者数は、長期的に減少傾向が続き、令和3（2021）年においては、統計史上最少を更新した

ものの、未だ多くの人が亡くなられていることから、交通安全対策を推進していく必要があります。また、全国

的に高齢運転者が当事者となる交通事故が社会問題化しており、令和7（2025）年には団塊の世代が75歳以

上となることを見据え、高齢運転者の交通事故抑止対策を推進する必要があります。

■ �県内の飲酒運転事故件数は、「三重県飲酒運転0（ゼロ）をめざす条例」施行以降、関係者の連携した取組によ

り、全国平均を大幅に上回る減少率を記録し、令和3（2021）年においては、条例施行以降、最少となりまし

た。しかし、未だ飲酒運転事故や飲酒運転違反者は存在しているため、「飲酒運転はしない、させない、許さな

い」という意識の定着や、再発防止対策であるアルコール依存症等の関連問題を含めた取組が求められていま

す。

■ �本県は交通事故死者数に占める歩行者および自転車利用者の割合が高く、このうち約7割が高齢者となっていま

す。こうした中、高齢者や子ども、障がい者が日常的に利用する生活道路や通学路等における交通安全の確保

が求められています。また、持続可能な交通安全施設等の整備を進める必要があります。

■ �人口10万人あたりの交通事故死者数は、都道府県別に見て多く、ワースト上位に位置しています。このため、交

通事故の発生実態等の高度な分析に基づいた交通指導取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要があり

ます。また、先進安全技術の進展や次世代モビリティの登場など、多様な交通主体全てが安全かつ快適に通行

できる交通ルールの徹底に向けた取組が求められています。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策３　暮らしの安全
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育 ・ 啓発の推進

自動運転技術の導入など社会の大きな変化を見据えながら、事故を防ぐための先進安全技術の情報等を把握し、

誰にとっても安全・安心な社会の実現をめざした取組を進めていきます。また、社会問題化している高齢運転者

が当事者となる交通事故防止対策として、市町や関係団体と連携し、先進安全技術が搭載された先進安全自動車

の普及啓発や運転免許証自主返納に係る情報の提供などの取組を一層推進します。さらに、四季の交通安全運

動をはじめ、交通安全意識と交通マナーの向上に向けた広報・啓発を実施するとともに、各年齢層に合わせた参

加・体験・実践型の交通安全教育に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　飲酒運転0 （ゼロ） をめざす教育 ・ 啓発および再発防止対策の推進

飲酒運転0（ゼロ）をめざし、県民一人ひとりに規範意識の定着を図るため、関係団体や教育機関等と連携した

教育・啓発活動を推進します。また、再発防止対策として、飲酒運転違反者等からの相談に対応するとともに、

アルコール依存症に関する受診を促進します。

■ 基本事業3 ： 　安全かつ快適な交通環境の整備

歩行者・自転車利用者の安全な通行を確保するため、ゾーン30の整備や道路管理者と連携した物理的デバイス

による速度抑制を図るとともに、視認性の高いLED信号灯器の整備など、人優先の交通環境の整備を推進しま

す。また、交通安全施設等の適正な維持管理や交通環境の変化に応じた交通規制の見直し等を推進します。

■ 基本事業4 ： 　道路交通秩序の維持

交通事故の発生状況や地域住民からの要望等をふまえ、交通事故抑止に資する効果的な交通指導取締りを推進

します。特に、横断歩行者妨害違反や生活道路等における速度違反をはじめ、悪質性・危険性の高い飲酒運転等

の交通違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

交通事故死者数 62人 53人以下 交通事故発生から24時間以内の死者数

飲酒運転事故件数 28件 16件以下 飲酒運転による人身事故件数

横断歩道の平均停止率 45.8% 85％以上
信号機のない横断歩道を人が渡ろうとしたときの自動
車の停止する割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 3-3 消費生活の安全確保

県民の皆さんが消費生活に関する正しい知識を得て、商品やサービスを自主的かつ合理的に選択・利用でき

るよう、若年者や高齢者等の世代に応じた消費者教育や啓発の取組が充実しています。また、トラブルに遭っ

た場合でも、誰もが利用しやすい消費生活相談体制の構築が進んでいます。

デジタル化の進展やそれに伴う電子商取引の拡大、「民法」の成年年齢の引下げなど消費者を取り巻く社会

環境の変化により、若年者・高齢者をはじめあらゆる世代において消費者トラブルの未然防止・拡大防止が

求められています。

施策の目標

■ �パソコンやタブレット端末、スマートフォン等の情報通信機器の急速な普及やAI等の新技術を活用した新たな

ビジネスの登場、新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、消費者を取り巻く社会環境は大きく変化していま

す。こうした中、令和4（2022）年4月から「民法」の成年年齢が引き下げられたこと、消費生活相談件数に

占める60歳以上の人の割合が4割程度と高くなっていることなどから、若年者や高齢者を中心に、あらゆる世

代を対象とした消費者トラブルの未然防止・拡大防止に取り組む必要があります。

■ �SDGsへの関心の高まりやコロナ禍における消費行動など、消費者一人ひとりの主体的な取組が期待されていま

す。消費者が自らの消費行動が将来にわたって社会経済情勢や地球環境に影響を及ぼしうることを自覚し、持続

可能な消費行動の必要性を理解することが重要です。

■ �県消費生活センターおよび市町消費生活相談窓口における1年間の消費生活相談件数は、合計1万件程度で推移

していますが、住民に身近な市町における相談割合は増加傾向にあります。複雑化・多様化する消費生活相談に

的確に対応するため、県消費生活センターが、県内消費者行政の中核センターとしての役割を継続して発揮する

とともに、市町における相談体制の充実に向けた取組を支援していく必要があります。

■ �高齢者等をターゲットとした悪質商法や新型コロナウイルス感染症および自然災害の発生などの非常時に便乗し

た悪質商法など、さまざまな消費者トラブルが発生しています。不適正な取引行為や表示等の排除と健全な市場

の形成のため、関係機関等と連携して事業者の監視・指導を行う必要があります。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策３　暮らしの安全
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　自主的かつ合理的な消費活動への支援

消費者が正しい知識を得て、適切な消費行動を取ることができるよ

う、さまざまな主体と連携して、若年者や高齢者等の世代に応じた

消費者教育・消費者啓発を実施します。成年年齢の引下げをふまえ、

特に若年者については教育機関等と連携し、消費者教育を一層充実

させていきます。また、高齢者等の消費者トラブルを防ぐため、地

域における見守り体制の構築を支援します。さらに、持続可能な社

会の形成に寄与するため、人や社会、環境に配慮した消費行動で

あるエシカル消費の普及・啓発、コロナ禍における生活様式に対応

した消費行動の推奨に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　消費者被害の救済、 適正な取引の確保

県消費生活センターの専門性を確保するとともに相談員の資質向上を図り、消費者被害救済のための相談に迅速

かつ適切に対応します。また、市町が実施する消費生活相談への助言や相談対応の充実に向けた支援を行い、県

内どこに住んでいても質の高い相談が受けられるよう、県全体の相談対応能力の向上を図ります。さらに、国や

近隣県、関係機関等と連携し、悪質な商取引や商品・サービスに係る不適正な表示について事業者の監視・指導

を行うとともに、コンプライアンスの遵守に向けた事業者の自主的な取組を支援します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

消費生活トラブルに遭ったとき
に消費生活相談を利用するとし
た人の割合

78.3％ 83.3％
消費生活トラブルに遭ったときに消費生活センターや
市町の消費生活相談窓口を利用するとした人の割合

消費生活相談においてあっせん
により消費者トラブルが解決し
た割合

88.9％
92.0％

以上

消費生活相談において、「三重県消費生活センター」が
あっせんを行った相談のうち、消費者トラブルが解決
した割合

講習等の実施学校数（累計） 15校 170校
若年者教育事業として出前講座などの講習等を実施し
た学校数（累計）

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

架空請求トラブル防止啓発キャラクター
「ダンコムシ」
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施策 3-4 食の安全 ・ 安心と暮らしの衛生の確保

安全で安心な食品が供給されるよう、農水産物の生産や食品の製造・加工・流通から消費に至る全ての過程

における監視指導等、関係者の意識の向上の取組、積極的な情報発信等が行われています。

医薬品等を安心して使用できるよう、その品質が高い水準で維持されているとともに、必要な量が安定して

供給されています。また、若年層の献血が進むことで、血液製剤が将来にわたり安定して供給されています。

人と動物が安全・快適に共生できる社会が実現するよう、ペットに関する防災対策をはじめ、動物愛護管理

に係る取組が、さまざまな主体との連携により進められています。

県民の食の安全・安心への関心が高まり、これまで以上に食の安全・安心を確保することが求められています。

医療制度や国際的な製造管理に係る動向の変化により、医薬品製造業者等には、これまで以上に高い水準の

品質確保が求められています。また、少子高齢化が進む中、長期保存ができない血液製剤を安定的に供給す

る必要があります。

犬・猫の殺処分ゼロに向けた取組が着実に進展する中、災害発生時等の危機管理対応や地域における動物に

起因する問題についての理解は十分とは言えない状況です。

施策の目標

■ �食品関連事業者におけるコンプライアンス意識の醸成等に取り組んでいますが、県民の食の安全・安心への関心

の高まりをふまえると、さらなる意識の醸成の取組や、消費者自らが判断・選択できるよう正しい知識や情報を入

手できる環境は必ずしも十分とはいえない状況です。引き続き、食品等事業者や生産者の意識の向上を図るととも

に、消費者が食品等事業者、生産者および行政の取組を知る機会を増やし、相互理解を促進する必要があります。

■ �食品等事業者に対して監視指導、収去検査および食品表示の適合性の確認等を実施しています。食品等事業者は

一定の衛生基準を満たして営業許可等を取得しているところですが、法改正に伴い食の安全を一層確保していく

ため、これまで行ってきた一般衛生管理に加え、全ての食品等事業者が自らHACCPに沿った重要工程管理等を

行うことが制度化されました。これにより食品等事業者は、食品ごとの特性や、各施設の状況等をふまえた上で衛

生管理計画を策定する必要がありますが、事業者自らの取組だけで適切な運用を図ることは難しいため、その取組

を支援していく必要があります。

■ �生活衛生営業施設に対して監視指導や衛生管理に関する講習会等を行っていますが、生活衛生営業施設における

健康被害の発生を防止するためには、継続的に各施設における適正な衛生管理を確認するとともに、自主的な衛

生管理を促進する必要があります。

■ �医薬品製造業者等への監視指導や、医薬品等の適正使用の啓発を行っています。引き続き、医薬品製造業者等に

おける品質確保と安定した供給体制の確保を進める取組が必要です。また、少子高齢化が進む中、将来にわたり

安定して血液製剤を確保するには、献血の促進が必要ですが、特に若年層の献血率が低い状況です。さらに、白

血病をはじめとする疾病患者の治療に不可欠な骨髄ドナーの登録数も減少傾向にあります。

■ �「人と動物が安全・快適に共生できる社会」をめざし、殺処分数ゼロに向けた取組や、ペットの防災対策等の危機

管理対応の取組、地域における動物に起因する問題解決にあたるボランティア等の人材育成の取組などを行って

います。殺処分数ゼロに向けた取組については着実に成果が出ている一方、東日本大震災等過去の災害では、飼

い主とはぐれたペットの放浪、避難所での飼い主と避難者の間のトラブルの発生等が問題となっていました。この

ことから、人と動物が安全に避難するため、飼い主責任によるペットとの同行避難が推奨されていますが、未だ認

知度は低く、大規模災害の発生に備え、早急に対策を進める必要があります。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策３　暮らしの安全
主担当部局：医療保健部

■ 基本事業1 ： 　食品と生活衛生営業施設等の衛生確保

「三重県食品監視指導計画」に基づき、監視指導、収去検査および食品表示の適合性の確認等を計画的に実施す

るとともに、HACCPに沿った食品等事業者による衛生管理を促進するため個々の事業者の規模や取扱い食品に

応じた指導・助言を行います。

また、食品関連事業者におけるコンプライアンス意識の向上を図るとともに、食の安全・安心に関する正しい知

識や情報について、積極的な発信等を行い、消費者との相互理解の醸成・充実に取り組みます。

さらに、生活衛生営業施設に対し、監視指導をとおして施設における適正な衛生管理を継続して確認していくと

ともに、講習会等の実施により事業者の自主的な取組の促進を図っていきます。

■ 基本事業2 ： 　医薬品等の安全な製造 ・ 供給の確保

医薬品製造業者等への監視指導を行い、安全・安心な医薬品等の製造・供給が行われるよう取り組むとともに、

県民の皆さんへ医薬品等の適正使用の啓発を行います。また、献血について、高校生等を対象としたセミナーの

開催や献血ボランティア活動の推進等、特に若年層の献血者の確保に取り組むとともに、骨髄バンクのドナー登

録者の確保のため、献血やイベント開催時等におけるドナー登録会の開催等、登録機会の充実を図ります。

■ 基本事業3 ： 　人と動物の共生環境づくり

「第3次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、三重県動物愛護推進センター「あすまいる」を動物愛護管理

の拠点として、市町や県獣医師会などの関係団体、地域ボランティア等と連携し、動物の適正飼養を推進します。

特に、大規模災害発生時に、人と動物が安全に避難し、避難所におけるトラブルの発生を防止するため、飼い主

や避難所運営の主体となる自治会関係者等に対して啓発を行い、同行避難を含めたペットの防災対策の普及を図

ります。

■ 基本事業4 ： 　薬物乱用防止対策の推進

さまざまな関係者と連携し、学校等における薬物乱用防止教室などの講習会や「ダメ。ゼッタイ。」普及運動な

どの啓発活動を行います。また、警察等関係機関と連携した取締対策や、薬物依存症者やその家族等に対する支

援を中心とした再乱用防止対策等、総合的な対策を実施し、薬物乱用のない社会環境づくりを進めます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

HACCPに沿った衛生管理を適
切に運用している施設の割合

100％ 100％

監視等を実施した施設のうち、一般衛生管理に加え
HACCPに沿った衛生管理が適切に運用されているこ
とを確認した施設（不適切であったが指導等により改
善したものを含む）の割合

県内で献血を行った10代の人
数

1,839人 2,400人
将来にわたり安定的な血液製剤の供給に寄与する10
代の県内献血者数

ペットに関する防災対策を行っ
ている人の割合

44.9％ 64.0％
飼い主に対するアンケート調査において、ペットに関
する防災対策として、同行避難に向けたしつけ、餌の
備蓄、所有者明示等を行っていると回答した割合

薬物乱用防止に関する講習会等
を実施した県内小学校の数

135校 160校
講習会等により、薬物乱用防止に関する意識の向上を
図った県内小学校の数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

■ �民間団体、学校、市町等の関係機関と連携し、薬物乱用防止に関する啓発、取締りなどに取り組む中、薬物事犯

全体の検挙件数は横ばいとなっています。しかし、ここ数年、大麻事犯検挙者数は若年層を中心に増加しており、

インターネット上等で「大麻は有害性がない」等の誤った情報が氾濫するとともに、覚醒剤事犯の再犯率も増加

していることから、若年層に対する正しい知識の普及や再乱用の防止など、薬物乱用防止対策を総合的に進める

必要があります。



94

第
３
章
　
政
策
・
施
策

第
３
節　

施
策
の
概
要

施策 4-1 脱炭素社会の実現

環境への負荷が少ない持続可能な脱炭素社会の実現に向けて、2050年までに県域からの温室効果ガスの排

出実質ゼロをめざす「ミッションゼロ2050みえ」の推進などを通じて、県民一人ひとりや事業者等のさま

ざまな主体による環境配慮や環境経営、地球温暖化の緩和、気候変動影響への適応などの取組が進んでい

ます。

脱炭素社会の実現に向けた国内外の動きが加速する一方で、大規模な陸上風力発電や太陽光発電などの開発

の適地が減少することにより、再生可能エネルギーの導入が鈍化するほか、自然豊かな地域や集落に近い場

所での開発が進むことにより、自然環境や生活環境への影響が懸念されています。

施策の目標

■ �気候変動による自然災害の増加や農業・水産業への影響が懸念される中、温室効果ガス排出削減のための国際

枠組みであるパリ協定の取組が令和2（2020）年に始まり、国内では、脱炭素社会の実現に向けて、令和12

（2030）年度に温室効果ガス排出量を平成25（2013）年度比で46％削減することをめざし、さらに50％削減

に向けて挑戦し続けることが表明されるなど、脱炭素社会の実現に向けた動きが加速しています。

■ �脱炭素社会の実現には、さまざまな社会の変革が求められており、ライフスタイルの転換や技術革新、再生可能

エネルギーの主力電源化等、あらゆる分野でさらなる取組を推進する必要があります。

■ �気候変動への対応には、温室効果ガスの排出削減等を行う地球温暖化の緩和だけでなく、既にあらわれている

気候変動の影響や中長期的に避けられない影響を回避・軽減する適応の取組を進める必要があります。

■ �地球環境の持続可能性に対する国際的な危機感が高まっていることから、環境への負荷が少ない持続可能な脱

炭素社会の実現や、さまざまな主体の連携による環境に係る課題解決に向けて取り組むとともに、環境教育・環

境学習の充実が求められています。

■ �再生可能エネルギーの導入に伴う大規模な開発事業により、自然環境や生活環境に影響が生じる可能性がある

ため、事業の実施にあたっては、環境影響の回避や低減等の環境保全措置を講じるなど、適切な環境配慮が必

要です。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策４　環境
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　気候変動の緩和の取組の促進

2050年までに県域からの温室効果ガスの排出実質ゼロをめざす「ミッションゼロ2050みえ」の推進を図るた

め、県民、事業者、市町等の主体と連携して、再生可能エネルギー利用促進や脱炭素経営の促進、COOL CHOICE

の推進に取り組みます。また、脱炭素化につながる新たな技術の利活用等によるライフスタイルの転換や事業者

の取組を促進するため、「三重県地球温暖化防止活動推進センター」と連携して情報提供や普及啓発等を行いま

す。

■ 基本事業2 ： 　気候変動適応の取組の促進

地球温暖化に起因する気候変動やその影響について、「三重県気候変動適応センター」と連携し、情報収集や分

析、情報発信を行い、気候変動適応の取組を促進します。

■ 基本事業3 ： 　環境教育 ・ 環境学習の推進

環境、経済、社会の統合的向上が図られた持続可能な社会の実現をめざして、自ら行動する人づくりを進めるた

め、県環境学習情報センター等を活用して環境教育・環境学習に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　事業者による環境配慮の促進

事業者による環境経営の取組を促進するほか、大規模な開発事業について、「環境影響評価法」や「三重県環境

影響評価条例」に基づく環境アセスメント制度を適切に運用するなど、環境配慮の取組を促進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県域からの温室効果ガス排出量
（千t-CO2）

23,916
千t-CO2

(元年度排出量)

20,066
千t-CO2

(６年度排出量)

県民、事業者等の活動により排出される温室効果ガス
量から森林等による吸収量を除いた県域における温室
効果ガス排出量

脱炭素社会に向け、県と連携し
た取組を新たに実施する事業所
数（累計）

19事業所
(４年３月末現在)

200事業所
県と連携して再生可能エネルギー利用促進、脱炭素経
営の促進、COOL CHOICEの推進等に取り組む事業
所数（累計）

環境教育・環境学習講座等の受
講者数（累計）

17,561人
(４年３月末現在)

75,000人
環境学習情報センター等が実施する環境教育・環境学
習講座等の受講者数（累計）

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 4-2 循環型社会の構築

持続可能な循環型社会の構築に向け、さまざまな主体による「3R＋R」の取組が定着し、事業者による主体

的な資源循環の取組が進み、循環関連産業の振興が図られるとともに、プラスチックごみ対策や食品ロス削

減といった社会的課題の解決に向けた取組が推進されています。また、廃棄物の適正処理や不法投棄の未然

防止に向けた取組が進み、廃棄物処理に対する県民の皆さんの安心感が高まっています。

国内外において資源制約が深刻化し、脱炭素社会の実現に向けた動きが加速する中、廃棄物を資源ととらえ

た循環的利用の促進が一層求められる一方、技術面や採算性から新しい取組が十分に普及せず、また原材料

価格等の高騰もあり、企業活動や人びとの生活に影響が生じることが懸念されています。

施策の目標

■ �持続可能な循環型社会の構築に向け、3R（発生抑制、再使用、再生利用）にRenewable（再生可能資源への

代替）を加えた「3R＋R」の取組を進め、資源の有効利用を一層進める必要があります。

■ �資源制約が深刻化してきており、産業を支える資源として廃棄物の循環的利用を促進するため、今後、大量廃棄

が見込まれる太陽光パネルのリサイクルなど先進的な取組の支援等により、地域と共生した循環関連産業を育成

する必要があります。

■ �産業廃棄物の不法投棄等不適正処理が後を絶たない状況などから、廃棄物処理の安全・安心を確保するため、効

率的・効果的な監視活動等により未然防止と早期発見・早期是正を図る必要があります。また、大規模災害時

の災害廃棄物への対応に、平時から備える必要があります。

■ �カーボンニュートラルに向け、プラスチックごみ対策、食品ロス削減等に取り組むとともに、バイオマス資源の

活用等を進める必要があります。また、最新の技術を導入し温室効果ガスの排出抑制や分離回収等を促進して

いく必要があります。

■ �人口減少にも対応した資源循環システムの構築に向け、これまでの制度や考え方にとらわれないイノベーション

や積極的なチャレンジが求められており、必要な人材の確保やICTを活用できる環境の整備が求められていま

す。

現状と課題

三重県食品提供システムみえ～る
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政策４　環境
主担当部局：環境生活部廃棄物対策局

■ 基本事業1 ： 　パートナーシップで取り組む 「3R＋R」

新しい技術を積極的に活用し、さまざまな主体と課題を共有し、市町との密な連携や事業者等の自発的な参画を

得ながら、パートナーシップで「3R＋R」に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　循環関連産業の振興による 「3R＋R」 の促進

循環関連産業を振興し、資源循環と経済の好循環を生み出すとともに、事業者の先導的な取組と併せて県民の皆

さんの行動変革を促し、地域の資源を持続可能な形で活用する地域循環共生圏の創出に向けて取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　廃棄物処理の安全 ・ 安心の確保

廃棄物処理の安全・安心に向け、排出事業者の意識向上、優良認定処理業者への委託の促進、PCB（ポリ塩化

ビフェニル）廃棄物等の廃棄物の適正処理推進、およびICTやドローン等の新しい技術を取り入れた監視・指導

を行います。また、災害廃棄物の迅速な処理を促進するため体制整備に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　廃棄物政策を通じた社会的課題の解決

カーボンニュートラルや海洋プラスチック対策に資するプラスチック資源循環の高度化に取り組むとともに、生

活困窮者支援等にもつながる食品ロス削減の取組を進めます。また、バイオマス資源のメタン発酵や焼却施設か

らのエネルギー回収を促進するとともに、二酸化炭素の分離回収等に関する検討を進めます。

■ 基本事業5 ： 　人材育成とICTの活用

強靭で自立分散型のスマートな資源循環システムの構築をめざし、資源循環を担う人材の育成や、ICTの活用等

を促進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

廃プラスチック類の再生利用率
61.3%

（2年度）
73%

（7年度）
県内で産業廃棄物として排出された廃プラスチック類
の再生利用率

カーボンニュートラル等の社会
的課題解決に資する資源循環の
取組事業者数（累計）

61事業者 300事業者
県が実施するプラスチック資源循環の高度化や食品ロ
ス削減等の取組に参画する延べ事業者数

適正に管理されないおそれのあ
るPCB（ポリ塩化ビフェニル）
廃棄物の処理に関する指導率

92％ 100％
県にPCB保管届出をしない等の事業者に対し、立入
検査等により適正な管理および処分を指導した割合

建設系廃棄物の不法投棄件数 12件 10件以下 10トン以上の建設系廃棄物の不法投棄件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 4-3 自然環境の保全と活用

生物多様性をはじめとする豊かな自然環境を維持するため、県内各地域で県民の皆さんやNPO、事業者など

さまざまな主体による自然環境保全活動が持続的に展開されています。また、自然とのふれあいを通じて、自

然環境保全意識の醸成につなげられるよう、より多くの県民の皆さんが自然体験施設等を利用しています。

大規模開発等による自然環境への影響が懸念されており、希少野生動植物の生息する自然環境を保全するこ

とが求められています。また、三重の豊かな自然にふれあえる場所を確保することが求められています。

施策の目標

■ �NPO等によって自主的に行われている生物多様性の保全活動が広がりを見せている一方、大規模開発（太陽光

発電施設や風力発電施設の設置）等による自然環境への影響が懸念されています。こうした中、NPO等による

保全活動が持続的に展開されるよう取り組むとともに、大規模開発等による自然環境への影響を軽減していく必

要があります。

■ �県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公園施設の適正な維持管理や整備を進めています。

こうした中、これらの取組を継続するとともに、地域の資源を活用した森林教育や自然体験などの取組を充実さ

せることで、より多くの利用者に自然環境保全の意識を高めていただき、保全活動への参画促進を図っていく必

要があります。

現状と課題
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政策４　環境
主担当部局：農林水産部

■ 基本事業1 ： 　貴重な生態系と生物多様性の保全

生物多様性の保全に対する関心の高まりや大規模な開発の増加など、生物多様性を取り巻く社会状況の変化をふ

まえ、希少野生動植物種の調査やデータ整理を進め、自然環境保全上、重要な地域を明確化するとともに、生物

多様性の確保に向け、NPO等に対して専門知識や情報の提供、自然環境保全活動への支援を行うことで、実践

取組を促進します。

■ 基本事業2 ： 　自然とのふれあいの促進

利用者が安全に自然公園を楽しめるよう、老朽化や災害等で修繕が必要な公園施設の整備を計画的に進めます。

また、多くの人が自然環境保全への意識を高め、自然の魅力を体感いただけるよう、エコツーリズムの体験プロ

グラムの多様化やガイドの育成、効果的な情報発信に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

希少野生動植物保護等の生物多
様性保全活動の取組数（累計）

91取組
（3年度）

101取組
（8年度）

里地・里山や海岸河川において、希少野生動植物保護
等の生物多様性保全活動の取組数

自然体験施設等の利用者数（累
計）

1,070千人
（2年度）

1,254千人
（7年度）

森林公園や長距離自然歩道等の自然体験施設の利用
者数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

大杉谷でのエコツーリズムの様子
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施策 4-4 生活環境の保全

安全・安心で快適な生活を営める環境の保全に向け、事業者のコンプライアンス意識の醸成が図られるとと

もに、さまざまな主体による環境保全活動が拡大しています。また、「きれいで豊かな海」をめざして、従来

の「規制」から「管理」へと移行した総合的な水環境改善対策が進んでいます。

大気や水環境については、環境法令の遵守徹底が図られていますが、今後も、環境保全対策を進める必要が

あります。また、海域の栄養塩類減少等により水産資源の生物生産性等が低下していることから、海域の豊

かさに資する取組の促進が求められています。

施策の目標

■ �これまで実施してきた「大気汚染防止法」「水質汚濁防止法」等の関係法令遵守指導などにより、大気・水・土

壌環境や土砂等の埋立て等に大きな影響は生じていませんが、将来にわたり良好な環境を確保していくためには、

継続した環境保全対策を進める必要があります。

■ �生活排水処理施設の整備は、「生活排水処理アクションプログラム」に基づき着実に進展していますが、令和17

（2035）年度末の長期目標達成のため、引き続き未整備人口の解消に向けて取り組んでいく必要があります。

■ �近年、海域の栄養塩類減少等により水産資源等の生物生産性が低下し、海域の豊かさの重要性が指摘されてい

ることから、「きれいで豊かな海」をめざして、従来の「規制」から「管理」へと移行した総合的な水環境改善

対策に取り組んでいく必要があります。

■ �伊勢湾等の海岸域では、河川等を経由して流入したごみの漂着により、砂浜等の景観の悪化のほか、漁業や生

態系への影響が懸念されています。海岸漂着物の問題は、本県のみの対策では解決が困難なことから、他県、市

町等の関係機関やさまざまな主体と連携して、海岸漂着物対策に取り組んでいく必要があります。

現状と課題

海岸清掃
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政策４　環境
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　大気 ・ 水環境等の保全

良好な環境を確保するため、大気環境や水環境の常時監視による環境基準等の適合状況を確認するとともに、大

気、水質の対象工場等や土砂等の埋立て場所等への検査を行い、コンプライアンスの徹底を指導します。

■ 基本事業2 ： 　生活排水処理施設の整備促進

市町と連携し、「生活排水処理アクションプログラム」に基づいた生活排水処理施設の整備を促進します。浄化

槽については、補助制度を活用し、単独処理浄化槽や汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換を促進します。

■ 基本事業3 ： 　きれいで豊かな海の再生

「きれいで豊かな海」の観点を取り入れた「第9次水質総量削減計画」を策定し、工場等から排出される汚濁負

荷量の管理等、総合的な水環境改善対策の取組を進めます。

■ 基本事業4 ： 　海岸漂着物対策の推進

森から川、海へのつながりを意識した伊勢湾流域圏等における広域的な活動が広がるよう、引き続き、東海三県

一市をはじめさまざまな主体と連携して、「伊勢湾　森・川・海のクリーンアップ大作戦」等の取組を展開するな

ど、効果的な海岸漂着物対策を進めます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

環境基準達成率
90.5％

（速報値）
98.1％

大気環境測定地点および河川・海域水域における環境
基準の達成割合

生活排水処理施設の整備率 88.2％ 93.1％
下水道、合併処理浄化槽、集落排水施設等により生活
排水処理が可能な人口の割合

「きれいで豊かな海」の実現に向
けた取組数

3取組 7取組
「第9次水質総量削減計画」における「きれいで豊か
な海」の実現に向けた総合的な水環境改善取組数

海岸漂着物対策等の水環境の保
全活動に参加した県民の数

17,496人 24,000人
「伊勢湾　森・川・海のクリーンアップ大作戦」に参
加した県民の数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 5-1 持続可能な観光地づくり

魅力ある地域資源を生かした観光コンテンツの提供や、質の高い宿泊施設等の受入れ環境整備など、旅行者

のニーズに対応した受入れ体制が整備されることで、三重県を訪れた人びとが観光を満喫でき、観光客の満

足度が向上するとともに、平均宿泊日数が増加しています。

また、地域住民をはじめ、地域全体で旅行者の受入れ機運を高め、三重県の持続可能な観光が推進されるこ

とで、三重県を訪れた旅行者がより深く観光コンテンツを体験でき、長期滞在が増加するなど、三重県の「拠

点滞在型観光」のイメージが定着しています。

観光地を選ぶ基準として、社会・文化や環境に配慮し、旅行者や地域住民など観光に関わる人びとが利益を

享受できる「持続可能な観光地」であることが注目されており、地域全体で受入れ環境を整えることが求め

られています。観光産業の担い手確保も含めた環境整備を通じて、高付加価値旅行者に選ばれる観光地づく

り、拠点滞在型観光を可能とする観光地づくりを進めることが必要となっています。

施策の目標

■ �観光産業は、その経済効果が、宿泊業や飲食業、運輸業といった分野だけでなく、製造業、農林水産業など幅

広い分野に波及する裾野の広い産業であり、持続的な成長によって地域経済や雇用へ波及することが期待され

ています。

■ �近年、旅行者が目的地の選択において、持続可能な観光を重要視することが国際的な潮流となっています。地

域住民をはじめ地域全体で旅行者の受入れ機運を高めていくほか、SDGsの達成、カーボンニュートラルへの対

応等、経済面、社会・文化面、環境面を総合的に考慮した地域のサスティナブルな観光地経営を支援していく

必要があります。

■ �旅行者が地域の文化にふれ、住民との交流や、豊かで深い体験を味わうことは、長期滞在やリピーターの獲得

につながることが期待できるため、長期滞在に適した受入れ環境の整備や三重県ならではの地域資源を生かした

体験コンテンツの磨き上げなど、宿泊施設等を拠点とした「拠点滞在型観光」を推進する必要があります。

■ �観光消費額を押し上げ、より質の高い観光地につなげていくため、高付加価値旅行者向けの上質な宿泊施設の

誘致や、三重の豊かな「食」を旅行者に対して魅力的に提供する仕組みの構築などに取り組んでいく必要があ

ります。

■ �三重県は、全国に先駆けて「バリアフリー観光」の推進に取り組んできたほか、事故、自然災害、感染症の拡大

などによる三重の観光産業への影響を最小限にするための「観光危機管理」に取り組んできており、引き続き、

安全で安心に旅行できる環境の整備促進に取り組む必要があります。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策５　観光・魅力発信
主担当部局：雇用経済部観光局

■ 基本事業1 ： 　拠点滞在型観光の推進

世界の人びとから旅の目的地として選ばれるよう、県内市町、観光協会、DMO（観光地域づくり法人）等と連

携を図りながら、三重ならではの美しい自然、豊かな食、歴史・文化、サスティナブル、バリアフリーなどの視

点で地域資源の掘り起こしや磨き上げ（高付加価値化）、それらを生かした周遊ルートの活用などに取り組みま

す。また、観光の3要素である「宿泊施設」「食」「地域資源」のさらなる磨き上げによって、「拠点滞在型観光」

を推進し、旅行者の「もう一泊、もう一食、もう一体験」につなげます。

■ 基本事業2 ： 　DMO （観光地域づくり法人） 等の支援

地域のDMO等が行う、観光地の価値を創造するブランディング、地域経済活性化支援機構（REVIC）と連携し

た観光産業の構造的課題を解決するための取組、「日本版持続可能な観光ガイドライン（JSTS－D）」が掲げる

観光指標に基づく観光地マネジメントなど、県内各地で展開される持続可能な観光地づくりに向けた取組を支援

します。

■ 基本事業3 ： 　受入れ環境の整備

旅行者の受入れ環境を整備するため、高付加価値旅行者層のニーズにも応えられる質の高い宿泊施設の誘致を

はじめ、既存施設の再整備や古民家を再生し観光資源としての活用を進めるほか、三重の豊かな「食」を、旅行

者に対して魅力的に提供できる仕組みづくりや、クルーズ船の受入れ環境の充実、二次交通の充実などに取り組

みます。また、安全・安心な観光地づくりに向けて観光防災を推進するほか、誰もが快適でストレスフリーに旅

行ができる旅行者目線に立った受入れ環境整備としてバリアフリー観光を推進していきます。

■ 基本事業4 ： 　観光人材の育成

地域の観光資源を熟知した人材、観光地経営を担う人材など、質の高いサービスを提供できる観光人材の育成・

確保に向け、研修の充実などに取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

観光客満足度 93.5％ 95.0％
県内の観光地を訪れた観光客の7段階の満足度評価
で「大変満足」「満足」「やや満足」の上位3項目を回
答した割合

県内の平均宿泊日数 1.20泊 1.33泊
「観光庁宿泊旅行統計調査」に基づく、県内の宿泊施
設における延べ宿泊者数を実宿泊者数で除して得た日
数

リピート意向率 92.6％ 95.0％
県内の観光地を訪れた観光客の「本県を再び訪れた
い」と回答した割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 5-2 戦略的な観光誘客

国内外の多くの旅行者が観光の目的地として三重県を選び、県内の観光消費額が増加しています。また、旅

行者データや観光統計に基づく観光マーケティング・マネジメントを行い、旅行ニーズに合わせた戦略的な

観光プロモーションを展開することで、三重ファンが増加するとともに、国内外から三重県への来訪や宿泊

が増加しています。

旅行スタイルや旅行者のニーズがますます多様化していく中で、三重県が観光地として選ばれ、観光入込客

数や観光消費額の増加につなげていくためには、三重県の強みを生かした首都圏、関西圏への戦略的なプロ

モーションに加えて、デジタル技術を活用して多様なニーズへ的確に対応していくことが求められています。

施策の目標

■ �新型コロナウイルス感染症の拡大により、令和元（2019）年に 5,564億円であった県内の観光消費額が令和2

（2020）年には 3,283 億円となるなど、本県の観光産業は大きな打撃を受けており、観光消費を促進させてい

くことが急務となっています。

■ �人口減少および少子高齢化の進展による国内市場の縮小や観光産業の担い手不足等の課題への対応とともに、旅

行スタイルの変化や旅行ニーズの多様化にも対応していくため、観光産業におけるDXを推進するとともに、旅

行者の行動を収集・分析し、データに基づいた観光マーケティング・マネジメントに取り組み、きめ細かなおも

てなしを提供することで、何度もリピートする三重ファンを確保していく必要があります。

■ �令和7（2025）年の大阪・関西万博、令和9（2027）年に開催が見込まれるワールドマスターズゲームズ2021

関西等、 海外からも多くの人が訪れるイベントのほか、次期式年遷宮に向けた令和8（2026）年のお木曳行事

や、リニア中央新幹線東京・名古屋間開業等の好機を見据え、三重県の認知度をさらに高め、観光地として選

ばれ続けるために、三重の強みを生かした戦略的な観光プロモー

ションを展開し、国内外からのさらなる誘客に取り組むことが必

要です。特に、首都圏は国内外の人流やあらゆる情報が集中す

ることから、三重の観光情報を強力に発信していく必要があり

ます。

現状と課題

伊勢えびのお造り
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みえ元気プラン

政策５　観光・魅力発信
主担当部局：雇用経済部観光局

■ 基本事業1 ： 　観光マーケティングの推進

三重県観光マーケティングプラットフォームを活用することで旅行者データを収集し、旅行者一人ひとりのニー

ズに合わせた情報発信等に取り組むとともに、プラットフォームのデータを分析することで、戦略的な観光マー

ケティングを推進していきます。また、観光産業におけるDXを推進するため、観光事業者やDMO（観光地域づ

くり法人）が戦略的な観光マーケティングを実施できるよう支援していきます。さらに、データに基づく観光地

マネジメントが進むよう、プラットフォームも活用して即時性と実効性のある観光統計の集約・共有・活用に取

り組んでいきます。

■ 基本事業2 ： 　観光プロモーションの強化

国内外の人びとから旅の目的地として選ばれ続けるよう、美しい自然や豊かな食、歴史や文化など、三重ならで

はの魅力的な観光資源を生かし、首都圏をはじめとする大都市圏および海外への観光プロモーションを強化しま

す。多くの人が訪れることが期待される大阪・関西万博や次期式年遷宮を絶好の好機ととらえ、三重の観光の魅

力発信に取り組みます。また、この好機を生かし、国内旅行需要とインバウンド需要の双方の獲得を図るため、高

速道路や鉄道、航空事業者等と連携した周遊性の高い旅行商品の造成・販売の支援やソーシャルメディアの活用

の強化、県境を越える広域連携の活用、高付加価値旅行者層への働きかけなど、三重県への誘客促進に取り組

みます。

■ 基本事業3 ： 　インバウンドの誘客

インバウンド再開時に「選ばれる三重県」となるため、アフターコロナにおける旅行ニーズの変化をふまえ、日

本政府観光局（JNTO）との連携を一層強化し、その知見や発信力を活用した情報発信を行うとともに、レップ

を活用した海外の旅行会社等へのセールス等の観光プロモーションを展開します。また、国際会議や海外からの

産業観光の受入れなど県内へのMICE誘致に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

観光消費額 3,562億円 6,500億円
観光客が県内において支出した観光消費額（交通費、
宿泊費、飲食費、入場料、土産代等）

県内の延べ宿泊者数 518万人 1,041万人
「観光庁宿泊旅行統計調査」に基づく、県内の宿泊施
設における延べ宿泊者数

県内の外国人延べ宿泊者数 1.7万人 45.4万人
「観光庁宿泊旅行統計調査」に基づく、県内の宿泊施
設における延べ外国人宿泊者数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 5-3 三重の魅力発信

県産品の販路拡大や観光誘客の促進などにつなげるため、大都市圏等における県内市町、関係団体、民間事

業者、三重ファン等と連携した面的な情報発信やイベント実施等による戦略的なプロモーション活動が進ん

でいます。また、産業・地域経済の活性化につなげるため、付加価値の高い商品・サービスの創出に取り組

むとともに、業種を越えた多様な連携による販売促進の取組が進んでいます。

国内のビッグイベントの機会を生かして、県産品の販路拡大や観光誘客の促進などにつなげるため、戦略的
かつ効果的なプロモーションを展開する必要があります。
また、県産品の販路を拡大するため、業種を越えた多様な連携による商品やサービスなど、消費者ニーズに
合わせた新たな価値の創出やそれらを担う人材の育成が求められています。

施策の目標

■ �令和7（2025）年に大阪・関西万博が開催される予定です。また、令和9（2027）年には関西でワールドマス
ターズゲームズ2021関西が開催され、リニア中央新幹線東京・名古屋間が開通する予定です。これら国内の
ビッグイベントの機会を生かして、観光誘客や三重県の認知度の向上、県産品の販路拡大などを促進するため、
市町、関係団体等と連携し、首都圏、関西圏、中部圏および海外において戦略的かつ効果的なプロモーションを
展開する必要があります。

■ �首都圏においては、三重テラスを核とした三重の魅力情報の発信、県産品の販路拡大、三重ファンと連携した取
組等を行っているほか、包括協定を締結した企業等との連携による物産観光展等を開催しています。引き続き、
さらなる三重ファン獲得に向けた戦略的なプロモーションを進めていく必要があります。

■ �関西圏においては、令和7（2025）年に大阪・関西万博の開催、令和11（2029）年に大阪IRの開業を控え、
インバウンドを含む観光需要が増大することが見込まれます。これらの動向を的確にとらえ、県産品の販路拡大
や観光誘客の促進などにつなげていくため、三重県の認知度の向上に向けたプロモーション活動をさらに強化し
ていく必要があります。

■ �伝統産業および食関連産業等は、地域の伝統や技術、原料など、三重の風土に根づいた魅力（特性）を生かし
た貴重な産業であることから、県産品の魅力を再認識するとともに、消費者のニーズや価値観に対応できる新た
な魅力や価値を創出し、国内外への発信や販路拡大につなげていく必要があります。特に、国内市場が縮小傾
向にある中、輸出の拡大に向けた支援を積極的に行う必要があります。

■ �一般的に伝統産業および食関連産業等は、労働生産性および労
働者の定着率が低いことから、産学官が連携し、労働環境の改
善に向けた意識向上、新たな価値やサービスを創出できる人材
の育成が求められています。また、県産品の販路拡大を効果的
に展開するため、県内事業者の商談機能の向上が求められてい
ます。

現状と課題

展示交流会
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みえ元気プラン

政策５　観光・魅力発信
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　戦略的なプロモーション活動の展開

市町、県内事業者、関係機関等と連携し、①魅力的な情報発信、②県産品の販路拡大、③観光誘客の促進を柱
とした一体的なプロモーション活動を、首都圏、関西圏、中部圏および海外において展開します。また、包括協
定を締結した企業等との連携による物産観光展や商談会を開催するとともに、三重ファンと連携した取組を拡大
し、重層的な三重の魅力発信に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　首都圏における魅力発信

首都圏は国内最大の市場であることから、引き続き最重要エリアと位置づけ、戦略的なプロモーションを進めて
いきます。具体的には、常設の情報発信拠点である三重テラスを核としつつ、首都圏の集客施設における広告宣
伝や包括協定を締結した企業等との連携による物産観光展、ホテルや飲食店と連携したフェア等を実施すること
で県産品の販路拡大や観光誘客の促進などを進めるとともに、三重県の認知度の向上および三重ファンのさらな
る拡大と連携に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　関西圏における魅力発信

関西圏における県産品の販路拡大や観光誘客の促進などに向けて、「関西圏営業戦略」に基づき、関西圏の経済
団体や県人会など多様なパートナーとのネットワークを生かすとともに、県、市町、県内外の事業者、関係機関
など官民一体となって、ターゲットを絞った三重の魅力発信、観光物産展、商談会等の取組を効果的に展開しま
す。また、大阪・関西万博開催のチャンスを生かし、三重を知って、選んで、来て、リピーターになっていただ
けるよう、強力なプロモーション活動を進めます。

■ 基本事業4 ： 　県産品の高付加価値化と販売促進

伝統産業および食関連産業等の多様な連携を促進し、SDGsやエシカルなどの新しい視点を取り入れた付加価値
の高い商品・サービスの創出に取り組みます。また、オンラインや体験など多様な手法を活用して、背景・ストー
リーとともに商品の魅力を積極的に発信するほか、国内外への販売促進につなげるため、伝統工芸品や食をはじ
めとする県産品フェアの開催、商談支援等を行います。

■ 基本事業5 ： 　新たな価値創出につなげる人材育成

「みえ食の“人財”育成プラットフォーム」と連携し、学生と企業との交流会やインターンシップ、マーケティング
研修等を実施し、新たな価値やサービスを創出できる人材の育成を進めます。また、商談会等による商談機会の創
出と合わせ、バイヤー等による商談スキル向上セミナー等を開催することで、県内事業者の商談力向上を図ります。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

首都圏・関西圏における観光旅
行先としての三重県への訪問意
向および三重県産品の購入意向
の割合

65.6％ 74.0％
首都圏・関西圏におけるアンケート調査で、「観光旅
行で三重に行きたい」、「購入したい三重県産品がある」
と考えている人の割合

三重テラスにおける魅力発信件
数（累計）

92件 1,058件

三重テラスにおいて、県内の市町、団体、事業者、三
重の応援団・応援企業等の三重ファンと連携した情報
発信やイベントの実施等により、三重の魅力発信を
行った件数

伝統産業および食関連産業にお
ける消費者ニーズに対応した付
加価値の高い商品・サービスの
開発数（累計）

18件 138件
伝統産業および食関連産業等の地域資源を活用し、消
費者ニーズの変化等に対応するため、異業種との連携
等により開発された商品・サービス数

新商品や魅力あるサービスの開
発など、新たな価値創出に取り
組むことができる人材の育成数

（累計）

255人 1,905人

県および「みえ食の“人財”育成プラットフォーム」
が実施する
・マーケティング研修
・食品衛生研修
・SNS等活用研修
等を受講し、商品やサービスの新たな価値創出に取り
組むことができる人材の育成数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 6-1 農業の振興

米・麦・大豆のほか、野菜、柑橘、茶といった園芸品目、さらには牛肉や豚肉、鶏肉、卵といった畜産物な

ど、県産農畜産物の安定的な供給が進み、県民の皆さんの「食」における多様な需要に対応しています。ま

た、新規就農者はもとより、従事者の確保が図られながら、担い手による大規模経営が拡大するとともに、小

規模な兼業農家や高齢農家などの家族農業が営まれるよう、県産農畜産物の生産性の向上や農業経営の発展

による収入の確保および働きやすい労働環境の整備が進んでいます。さらに、農業の持続性が確保された地

域の拡大を図るため、農地の集積・集約化に向けた生産基盤の整備が進んでいます。加えて、県産農畜産物

について、消費者に魅力が発信され、国内外における取扱い先が拡大しています。

農業の法人化や農地集積により経営規模の拡大が進む一方で、中小家族経営の農家における高齢化が進行し

ており、労働力の不足が見込まれることから、県産農畜産物の供給量の減少が懸念されています。

施策の目標

■ �人口減少や食の多様化に加え、コロナ禍の影響により、農産物の国内需要は減少傾向で推移しています。こうし

た中、食料の自給率を高め、需要に応じた農産物を安定供給していくためには、農地の有効利用、品目ごとの生

産および販売体制の強化、新たな品種の育成や収益性の向上につながる生産技術の開発を図る必要があります。

また、農産物生産の持続可能性を高めるため、化学農薬とともに化石燃料を大量に活用する化学肥料の使用を抑

えるなど環境への負荷軽減を図ることが必要となっています。

■ �畜産経営は、需要の大きな伸びが期待できない中、飼料を中心に資材などが値上がりしており、厳しい状況と

なっています。こうした中、需要に応じた畜産物を安定供給していくためには、経営体における生産基盤の強化、

経営コストの一層の削減と高付加価値化、畜産物を効率的に生産する新たな技術の開発を図る必要があります。

また、畜産業が持続的に発展していくよう、豚熱や高病原性鳥インフルエンザなどの家畜伝染病に対する防疫体

制の充実・強化を図る必要があります。

■ �本県では、水田農業を中心に、大規模な農業法人の規模拡大が進行する一方で、小規模な兼業農家や高齢農家

などの家族農業が営農を継続しており、地域農業が支えられています。本県農業の持続可能性を高めるためには、

経営規模の拡大や法人化、労働力の確保など農業経営体の経営発展を図るとともに、新規就農者の確保・育成・

定着を進める必要があります。また、農業を牽引する担い手が不足している地域では、小規模な兼業農家や高齢

農家などの家族農業をはじめ、多様な担い手の参画により、営農の継続を図る必要があります。

■ �農業者の減少・高齢化の進行、農地面積の減少など、農業の生産基盤の脆弱化により、農業の持続性に対する

懸念が高まっています。安全で安心な食料を供給できるよう、効率的かつ安定的な農業経営の実現に向けて、担

い手への農地集積・集約化等による生産コストの削減や高収益作物への転換を促進するため、生産基盤の整備

を進める必要があります。

■ �地元の農業や農畜産物等には、食料としての価値のほか、人の心を豊かにするさまざまな価値があり、県民の皆

さんに提供されています。今後とも、こうした価値を見いだしながら、県民等への継続的な提供や県内外に向け

た発信を図るとともに、価値の評価や対価が生産者に還元される仕組みを構築する必要があります。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策６　農林水産業
主担当部局：農林水産部

■ 基本事業1 ： 　需要に応じた農産物の供給と研究開発

農産物を中心に食料の自給率の向上を図るため、スマート農業技術などの現地実装を進めながら、需要に応じた

米・麦・大豆などの生産体制の強化、加工・業務用野菜や柑橘、伊勢茶を中心に多様なニーズに対応できる園芸

等産地の育成に取り組みます。また、県産農産物について、県内外や国外の需要に即した販売促進を図ります。

さらに、生産を下支えする新たな品種や生産技術の研究開発に取り組みます。加えて、有機農業など環境に配慮

した農業の推進を図るとともに、稲・麦・大豆の優良種子の安定供給に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　需要に応じた畜産物の供給と研究開発

畜産経営体を核として、関係するさまざまな事業者が連携する効率的で効果的な生産体制の構築や生産コストの

削減、畜産物の高付加価値化に、スマート技術も活用しながら取り組みます。また、コロナ禍の収束も見据え、国

内外の需要に対応した県産畜産物の販売促進を図ります。さらに、需要に対応した畜産物の効率生産に向けた技

術開発に取り組みます。加えて、家畜伝染病に対し、農場における飼養衛生管理基準の遵守徹底など防疫体制の

強化等に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　農業の担い手の確保 ・ 育成

普及指導員が中心となり、担い手における、農地集積・集約化に向けた地域の合意形成を支援するとともに、法

人化や後継人材への円滑な事業承継、6次産業化、若者や女性など多様な労働力の確保を進めることで、農業経

営の発展を図り、収入の確保につなげます。また、就農希望者や独立自営就農者へのサポートに取り組むととも

に、農業法人における就農者の定着に向け、労働環境の整備を進めます。さらに、農業を牽引する担い手が不足

している地域においては、集落営農の組織化や広域化のほか、小規模な兼業農家や高齢農家などの家族農業の

継続、異業種からの農業参入など多様な担い手による営農体制の構築に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　強い農業のための基盤づくり

担い手への農地集積・集約化に向け、スマート農業に適したほ場の大区

画化や農業用水路のパイプライン化など生産基盤の整備と保全管理を計

画的に進めるとともに、農業振興地域制度や農地転用許可制度の適切な

運用により、優良農地の確保に取り組みます。

■ 基本事業5 ： 　農業等による県民等への価値提供

県産の高級農畜産物等については、三重のブランドとして、販売チャン

ネルの多様化を進めるなど、国内外への販売促進に取り組みます。また、

県内中心に販売促進を図る農畜産物等は、“地物一番”商品として、スーパー等と連携しながら、県民の皆さん

に浸透を図るとともに、直売所を核に地元農産物の生産・販売体制の充実に取り組むなど地産地消を推進します。

さらに、小中学生はもとより、多様な世代に対し、食育に取り組むとともに、県産農畜産物等にまつわる食文化

や歴史・文化の継承に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

農業産出等額
1,153億円

（2年）
1,198億円

（7年）
農産物および加工農産物の生産額の合計（経営所得安
定対策による交付金等を含む）

認定農業者のうち、年間所得が
500万円以上の経営体の割合

30.2%
（3年度）

42％
（8年度）

認定農業者のうち、年間所得が他産業従事者の平均所
得以上を確保している経営体の割合

基盤整備を契機とした農地の担
い手への集積率

48.3%
（3年度）

65.7%
（8年度）

パイプライン化などの高度な生産基盤の整備を実施し
た地区における担い手への農地集積率

県産農畜産物の新たな取引件数
（累計）

26件
（3年度）

100件
（8年度）

販路拡大により、国内外の食の関連事業者に新たに採
用された県産農畜産物の件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

農作物の収穫作業の研修
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施策 6-2 林業の振興と森林づくり

公益的機能を重視した環境林においては、森林環境譲与税等を活用した公的な主体による適正な森林管理が

実行されています。また、持続的な木材生産のための生産林においては、カーボンニュートラルにつながる

「植え、育て、収穫し、また植える」という緑の循環のため、生産性向上や林業人材の確保・育成が進んで

います。さらに、県民の目にふれやすい公共施設の木造化を進めるとともに、住宅、身のまわりの生活用品

など、さまざまな場面において県産材の利用を進めるため、県民の皆さんが県産材の良さや木材利用の意義

を理解しています。

林業および森林づくりにおいて、森林資源の大半が利用期を迎える一方で、木材需要や林業従事者の減少に

より、適正な管理が行われない森林が増加することで、森林の有する公益的機能の低下が懸念されています。

施策の目標

■ �管理不足の森林が増加し、水源のかん養、国土の保全、地球温暖化防止など、森林の有する公益的機能が十分

に発揮できないだけでなく、地球環境の変化により、自然災害の発生リスクも高まっています。このため、これ

らの公益的機能を継続的に発揮させていくとともに、「災害に強い森林づくり」をより一層進める必要がありま

す。

■ �県内の森林資源の大半が本格的な利用期を迎えている一方で、木造を含む住宅の着工数は伸び悩んでいます。今

後は、豊富な森林資源を活用し、「植え、育て、収穫し、また植える」という緑の循環を実現していくとともに、

住宅等の建築物だけでなく、日常生活や事業活動の幅広い場面で県産材の利用を促進していくことが必要です。

また、ウッドショックと呼ばれる世界的な木材不足をチャンスととらえ、林業生産性の向上、林業人材の確保・

育成などによる木材供給体制の強化を促進していくことが必要です。

■ �SDGsやカーボンニュートラルへの貢献など、森林・林業への関心が高まる一方で、林業従事者はピーク時の約

4分の1にまで減少しています。こうした中、森林・林業の振興や地域の活性化につなげるため、社会状況の変

化やニーズに対応し、新たな視点や多様な経営感覚を備えた、次代を担う林業人材を確保・育成していく必要

があります。

■ �森林の恩恵は広く県民の皆さん誰もが享受しています。このため、森林は県民共有の財産であるとの認識のもと、

森林づくりや木づかいを通じて、県民全体で森林を支える社会づくりを進めていくことが必要です。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策６　農林水産業
主担当部局：農林水産部

■ 基本事業1 ： 　森林の適正な管理と公益的な機能の発揮

森林の有する公益的機能を十分かつ継続的に発揮させていくため、詳細な森林資源情報の把握と活用に努めると

ともに、市町と連携して森林ゾーニングに応じた適切な森林整備を進めます。また、頻発する台風や集中豪雨等

から県民の命と暮らしを守るため、災害緩衝林の整備や流域の防災機能強化を図る森林整備を推進します。

■ 基本事業2 ： 　「緑の循環」 の推進と県産材の利用の促進

緑の循環の実現に向けて、ICT等のスマート技術を活用して森林施業の効率化を図るとともに、効率的な林業生

産活動のための林道等生産基盤の整備や研究開発、需要者ニーズに対応できる木材加工流通施設の整備支援を

進め、林業・木材産業の競争力強化を図ります。また、住宅や公共建築物等の建築用途、身のまわりの生活用品

など、さまざまな場面における県産材の利用の促進に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　林業 ・ 木材産業を担う人材の育成

みえ森林・林業アカデミーを中心に、適正な森林管理や林業・木材産業の競争力強化に資する高いスキルを持っ

た人材を育成するとともに、新規就業者の確保に取り組みます。また、地域の森林経営を担う、意欲や能力の高

い林業事業体の育成を進めます。

■ 基本事業4 ： 　みんなで支える森林づくりの推進

森林や木づかいに関するさまざまなイベントの開催等を通じて、

森林の現状や課題を県民の皆さんに認識していただくとともに、

県民の皆さんが積極的に森林づくり活動に関わることができる環

境整備を進めます。また、「みえ森林教育ビジョン」に基づき、森

林教育の裾野の拡大や子どもから大人まで一貫した教育体系の構

築に取り組み、森林づくりや木づかいを支える人材を育成します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

公益的機能増進森林整備面積
（累計）

5,258ha
（3年度）

22,540ha
（8年度）

森林の公益的機能を高めることを目的として、県や市
町など公的な主体が実施した間伐等の面積

県産材素材生産量
398千㎥
（3年度）

424千㎥
（8年度）

県内で生産される木材の供給量

公共施設の木造化率 ―
100％

（8年度）

県が整備する低層の公共建築物（危険物貯蔵など施設
の目的、機能等から木造化が困難な施設は除く）の木
造化率

木づかい宣言事業者数（累計）
30者

（3年度）
64者

（8年度）
三重県木づかい宣言事業者登録制度に基づき登録を
行う事業者の数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

みえ森林・林業アカデミー新校舎 （イメージ図）
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施策 6-3 水産業の振興

県産水産物の安定供給につなげるため、気候変動に対応した養殖品種の改良や管理技術の開発、科学的知見

に基づいた水産資源の適切な管理、新規就業者の定着が進んでいます。また、漁村の活力が高まり、持続的

な水産業が行われるよう、漁港施設の耐震・耐津波対策をはじめとする生産基盤の整備が進んでいます。加

えて、県産水産物について、消費者に魅力が発信されるよう、国内外における取扱い先が拡大しています。

漁業従事者の減少や高齢化に加え、気候変動による海洋環境の変化や水産資源の低迷など、厳しい状況が続

いていることから、水産物の供給量の減少が懸念されています。

施策の目標

■ �気候変動による海洋環境の変化や水産資源の低迷など厳しい漁業情勢が続いています。こうした中、環境変化

を十分に把握し、養殖業におけるへい死等の生産性の低下を防ぐとともに、豊かな海の再生に向けた取組の推進、

資源状況に見合った水産資源の持続的利用に努めていく必要があります。

■ �漁業従事者の高齢化や減少に加え、新型コロナウイルス感染症の影響により水産業の活力が低下しています。今

後も、多様な担い手の確保・育成と水産業者の経営力の強化を図り、次の世代に継承できる魅力ある水産業・漁

村を確立していく必要があります。

■ �南海トラフ地震や頻発・激甚化する自然災害等への対応が求められています。このため、漁村地域の防災・減

災対策や生産を支える水産基盤整備等により、活力ある漁村づくりを推進していく必要があります。

■ �食の需要や物流方式の多様化など社会情勢がめまぐるしく変化しています。こうした情勢に対応するため、魅力

ある本県水産物の競争力を強化し、販売力を高める必要があります。

現状と課題

魚の水揚げ作業の研修
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みえ元気プラン

政策６　農林水産業
主担当部局：農林水産部

■ 基本事業1 ： 　水産資源の維持 ・ 増大と競争力のある養殖業の構築

海洋環境のモニタリングやAI・ICTを活用した養殖生産管理、漁獲情報のデジタル化など、スマート技術の研究

開発と現場実装を進めていきます。また、気候変動に対応した品種改良や新たな品種に適した養殖技術の開発を

進めるとともに、伊勢湾における漁場生産力向上対策の推進、科学的知見に基づく資源評価をふまえた新たな資

源管理や効果的な栽培漁業の推進、地元漁業者と連携した密漁防止対策等に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　多様な担い手の確保 ・ 育成と経営力の強化

普及指導員が中心となり、都市部の若者等を本県漁業に呼び込む仕組みや漁師塾の支援により新規就業者の定

着を図るとともに、漁業経営体の協業化・法人化による経営基盤の強化、高齢者や女性など多様な担い手による

新たな就労の創出、AI・ICTを活用した作業の効率化・省力化による働き方改革に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築

漁業の生産基盤となる漁港施設および漁港海岸保全施設の地震・津波・高潮対策や長寿命化、高度衛生管理型

市場の形成、水産生物の生育場となる藻場・干潟の造成、水産多面的機能発揮の活動支援等に取り組みます。ま

た、内水面域の活性化を図るため、内水面資源の保全・活用に向けた取組を支援します。

■ 基本事業4 ： 　豊かな県産水産物の魅力発信と販路拡大

伝統ある海女漁業や本県発祥の真珠養殖の魅力発信に取り組むとともに、県産水産物のブランド化等による高付

加価値化、大都市圏の市場関係者と連携した物流ネットワークの形成、輸出促進等の県産水産物の販路拡大に取

り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

海面養殖業産出額
14,860
百万円

（2年）

21,558
百万円
（7年）

本県の海面で養殖された魚類、貝類、藻類等の産出額

資源評価対象魚種の漁獲量
2,596t
（2年）

3,026t
（7年）

資源評価に基づき適切な管理を行う20魚種の漁獲量

新規漁業就業者数
40人

（3年度）
56人

（8年度）
45歳未満の新規漁業就業者数

耐震・耐津波対策を実施した拠
点漁港の施設整備延長（累計）

620m
（3年度）

870m
（8年度）

県管理の生産・流通拠点漁港における耐震・耐津波対
策を実施した施設の整備延長

新たな水産物の輸出取引件数
（累計）

20件
（3年度）

35件
（8年度）

県農林水産物・食品輸出促進協議会水産部会員によ
る新たな輸出取引件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 6-4 農山漁村の振興

多くの人が住みたい、住み続けたい、あるいは訪れたいと感じる心豊かで安心できる、持続性のある農山漁

村づくりを進めるため、農山漁村の有する地域資源の保全・活用により、多様な雇用機会と所得が確保され

るとともに、安心して暮らせる生活環境の整備が進んでいます。

農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下により、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、

良好な景観の保全、文化の伝承といった農山漁村の持つ多面的機能の発揮に支障が生じています。

施策の目標

■ �農山漁村は自然、景観、食文化等、多彩な地域資源を有していますが、人口減少・高齢化の進行や人材不足等

からその魅力を十分に生かしきれていません。このため、農山漁村の魅力的な地域資源を発掘し、磨き上げた上

で、観光など他分野との連携による取組を推進するとともに、農山漁村地域と若者との関係性を深めるなど、地

域の担い手を拡大し、農山漁村の活性化に取り組む必要があります。

■ �農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下により、農山漁村の持つ国土の保全、水源のかん養、自然

環境の保全、良好な景観の保全、文化の伝承といった多面的機能の発揮に支障が生じています。大切な財産で

ある三重の農山漁村の多面的機能を維持・発揮させるためには、地域内外のさまざまな主体の参画・協働による

農地・水路・農道など地域資源の保全管理などにより、農業を継続していくことが必要です。

■ �集中豪雨等の自然災害が一層頻発化・激甚化する中、農業用ため池における堤体の決壊や排水機場の機能低下

等により、農村地域に被害を及ぼすおそれがあります。持続可能な農村における安全で安心な暮らしを守るため

には、ハード・ソフトの両面から防災・減災対策を進めることが必要です。また、中山間地域等では、近年、田

園回帰が高まっている一方で人口流出が進行していることをふまえ、農村に人が安心して住み続けられるよう生

活環境を整備することが必要です。

■ �野生鳥獣による農林水産業被害は、直接的な生産量の減少のみならず、生産意欲の低下など、地域全体の活力

にも影響を及ぼしています。集落ぐるみの獣害対策が行われており、野生鳥獣による農林水産業被害は着実に

減少しています。一方で、依然として被害軽減が実感されていない集落があることに加え、列車等との衝突や人

への危害など生活被害も発生していることから、関係者との連携を含め、さらなる獣害対策の推進が必要です。

現状と課題

地域の農業者を中心とした水路の清掃活動
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政策６　農林水産業
主担当部局：農林水産部

■ 基本事業1 ： 　人や産業が元気な農山漁村づくり

農山漁村地域における関係人口の創出・拡大や所得と雇用機会の確保を図るため、観光関連事業者などさまざま

な主体と連携し、農山漁村の地域資源を活用したビジネス創出の取組等を加速します。また、多様な人材の農山

漁村地域での活躍の場の創出と豊かな自然等の地域資源を活用した新たな取組を進めます。

■ 基本事業2 ： 　農山漁村の有する多面的機能の維持 ・ 発揮

農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農山漁村における農地・水路・農道等の地域資源の保全

や景観形成などに向けた共同活動や、中山間地域等における持続的な農業生産活動、環境保全効果の高い営農

活動を支援します。

■ 基本事業3 ： 　安全 ・ 安心な農村づくり

農村の安全・安心を確保するため、農業用ため池、排水機場等の豪雨・耐震化対策および長寿命化のハード対

策と併せて、管理体制の強化等のソフト対策を計画的に進めることで、防災・減災対策をより一層推進し、地域

防災力の向上に取り組みます。また、中山間地域等に安心して住み続けられるよう生活インフラの整備を推進し、

農村生活の利便性や快適性の向上に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　獣害対策の推進

野生鳥獣による農林水産業被害および生活被害のさらなる減少に向けて、侵入防止柵の整備等を進める「被害対

策」、生息調査や捕獲を進める「生息管理」およびこれらの取組を強化するための基盤となる集落ぐるみの「体

制づくり」に取り組みます。また、捕獲した野生獣を有効に生かす獣肉等の利活用に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

農山漁村における所得・雇用機
会の確保につながる新たな取組
数（累計）

40取組
（3年度）

125取組
（8年度）

農山漁村地域における多彩な地域資源を生かした農林
漁業体験民宿や農家レストラン、直売施設の立ち上げ
等、所得・雇用機会の確保につながる新たな取組数

ため池および排水機場の整備に
より被害が未然に防止される面
積

3,996ha
（3年度）

5,775ha
（8年度）

豪雨・耐震化対策および長寿命化の緊急性が高い農業
用ため池および排水機場の整備が進められることによ
る被害が未然に防止される面積

野生鳥獣による農林水産業被害
金額

316百万円
（2年度）

284百万円
（7年度）

ニホンジカ、イノシシ、ニホンザルによる農林水産業
の被害金額

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 7-1 中小企業・小規模企業の振興

中小企業・小規模企業の事業継続や雇用確保など経営基盤を強化するため、経営課題の解決に向けた道筋と

なる計画に基づき、生産性の向上や販路開拓、業態転換等をはじめ、事業承継や創業など新陳代謝を促す取

組が進んでいます。

人口減少による国内市場の縮小やコロナ禍がもたらした生活様式の変化等により、企業のビジネスにも変化

が求められています。

また、中小企業・小規模企業において経営者の高齢化が進み、担い手の確保が難しくなる中、後継者不足や

労働力不足による廃業の増加が懸念されます。

施策の目標

■ �中小企業・小規模企業は県内企業の99.8％を占め、地域経済を支える役割を担っています。こうした認識のも

と、「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基づく取組を進めることで、コロナ禍による生活様式の変化や

サプライチェーンの再構築など経営環境が大きく変化する中、自社のビジネスモデルの見直しに迫られている中

小企業・小規模企業に対して、アフターコロナを見据えた生産性向上や業態転換、新たな市場開拓等に向けた

支援が急務となっています。

■ �コロナ禍の長期化の影響を受けた中小企業・小規模企業においては、事業継続に向けた手厚い資金繰り支援が

必要です。また、人口減少が進行する中、地域の活力を維持し、地域課題の解決や雇用の増大を図るため、ス

タートアップなど新たな事業の担い手や第二創業経営者等の事業成長に向けた支援が必要です。

■ �団塊世代の経営者の引退が多く想定される中、県内企業の35.8%で後継者が不在であると考えられています。地

域経済を支える中小企業・小規模企業が、後継者がいないことを理由に廃業する事態を食い止めるため、関係

機関が一丸となった事業承継の支援が必要です。

現状と課題

販路開拓に向けた技術展示商談会の開催
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政策7　産業振興
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　中小企業 ・ 小規模企業の経営支援

中小企業・小規模企業が継続的に発展できるよう、DX等による生産性向上をはじめ、業態転換など経営力向上

に向けた取組に対して、商工団体と連携し、伴走型の支援を行います。また、中小企業等と川下企業との出会い

の場を創出し、販路開拓や新製品開発、技術力の高度化等の支援に取り組みます。さらに、感染防止対策と経済

活動の両立を図るための飲食店等の施設認証や、今後も起こり得る災害に備えた事業継続計画（BCP）策定を

推進します。

■ 基本事業2 ： 　資金調達の円滑化

中小企業・小規模企業の事業継続に支障が生じないよう、手厚い資金繰り支援を行うとともに、事業者が感染症

の影響やDX・脱炭素化等の新たな経営課題を克服し、再成長に向けて取り組む設備投資に対して資金面から支

援を行います。また、県内産業を活性化する新たな事業を創出・育成するため、次代を担う起業家や第二創業経

営者がスタートアップ等に必要となる資金の調達を支援します。

■ 基本事業3 ： 　事業承継の円滑化

中小企業・小規模企業における後継者がいないことによる廃業を食い止めるため、事業承継診断や事業承継計画

の作成、事業承継支援資金の供給など事業者の段階に応じた支援を行うとともに、親族内承継をはじめ、従業員

承継、社外への引き継ぎ（第三者承継）など事業者の経営形態にとって適切な事業引き継ぎが行われるよう、関

係機関と連携して支援します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

三重県版経営向上計画や経営革
新計画の認定を受けた件数（累
計）

6,726件 9,600件
商工団体等の支援により、三重県版経営向上計画や経
営革新計画の認定を受けた件数

県内中小企業・小規模企業にお
ける事業継続計画（BCP）等の
策定件数（累計）

1,495件 5,000件
中小企業強靱化法に基づく事業継続力強化計画およ
び三重県版経営向上計画（「事業継続」を経営課題と
して策定した計画）の策定件数

県中小企業融資制度における創
業関連資金および設備資金の利
用件数（累計）

― 2,500件
創業・再挑戦アシスト資金およびその他の政策目的資
金における設備資金の利用件数

事業承継診断件数（累計） 14,254件 28,500件
三重県事業承継ネットワークの支援により県内企業が
事業承継診断を実施した件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 7-2 ものづくり産業の振興

社会経済情勢の変化に的確に対応し、競争力や事業継続力を維持するため、自動車関連産業、電子部品・電

気機械産業、航空宇宙産業をはじめとするものづくり企業における新たな製品開発や事業化が進んでいます。

また、2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、革新的なエネルギー高度利用技術の促進が図られて

いるとともに、新エネルギーの導入促進や、環境に配慮した効果的なエネルギー利用が進んでいます。

ものづくり企業をはじめ、県内企業が脱炭素化といった社会経済情勢の変化に的確に対応していくため、国

際競争力や事業継続力の強化に加え、成長産業の育成、デジタル技術の活用など、企業変革力を高めていく

ことが求められています。また、三重県の地域特性を生かした新エネルギーについて、環境や住民生活に十

分配慮しながら導入促進を図る必要があります。

施策の目標

■ �サプライチェーン全体での脱炭素に寄与する取組を実施することが強く求められています。特に、本県の基幹産

業である自動車関連産業においては、電気自動車をはじめ次世代自動車分野の成長により、部品の種類の変化、

部品点数の減少、サプライチェーンの変化をはじめ、産業構造の変化に的確に対応していくことが求められてい

ます。また、脱炭素社会の実現をめざす上で必要とされる新たな成長産業を育成し、雇用の創出を図るとともに、

地域経済の持続的な成長につなげていく必要があります。

■ �自動車関連産業、電子部品・電気機械産業、航空宇宙産業をはじめとする本県ものづくり産業が、社会経済情

勢の変化に的確に対応し、事業継続力や競争力の強化を図っていくために、県内ものづくり企業の技術開発の促

進や、産学官連携等の推進、知的財産の活用等の取組を進める必要があります。

■ �四日市コンビナートは、汎用的な化学製品から高機能素材等に至る様々な製品の供給を通じて、戦後の我が国経

済の発展と地域の雇用を支えてきましたが、脱炭素社会の実現に向けて、事業構造の変革など抜本的な対応が

求められています。このため、コンビナート全体の視点に立ち、四日市市や地域企業等と方向性を合わせた取組

を推進していく必要があります。

■ �「三重県新エネルギービジョン」に基づき、エネルギーの地産地消、環境・エネルギー関連産業の振興、エネル

ギー関連技術を生かした地域づくり、省エネの推進に取り組んでいます。

■ �三重県の地域特性を生かした太陽光発電や風力発電などの新エネルギーについて、環境や住民生活に十分配慮

し、地域との共生が図られながら、導入促進を図る必要があります。併せて、IoT・AIの活用等により、さらな

る効率的なエネルギー利用の推進とともに、需要に対応したエネルギーの安定供給が求められます。

■ �ヘルスケア産業においては、少子高齢化の進展や新しい生活様式への適応等による新たな需要への対応が求め

られており、関連企業は変革を迫られています。こうした中、ものづくり県である本県内に立地する企業が持つ

技術・ノウハウを生かしながら、医療・介護だけでなく予防や健康づくりも含めた新たな製品・サービス・技術

の創出に向けた企業の取組を支援し、ヘルスケア産業の振興をめざすライフイノベーションの取組を推進する必

要があります。

現状と課題
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政策７　産業振興
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　成長産業育成 ・ 業態転換の促進

脱炭素社会の実現に向けて、より効率的・効果的にCO2排出量を削減していくとともに、生産性向上により事業

継続力や競争力を高めていく必要があります。このため、本県ものづくり企業が、電化への対応、新たな領域へ

の挑戦、業態転換、事業再構築、多角化、デジタル化の推進等に前向きに取り組めるよう、本県の優位性・強み

を生かしながら、積極的に支援を行い、新たな産業や雇用の創出につなげていきます。

■ 基本事業2 ： 　経営基盤の強化 ・ 人材育成の推進

自動車関連産業、電子部品・電気機械産業、航空宇宙産業をはじめ

とする本県ものづくり産業が、社会経済情勢の変化に的確に対応し、

事業継続力と競争力を高めるとともに、他分野・新業種への展開を

していくことが求められています。また、陶磁器をはじめとする伝

統的なものづくり産業においても、工法・製法を守りつつ、加工技

術や新製品の開発を進め、新たな事業展開を図る必要があります。

このため、工業研究所が行ってきたきめ細かな技術支援に加え、共

同研究等の産学官連携の推進や、知的財産の取得・利活用等の支援

を行い、県内企業の新製品開発、技術的課題の解決、技術力の向上、技術人材の育成等を進めていきます。

■ 基本事業3 ： 　四日市コンビナートの競争力強化

新エネルギーの利活用、脱炭素社会に貢献する素材供給等、新たな産業の創出、石油精製から樹脂製品を製造

する設備や供給網が整備されたコンビナートの特性を生かしたカーボンリサイクルやサーキュラーエコノミー（循

環経済）の推進について、四日市市やコンビナート企業等と連携しながら、研究開発成果の活用・事業化など四

日市コンビナートの競争力強化に向けた取組を進めていきます。

■ 基本事業4 ： 　新エネルギーの導入促進

地方から安全で安心なエネルギーの確保に貢献するため、地域との共生が図られるよう、新エネルギーの導入を

促進していきます。また、地域課題の解決に向けた新エネルギーの活用によるまちづくりや、環境・エネルギー

関連産業の育成と集積を図るため、エネルギー関連技術の研究開発を支援します。加えて、県民の皆さんや事業

者に対してエネルギーに関する啓発等を行います。

■ 基本事業5 ： 　ライフイノベーションの推進

産学官民連携を推進し、企業・研究機関等のヘルスケア分野への参入促進や医療機関・福祉施設等における実

証等をとおして、ものづくり技術・ICT等を活用した製品・サービス・技術の研究開発、市場開拓等を支援する

ことにより、ヘルスケア産業の振興に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県内ものづくり企業の新たな製
品開発や事業化等につながった
件数（累計）

11件 66件
県内ものづくり企業が県の技術支援や共同研究等を通
じて、新たな製品開発や事業化等につながった件数

四日市コンビナートの競争力強
化に向けて産学官が連携して取
り組んだ件数（累計）

4件 8件
四日市コンビナートの競争力強化に向けて創出される、
産学官連携の枠組みの数

新エネルギーの導入量（累計）
76.4万世帯

（2年）
※79.2万世帯

（7年）
県内に導入された新エネルギーによって家庭で消費さ
れるエネルギーを賄ったと仮定した場合の世帯数

※記載の数値は現行の新エネルギービジョンにおける数値であり、改定後（令和4（2022）年度末）に数値を変更します。

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

自動車工場
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施策 7-3 企業誘致の推進と県内再投資の促進

付加価値の高い製品・サービスを提供する成長性のある企業が多様に集積する、脱炭素社会に対応した強靱

で高度な産業構造への転換を進め、豊かな暮らしにつながる魅力ある雇用の場を数多く創出するため、産業

用地の確保や規制合理化など活発な事業活動を支える操業環境の整備と、国内外の企業による県内への継続

的な投資を促進します。

四日市港においては、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や背後圏産業の発展を支えるため、港湾地域の

面的・効率的な脱炭素化に向けた取組を促進します。

環境の変化に対応した強靱な産業構造を構築し、多くの魅力ある職場を創出するため、産業用地の確保に努

め、国内外の企業による県内への投資を促進する必要があります。

また、四日市港においては、カーボンニュートラルポート形成に向けた環境整備や、港湾地域の面的・効率

的な脱炭素化への対応が求められています。

施策の目標

■ �脱炭素化に向けた産業構造の転換や、IoT、AI等のICTの急速な技術革新によるDXの進展、感染症対策や経

済安全保障の観点からのサプライチェーンの見直しなど、企業を取り巻く環境は大きく変動しています。また、

少子高齢化の加速や若者の流出による生産年齢人口の減少への対応も課題となっています。

■ �こうした中、県内産業が持続的に発展していくためには、技術的・社会的な変化を先取りする既存産業の変革と

新たな産業の創出が求められており、地域の特性をふまえつつ、産業の高度化・強靱化に向けた県内投資を促

進していく必要があります。

■ �道路網の整備効果等により、北勢地域を中心に県内への企業立地ニーズは高いものの、既存工業団地等の分譲

可能用地が減少し、将来的にも用地不足による誘致機会の逸失が懸念されることから、新たな産業用地の確保

が喫緊の課題となっています。また、国内外の地域間における比較・競合が厳しくなる中、操業環境の優位性を

保つため、ソフト面での支援の重要性も高まっています。

■ �四日市港においては、コンテナ貨物量の増加やコンテナ船の大型化、サプライチェーンの強靱化等に加え、カー

ボンニュートラルポートへの対応が求められ、背後圏産業のニーズを把握し、地域の産業競争力の維持・強化や、

脱炭素社会の実現に向けた取組を推進する必要があります。併せて、物流の中心が霞ヶ浦地区へシフトしており、

新しい四日市地区の利活用が求められています。

現状と課題
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政策７　産業振興
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　付加価値創出に向けた企業誘致

企業投資促進制度の活用やワンストップサービスの提供などにより、グリーン・デジタル関連、食関連など成長

産業分野への投資や、マザー工場化、スマート工場化、研究開発施設など高付加価値化や生産性の向上につな

がる投資を促進します。また、特に高い付加価値を有する宿泊施設などを含むサービス産業や県南部地域におけ

る地域資源を活用した産業、中小企業・小規模企業の高付加価値化につながる投資を促進します。さらに、本社

機能の移転・強化や外資系企業の誘致等にも、国の施策等と連携しながら積極的に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　操業しやすい環境づくり

産業用地の確保に向けて、新たな候補地を開拓するための適地調査を行い、市町や民間事業者に情報を提供する

ことにより、新たな産業用地の整備を促進するとともに、計画中の産業用地開発に係る手続き円滑化や工場跡地

等の未利用地の情報収集などに取り組みます。また、操業に関する規制の合理化や法手続きの迅速化など操業環

境の向上を図ることにより、県内での企業の新たな事業展開を支援します。

■ 基本事業3 ： 　四日市港の機能充実と活用

四日市港が背後圏産業の競争力の維持・強化に物流面から貢献できるよう、コンテナ船用の耐震強化岸壁（W81）

の整備をはじめとした港湾施設等の機能強化や、カーボンニュートラルポートへの対応など脱炭素化に向けた取

組が達成できるよう支援します。また、新たな四日市地区の利活用については、港の資源を活用した賑わいづく

りの取組を促進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

企業による設備投資額（累計） ― 2,900億円
雇用の場創出に向け県が関与した企業による県内への
設備投資（マザー工場化、スマート工場化、研究開発
施設を含む）の額

企業による設備投資件数（累計） ― 150件
雇用の場創出に向け県が関与した企業による県内への
設備投資（マザー工場化、スマート工場化、研究開発
施設を含む）の件数

操業環境の改善に向けた取組件
数（累計）

― 35件
規制の合理化など企業のニーズに応じた操業環境の改
善に向けた取組件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 7-4 国際展開の推進

県内の中小企業・小規模企業の輸出拡大や海外の生産拠点の設置が進むとともに、海外での展示会・商談会

への積極的な参加や、越境EC（電子商取引）の活用に向けた取組が進んでいます。また、県が行う国際交

流によって相手国・地域との関係を維持・強化するとともに、国際的な視野を持ち地域で活躍できる人材育

成が進んでいます。

海外市場を獲得できていない県内の中小企業・小規模企業においては、国内市場の縮小により事業規模の維

持が困難になる企業の増加が懸念されます。また、大都市圏に比べて海外展開する企業や国際交流の機会が

少ない県内では、国際的な視野を広げたい県内の若者が県外へ流出するなど定着せず、県内企業の国際展開

や地域の国際化に資する人材が不足するおそれがあります。

施策の目標

■ �人口減少の進展に伴い国内市場の縮小が懸念される反面、海外市場の規模は拡大が予測されていることから、企

業の国際展開は喫緊の課題となっています。

■ �一方で、ウクライナ危機によって国際ビジネス環境は不透明な状況となっており、県内企業への影響が懸念され

ます。

■ �グローバル化の進展に伴い、人・モノ・カネ・情報等がますますボーダレスに行き来する時代が到来しています。

県内企業の国際展開や地域の国際化に資するため、三重県の未来を担う若者を、国際的な視野を持ち、地域で

活躍するグローカル人材として育成する必要があるものの、県民の海外渡航者数や10万人あたりの県内留学生

数が全国平均を下回っており、また、大都市圏に比べて国際交流の機会が限られた状況にあります。

■ �環境面をはじめ地球規模での問題が数多く発生し、SDGsといった課題に向けた取組に対する機運が高まってい

る中、相手国・地域とさまざまな課題を共有し、国際協力に取り組むことで、双方の発展に寄与することが求め

られています。

現状と課題

パラオ農業交流
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政策７　産業振興
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　中小企業の海外ビジネス展開の促進

日本貿易振興機構（ジェトロ）や金融機関など関係機関と連携し、県内中小企業・小規模企業の海外ビジネス展

開を促進します。そのため、海外政府機関や自治体等とのネットワークを広げるとともに、知事トップセールス

を含む海外ミッションにより、県産品や観光資源のPRに取り組みます。また、海外企業との商談会や展示会、越

境EC（電子商取引）等への県内中小企業・小規模企業の参加を促進します。加えて、海外企業と商取引する際

のコミュニケーションや、外国人目線での商品プロモーションなど県内中小企業・小規模企業が抱える海外ビジ

ネスの課題解決に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　国際交流の推進

友好・姉妹提携先であるブラジル・サンパウロ州、中国・河南省、スペイン・バレンシア州、パラオ共和国や、

太平洋島しょ国をはじめとする三重県とつながりのある外国政府、各国大使館、外務省、国際的な活動を行う団

体等とのさまざまな分野での交流や国際協力を通じて、相手国・地域との関係強化につなげます。また、県が有

する国際的なネットワークを通じた交流の機会を活用し、高校生や大学生を対象とした連続講座の開催やオンラ

イン交流等を実施することにより、グローカル人材の育成を進めます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県が国際展開の支援・関与を
行った県内中小企業数（累計）

― 100社
本県の施策を通じて、国際展開に取り組んだ県内中小
企業・小規模企業の数

国際的な視野を持つ若者の育成
に取り組んだ件数（累計）

― 75件
本県がこれまで構築してきた国際的なネットワーク等
を活用して、国際的な視野を持つ若者の育成に取り組
んだ件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 8-1 若者の就労支援・県内定着促進

地域が一体となって若者の人材確保や育成に取り組む機運が醸成され、就職支援協定締結大学と連携した県

内企業への情報発信やインターンシップ、就職説明会の開催など、若者に対して企業の情報発信や魅力を感

じる機会の提供が進むことで、県内で働きたいという意欲のある若者が増加し、県内企業への就労、定着に

つながっています。

また、中小企業の生産性向上や競争力強化を図るため、産業・就業構造の変化やデジタル化の進展に対応し、

企業や地域のニーズに合ったスキルを身につけた若年人材が育成・確保されています。

進学や就職を契機に若者の転出超過が続いており、県内中小企業・小規模企業では労働力不足が懸念されて

います。

また、デジタル化の進展や産業構造の変化が加速している中、労働市場のニーズに対応したスキルを身に着

けた人材が不足し、中小企業の生産性向上や競争力強化に支障が生じるおそれがあります。

施策の目標

■ �人口減少、少子高齢化が加速する中で、若者・子育て世代が転出超過の大部分を占めており、県内中小企業・

小規模企業では労働力不足が深刻化しています。本県の令和3年における転出超過数3,480人の約9割が15歳

～29歳の若者であり、特に、女性については、仕事と育児の両立を支援する企業等の支援制度や職場環境の整

備が進んでいる都市部に流出する傾向があります。また、県内の高等学校を卒業した大学進学者が県内大学へ

入学した割合は約2割にとどまり、県内高等教育機関の卒業生が県内企業に就職した割合も5割に満たない状況

で、就職支援協定締結大学の三重県出身卒業生の県内への就職率も3割程度となっています。

■ �県内企業での就職などを希望する県外大学の学生に対し、県内企業の情報が十分に伝わっていない状況である

ため、地域で働く魅力などの情報発信等について商工団体など地域の各主体が一体となって取り組むなど、地

域を挙げた採用活動や人材育成の取組を支援する必要があります。

■ �労働力不足を解消するためには、新規学卒者に加え、離職者、転職希望者等の幅広い人材が県内企業へ就職・

定着するとともに、無業者などの潜在的な労働力を活かしていく取組が重要です。また、IoTやロボット技術な

ど成長・基幹産業に対応する人材や、生産性向上・競争力の強化等を図る企業ニーズに対応する人材を育成す

るため、若者の職業能力の開発に取り組む必要があります。

■ �令和8（2026）年度には、18歳人口の減少に伴い、県内の高等学校を卒業した大学進学者数は、令和3（2021）

年度の7,864人より500人程度減少し、それに伴い県内大学への進学者数も減少すると見込まれ、県内に定着

する若者がますます減少することが危惧されます。地域の活力を維持するため、県内で学び、働き、将来の地域

社会を担う学生の増加を図る必要があります。

現状と課題
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政策８　人材の育成・確保
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　若者等の就労支援

若者の安定した就労・県内定着に向け、その支援拠点である「おしごと広場みえ」を中心として、総合的な就労

支援サービスを提供するとともに、就職支援協定締結大学や経済団体等と連携した県内企業の情報発信や、県内

企業へのインターンシップ、合同企業説明会の開催などにより、U・Iターン就職を促進します。また、若者の就

労意向や男女による就職決定の意識の違いをふまえ、誰もが安心して働ける職場環境づくりに取り組む県内企業

の情報発信を行うなど、きめ細かな就労支援を行います。さらに、県内高校生の保護者に対してアプローチする

など、大学進学後の情報提供にも取り組みます。加えて、県内外の学生やU・Iターン就職を検討している求職

者等を対象として、インターンシップに参加した若者や県内企業等のSNSなどオンライン上のコミュニティ等を

活用しながら、県内企業の情報や地域で働く魅力を発信するとともに、地域を挙げた採用活動や人材育成の推進

に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　人材の育成 ・ 確保支援

若者をはじめとした多様な人材の育成・確保、さらには企業が行う生産性向上や新たな事業展開に資する人材の

確保などを支援し、地域の産業政策と一体となった雇用機会の創出、拡大に取り組みます。また、津高等技術学

校において、成長が見込まれるIT分野や求人ニーズが高いものづくり分野への就労を目指したコースなど、職業

訓練として地域産業の担い手となる人材を育成するとともに、技能検定等の円滑な実施や、民間の職業能力開発

校への支援を行うことにより、企業や労働者のスキル・キャリアアップの機会を確保します。加えて、産業構造

の変化に伴い必要とされる労働者の能力開発への支援について検討を進めます。

■ 基本事業3 ： 　高等教育機関との連携等による若者の県内定着の促進

奨学金を借り受けている大学生等が卒業後に「過疎地域などの指定地域への居住等」または「県内での居住お

よび県内産業への就業」を行った場合、奨学金返還額の一部を助成するほか、高等教育機関と連携しながら若者

の県内定着を促進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県内外の高等教育機関卒業生が
県内に就職した割合

43.5%
（2年）

50.0％
県内高等教育機関の新卒就職者および県外の就職支
援協定締結大学の新卒就職者（三重県出身者に限る）
のうち、県内企業等へ就職した人の割合

「おしごと広場みえ」新規登録者
で就職した人のうち、県内就職
した人の割合

62.6％ 66.6％
「おしごと広場みえ」に新規登録し、就労支援や情報
提供等のサービスを受け就職した人のうち、県内企業
等へ就職した人の割合

職業訓練を実施する津高等技術
学校への入校者数および受講者
数（年間）

516名 590名
職業能力向上のために施設内訓練や在職者訓練を実
施する津高等技術学校への入校者数および受講者数

（年間）

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 8-2 多様で柔軟な働き方の推進

働く意欲のある全ての人が、やりがいを持っていきいきと働くことができる社会にするため、県内企業にお

ける労働環境の整備や、テレワークなど多様で柔軟な勤務形態の導入が進んでいます。

女性や高齢者、外国人などの多様な人材が自らの適性や能力に応じた職業を選択できるよう、安心して就労

できる職場環境づくりが進むとともに、必要なスキルアップや労働相談などの支援が行き届いています。

障がい者と共に働くことが当たり前の社会の実現に向けて、障がい者雇用に対する企業や県民の理解が深ま

り、働く意欲のある障がい者が希望に応じて柔軟に働くことのできる職場環境づくりが進んでいます。

社会全体で働きやすい労働環境の整備や多様で柔軟な働き方を選択できる勤務形態の導入が求められていま

す。

また、女性や高齢者、外国人等においては、正規雇用など安定した雇用関係を構築できるよう、安心して働

き続けられる職場環境づくりが求められています。

さらに、障がい者においては、希望に応じて働くことのできるよう、企業や県民の理解促進および多様で柔

軟な働き方の推進に取り組む必要があります。

施策の目標

■ �働く意欲のある全ての人が、いきいきと働くことができるよう、社会全体で働きやすい労働環境の整備を促進す

るとともに、テレワークなど多様で柔軟な働き方が選択できる勤務形態の導入に取り組み、企業の人材確保・定

着支援や生産性向上につなげていく必要があります。

■ �女性や高齢者、外国人、就職氷河期世代など、多様な人材が能力を発揮することができるよう、地域の中で活

躍し安心して働き続けられる職場環境づくりに関係機関と連携して取り組むことが必要です。また、雇用のセー

フティネットとして、雇用に対する労働相談や離職者の早期就職に向けた職業訓練などを充実させることが必要

です。

■ �民間企業における障がい者の法定雇用率を達成できない企業が依然として多いことから、障がい者と共に働くこ

とが当たり前の社会の実現に向け、障がい者雇用の拡大と企業や県民の理解促進に取り組むとともに、働く意欲

のある全ての障がい者が自らの能力や適性を生かし、希望に応じて働くことのできるよう、多様で柔軟な働き方

を推進していく必要があります。

現状と課題

テレワーク実習
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政策８　人材の育成・確保
主担当部局：雇用経済部

■ 基本事業1 ： 　多様な働き方の推進

働く意欲のある全ての人が、やりがいや生きがいを持って自らの希望をかなえ、いきいきと働くことができる労

働環境の整備が進むよう、テレワークなどの多様で柔軟な働き方の導入や継続の支援などに取り組み、企業の人

材確保・定着支援や生産性の向上につなげていきます。

■ 基本事業2 ： 　多様な人材の就労支援

就労に対する支援が必要な女性や高齢者、外国人、就職氷河期世代などが自らの適性や能力を生かし希望する職

につけるよう、知識の習得やスキルアップ等を支援するため、セミナーや研修会を開催するとともに、就労に向

けてマッチングの場等を提供します。また、雇用のセーフティネットとして、離職者に対する職業訓練や労働者

等に対する労働相談窓口の設置など早期再就職や職場定着に向けた支援を行います。

■ 基本事業3 ： 　障がい者の雇用支援

障がい者雇用の拡大や、障がい者雇用に対する企業・県民の理解促進のため、関係機関と連携し、地域の企業

等における職業訓練の実施や、企業等を通じた障がい者からの聴き取りによる職場定着支援、ステップアップカ

フェなどの取組を行います。また、障がい者が自分に合った働き方を選択し、その適性に応じて能力を十分に発

揮することができるよう、テレワークや短時間就労など障がい者のニーズに応じた多様で柔軟な働き方について

県内企業への普及に努めます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

多様な就労形態を導入している
県内事業所の割合

86.1％ 92.1％
「三重県内労働条件等実態調査」における調査対象事
業所のうち、「多様な就労形態を導入している」と回答
した県内事業所の割合

就職支援セミナー等を受講した
求職者や企業の満足度

89.4% 94.4%

県が実施するセミナーや相談会に参加した求職者（女
性や高齢者、外国人、就職氷河期世代等）および企業
のうち、県の取組が就職活動や職場環境整備に役立っ
たとする割合

民間企業における障がい者の法
定雇用率達成企業の割合

56.9% 63.6%
毎年6月1日現在の県内民間企業（県内に本社がある
43.5人以上規模の企業）における障がい者の法定雇
用率達成企業の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 9-1 市町との連携による地域活性化

県内各地域が自立・持続可能で魅力と活力ある地域として発展できるよう、市町との連携により各地域の特

性に応じた資源の活用や地域課題の解決に向けた取組が進展し、地域活性化や定住促進、地域コミュニティ

づくりなど地域における活力の維持につながっています。

人口減少の進行や人びとのライフスタイル・価値観の多様化などに伴い、地域社会の担い手不足や地域活力

の低下など、さまざまな課題が顕在化してきており、過疎・離島・半島地域等をはじめとした地域における

活力の維持に取り組む必要があります。

施策の目標

■ �人口減少の進行や人びとのライフスタイル・価値観の多様化などに伴い、地域社会の担い手不足や地域活力の

低下など、さまざまな課題が顕在化しています。持続可能で元気あふれる地域社会を実現するため、県と市町

の連携を一層強化し、県民の皆さんと共に地域づくりに取り組んでいく必要があります。

■ �人口減少の進行に伴い、市町は、これからも持続可能な形で行政サービスを提供し続け、その水準をいかに維

持・向上していくかが課題となっています。このため、市町が基礎自治体として自主性、自立性を確保しつつ、

効率的かつ効果的な行財政運営を行えるよう、支援する必要があります。

■ �木曽岬干拓地、大仏山地域については、関係機関との連携のもと、それぞれの地域の状況に応じた利活用を図っ

ていく必要があります。また、宮川の流量回復の取組について、継続して調整・検討を行っていく必要がありま

す。

■ �過疎・離島・半島地域等においては、他地域に比べて急激な人口減少、高齢化が進行し、地域活力の維持が課

題となっています。令和3（2021）年度には、今後5年間における過疎地域の持続的発展を図るための方針で

ある「三重県過疎地域持続的発展方針」を策定しました。今後も人口減少と高齢化が加速する過疎・離島・半

島地域等が持続可能な地域社会を構築することができるよう、

市町と連携して地域活性化や定住促進などに取り組む必要が

あります。また、市町が導入する地域おこし協力隊の活動が

より充実したものとなり、将来的な定住・定着につながるよ

う、広域的なつながりづくりやスキルアップを目的とした研

修を実施するなどの支援が必要です。

現状と課題

知事と県民との円卓対話
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政策９　地域づくり
主担当部局：地域連携部

■ 基本事業1 ： 　市町との連携 ・ 協働による地域づくり

県と市町の連携を一層強化して、地域が抱えているさまざまな課題や、今後、社会の変化に伴って顕在化が予想

される新たな課題に対し、若者の地域づくりへの参画促進など、テーマを設定した上で解決に向けた取組を進め、

地域・市町の実情に応じた持続可能な地域づくりを推進します。また、市町が策定した地方版まち・ひと・しご

と創生総合戦略の推進を支援します。

■ 基本事業2 ： 　市町行財政運営の支援

市町が行政事務を適正かつ的確に処理するとともに、安定的な財政運営が行われ、地域の活性化につながるよう、

地方自治制度、地方公務員制度、地方財政制度の運用のみならず、公営企業の経営改革や公共施設等の適正管

理の推進等について、必要な支援を行います。

■ 基本事業3 ： 　木曽岬干拓地等の利活用の推進

地域の活性化につながるよう、関係機関と連携し、木曽岬干拓地、大仏山地域のそれぞれの利用計画などに基づ

き利活用を推進します。また、宮川の流量回復の取組については、宮川流域振興調整会議などを活用して取り組

みます。

■ 基本事業4 ： 　過疎地域等における地域づくり

過疎・離島・半島地域等において、魅力と活力ある地域づくりを推進するため、市町が行う住民の身近な生活課

題を解決するための取組や地域の特色を生かした活性化の取組を支援します。また、地域おこし協力隊のネット

ワーク化を図り、隊員の定住・定着や創業等を支援することで、地域の活力の維持・向上に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県と市町の連携により地域づく
りに成果があった取組数

19取組 20取組
市町との連携により地域の課題の解決に向けて成果が
あった毎年の取組数

木曽岬干拓地の利活用の推進に
向けた取組

―
都市的土地
利用計画の
策定

木曽岬干拓地の利活用の推進に向け、伊勢湾岸自動車
道以南に係る都市的土地利用計画の策定

地域おこし協力隊による創業ま
たは新たな地域活性化の取組件
数（累計）

― 50件
地域おこし協力隊による創業や事業承継または地域お
こし協力隊の活動がきっかけとなって住民による新た
な地域活性化の取組につながった件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 9-2 移住の促進

移住を考える人が一人でも多く三重県に移住し、安心して暮らし続けられるよう、人口流入の促進に向けた

移住の取組が進んでいます。また、地域の活力向上につながるよう、移住された人と地域の人びととの交流

が進んでいます。

若い世代をはじめ地方への関心が高まる中で、「選ばれる三重」となることで、人口流入の促進につなげてい

く必要があります。また、人口減少、少子高齢化の進行などに伴い、地域活力の低下が懸念されることから、

移住促進の取組を地域の活性化につなげていく必要があります。

施策の目標

■ �平成27（2015）年4月から東京に設置している「ええとこやんか三重　移住相談センター」や、大阪および名

古屋での相談会などにおいて、きめ細かな相談対応を行うとともに、移住者を受け入れる体制の整備など、市町

と連携した取組を進めた結果、県および市町の施策を利用した県外からの移住者数は、平成27（2015）年度

から令和3（2021）年度までの7年間で2,460人となっています。引き続き市町と連携した取組を進めるとと

もに、人口減少の進行により、地域社会の担い手の減少等による地域活力の低下が懸念されることから、移住者

の県内への定着や移住促進の取組を地域の活性化にもつなげていく必要があります。

■ �全国的に移住促進の取組が進められる中で、三重県が「選ばれる地域」となるためには、これまでの取組に加

えて、若い世代をはじめとする地方への関心の高まりや、テレワークなど場所を選ばない働き方など、新たな動

きをふまえて戦略的に取り組むことが必要となります。

■ �移住希望者が安心して三重県に移住し、暮らし続けていけるよう、市町の移住者を受け入れる態勢を充実させる

取組を支援する必要があります。

現状と課題

ええとこやんか三重　移住相談センター
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政策９　地域づくり
主担当部局：地域連携部

■ 基本事業1 ： 　きめ細かな相談対応や情報発信と持続可能な地域づくりにつながる移住の促進

「ええとこやんか三重　移住相談センター」を中心に、きめ細かな相談対応を行うとともに、全国フェアへの出展

や他県と連携した移住プロモーション、ホームページ等により、三重県の魅力等、移住希望者のニーズに沿った

さまざまな情報の発信を行います。また、移住希望者と県内の地域の人たちが継続的につながる取組の充実や、

持続可能な地域づくりにつながる移住という視点から、県外の若者と地域づくりに取り組む人びととの交流・連

携を促進するとともに、受入れ側の気運醸成と態勢の充実などに取り組みます。

さらに、移住先として選ばれる三重になるよう、自然や食、都市部への利便性など、「三重ならではの暮らしやす

さ」の新たな魅力を積極的に発信するとともに、アプローチすべき対象や地域を明確にします。若い世代をはじ

めとする移住希望者の関心が高いテーマでのセミナー開催、大阪・関西万博やリニア中央新幹線の開業などによ

り注目され、人の流れが活発になる関西・中京圏などの地域での情報発信の充実、テレワークなど場所を選ばな

い働き方における暮らしの拠点として選ばれるよう、企業へのアプローチなどに取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　移住者を受け入れる態勢の充実

市町の担当者会議や研修会を通じて、市町との連携を深めるとともに、県の持つ広域性、専門性などを生かし把

握した、他県の取組事例の調査・分析結果や、移住促進における課題や効果的な手法等について共有することで、

移住者を受け入れる態勢の充実に向けた市町の取組を支援します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県および市町の施策を利用した
県外からの移住者数（累計）

2,460人 5,615人
県および市町の施策を利用した県外からの移住者数

（平成27（2015）年度以降の累計）

移住相談件数 1,294件 1,434件
「ええとこやんか三重　移住相談センター」や移住セミ
ナー等での移住相談件数

移住者の受入れと地域づくりに
取り組む人材の育成人数（累計）

0人 25人
県が実施する人材育成講座の応用・実践講座に参加し、
県内各地域でキーパーソンとして活動している人数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 9-3 南部地域の活性化

南部地域に幸福感を持っていきいきと暮らす人びとが増え、地域外の人びとが南部地域に一層の魅力を感じ、

地域の外からさらに活力が注入される好循環が続くよう、若者の人口流出をくい止め、定着に向けた働く場

の確保や生活サービスの維持・確保など安心して暮らし続けることのできる地域づくりが進むとともに、南

部地域への交流人口や関係人口が拡大し、さらにはこれらの人びとと地域との関係が深まっています。

南部地域において、人口減少と少子高齢化が進み、地域活力の低下が懸念されることから、豊かで持続可能

な地域社会を維持し、地域の活力が向上するよう取り組む必要があります。

施策の目標

■ �南部地域は、第一次産業の活力が低下し、若者世代の人口の流出と少子高齢化が続いています。その一方で、世

界では、2030年を目標達成年限としたSDGsの取組をはじめ、未開発で自然豊かであることの価値が見直され

つつあります。こうした時代の変化をとらえ、従来、地域の「弱み」とされていたことを「強み」としてとらえ

る発想の転換を促すとともに、地域内外のさまざまな主体と連携し、南部地域の特色ある資源を生かした産業の

活力向上を図る必要があります。

■ �高速道路の延伸をはじめ、県内の交通網の整備が進展していくことから、今後、三重県内において交流人口の増

加が見込まれます。人口減少と少子高齢化の進行をくい止め、豊かで持続可能な地域社会を維持していくことが

できるよう、人びとが安心して暮らせる地域づくりを進めるとともに、南部地域への交流人口や関係人口を増加

させ、さらには、これらの人びとが地域に対する愛着や誇りを持って地域づくりに主体的に関わる人びととなる

よう取り組むことで、地域の活力を向上させていく必要があります。

現状と課題

関係人口が参加した地域の祭り （紀北町の関船祭）
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政策９　地域づくり
主担当部局：地域連携部南部地域活性化局

■ 基本事業1 ： 　豊かに暮らし続けられる南部地域づくり

これまで取り組んできた南部地域内の複数市町の連携による「働く場の確保」や「生活サービスの維持・確保」

の取組に加え、隣接する地域や民間企業等との広域的な連携を深めるとともに、DXや新しい技術を積極的に取

り入れ、安心して暮らし続けることができる地域づくりを進め、豊かで持続可能な地域社会を維持することがで

きるよう取り組みます。

また、南部地域の未開発で自然豊かな環境を資源として活用するなど発想の転換を促す取組を支援し、南部地域

内外の人びとが、地域への愛着を育み、地域への誇りを感じるようなマインドの醸成を進め、南部地域に暮らす

ことを「誇り」と思えるような地域づくりを進めます。さらに、地域への愛着や誇りの醸成により、ワーケーショ

ンや地域おこし協力隊などの取組と相乗効果を発揮させ、観光業を含む地域の産業全般の振興につなげ、地域の

活性化を進めます。

■ 基本事業2 ： 　地域住民のチャレンジによる地域の活力向上

交流人口を着実にひきつけ増加させることができるよう、南部地域の強みをしっかりと発信するとともに、交流

人口が関係人口となり、さらには関係人口と地域との関係が深まるよう、地域住民と地域外の人びとをつなぎ、多

様な地域社会の形成、活性化を進めます。

そのため、定住人口の減少による影響を補い、地域を活性化させるよう、地域住民と関係人口が連携した、もし

くは地域住民によるチャレンジを支援します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

南部地域における若者の定住率 55.9％ 55.9％
現在の25歳～34歳人口を20年前の5歳～14歳人口
で割った値

地域住民等が主体となった地域
への誇りにつながる新たな活動
件数（累計）

― 150件
地域住民等が主体となって、南部地域固有の資源や価
値を生かし、地域での暮らしを誇りと思えることにつ
ながる活動の件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 9-4 東紀州地域の活性化

地域の活力を向上させるため、多くの人びとが熊野古道伊勢路を訪れ、豊かな自然や食など、東紀州地域な

らではの資源に魅力を感じ、地域に滞在しながらさまざまなスポットで観光や体験型プログラム、食、地域

産品などを楽しむための仕掛けづくりが進んでいます。

また、世界遺産の文化的価値が守られ、来訪者にも評価されるよう、熊野古道伊勢路の保全活動へ幅広い主

体が参画し、十分な活動資金が確保された持続可能な体制が構築されています。

熊野古道伊勢路をはじめとする東紀州地域ならではの資源を活用し、来訪者が長く滞在し消費額を増やすこ

とにより、観光業および第一次産業を含めた関連産業を活性化させ、東紀州地域の活力を向上させる必要が

あります。

また、古道の保全活動関係者の高齢化が進んでおり、新たな担い手や活動資金の確保に取り組み、古道を良

好な状態で未来へ継承していく必要があります。

施策の目標

■ �熊野古道伊勢路をはじめとする東紀州地域ならではの魅力の発信を強化し来訪を促すとともに、来訪者が地域

内に長く滞在して消費額を増やすことにより、観光業および第一次産業を含めた関連産業が活性化するよう、地

域の資源を生かした体験プログラムや地域産品の磨き上げ、来訪者の長期滞在を受け入れる仕組みの整備など

を行っていく必要があります。

■ �熊野古道伊勢路への来訪者は、増加傾向にあったものの、近年は年間30数万人前後での推移にとどまっています。

■ �熊野古道伊勢路では、世界遺産登録周年事業を通じて人びとの注目を集め、来訪者数の大きな増加に結びつい

てきたことから、今後、令和11（2029）年の世界遺産登録25周年、伊勢志摩方面からの誘客のチャンスが広

がる令和15（2033）年の第63回神宮式年遷宮という絶好の機会を見据え、さまざまな主体と連携を図り、ファ

ン獲得につなげるとともに、継続的な来訪者増加に向けた取組を行っていく必要があります。

■ �熊野古道伊勢路の保全に取り組んでいる保全団体の構成員の高齢化が進み、地元の有志を主体とする保全活動

は限界に近づいていることから、新たな担い手を確保していくことが喫緊の課題になっています。

■ �熊野古道伊勢路を良好な状態で未来に継承していくため、地域の団体の活動を主とする従来の保全の手法に加

えて、さまざまな新しい手法を導入し、次世代の担い手や活動資金の確保のための取組を進めていく必要があり

ます。

現状と課題
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政策9　地域づくり
主担当部局：地域連携部南部地域活性化局

■ 基本事業1 ： 　地域資源を生かした持続可能な地域社会づくり

熊野古道伊勢路を軸とし、地域内で長期間楽しめる「拠点滞在型観光」を、地域の宿泊施設や観光事業者、物

産事業者等と連携して推進し、さまざまな地域イベント等と連動させながら来訪者の滞在の長期化やリピーター

の獲得を図ることにより、観光業および第一次産業を含めた関連産業の振興につなげます。

地域の資源を生かした商品のブラッシュアップによるブランド力強化や、販路拡大などの取組を支援することで、

地域産業の振興を図ります。

東紀州地域の活性化に向けて取り組む人びとが、活動分野や地域・世代の垣根を越えてつながり、連携あるいは

切磋琢磨しながら、東紀州地域での地域づくり活動を一層盛り上げていけるよう、意欲のある人びとが幅広く集

まって議論・交流できる場を設定することなどにより、人づくりや人材のネットワーク化を進め、持続可能な地

域社会づくりにつなげます。

■ 基本事業2 ： 　熊野古道の未来への継承と活用

熊野古道伊勢路の世界遺産としての価値を背景とした「歩き旅」を象徴的なイメージとし、その魅力を前面に出

してブランディングの再構築を図るとともに、魅力を伝えるさまざまなコンテンツの充実、来訪者も発信側とな

るSNSを活用した情報拡散、熊野古道の語り部の体制強化、宿泊施設等における「歩き旅」をサポートする機

能の充実等を図ることや奈良県、和歌山県との連携を一層強化することにより、熊野古道伊勢路の魅力のさらな

る向上と来訪意欲の喚起に向けて取り組みます。

世界遺産登録20周年、25周年などの節目を通じ、「活用」面ではブランディングの推進、「保全」面では文化的

価値が守られることによる来訪者の評価の向上を図り、「保全」と「活用」の連携による相乗効果で、伊勢路の

未来への継承と地域の活性化につなげます。

熊野古道伊勢路に関するさまざまな活動をしている関係者が一堂に会し、意見交換や調整をしていく場である

「熊野古道協働会議」の枠組みを通じて、保全団体や民間企業、市町等と連携し、熊野古道伊勢路全域で持続可

能な保全体制を構築します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

東紀州地域における観光消費額
の伸び率

100（2年） 147以上
観光旅行者が東紀州地域において支出した観光消費額
の令和2（2020）年を100とした場合の伸び率

商談会等における新たな成約件
数（累計）

20件 120件
商談会等において東紀州地域の事業者が新たに得た成
約件数

熊野古道伊勢路の来訪者数 246千人 440千人 熊野古道伊勢路を訪れた人数の推計値

熊野古道伊勢路の保全活動に参
加した新たな担い手の人数（累
計）

100人 2,000人
熊野古道伊勢路の保全活動に参加した新たな担い手の
人数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 10-1 社会におけるDXの推進

県民の皆さんや県内事業者等のDXに取り組もうとする機運が醸成されており、デジタルに関する知識やス

キルを有した人材が増え、産業や暮らしなどさまざまな分野においてDXの取組が進んでいます。

また、革新的な技術やサービスの社会実装が進み、社会課題や地域課題の解決が図られています。

デジタル化が進展する一方で、デジタル化の恩恵を受けられない人々が取り残される懸念があります。

また、県内事業者においては、DX人材が不足することにより、経営効率化が進まないことが懸念されます。

さらに、本県が抱える地域課題や社会課題に対し、革新的な技術やサービスを活用していかなければ、県民

生活の質の向上や維持が困難になることが懸念されます。

施策の目標

■ �誰もがデジタル化の恩恵を享受できる社会の実現に向けては、デジタル化に不安感のある人びとに寄り添いなが

ら、県民の皆さんや県内事業者等にデジタル社会がもたらす価値を理解してもらう必要があります。また、県内

事業者においては、DXを推進する人材や、デジタル技術・データ活用に関する知識やスキルを有した人材が不

足しており、こうした人材を育成する必要があります。

■ �デジタル技術は急速に進展しており、さまざまな分野でデジタル技術の活用が進んでいくことが想定されます。

また、生産年齢人口の減少や、新型コロナウイルス感染症の拡大などにより、人びとの働き方も変化しています。

このような社会の変化に伴う課題に対して、革新的な技術やサービスを活用した先進的な取組を行うスタート

アップ（創業・第二創業）を支援することによって、多様な働く場の創出や地域活性化につなげていく必要があ

ります。

■ �国においては、令和4（2022）年度のドローンの有人地帯での目視外飛行（レベル4）実現をめざすとともに、

「空飛ぶクルマ」については、令和6（2024）年より「物の移動」から「人の移動」へと実用化拡大をめざして

います。令和7（2025）年の大阪・関西万博での実用化に向けた取組も加速する中、法制度の改正等の動きも

注視しながら、三重県での事業化を実現するための取組を推進していく必要があります。

現状と課題
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政策10　デジタル社会の推進
主担当部局：デジタル社会推進局

■ 基本事業1 ： 　さまざまな主体が取り組むDXの支援

県民の皆さんや県内事業者等がDXに取り組んでいただける機運を醸成するとともに、DXを牽引する専門家や企

業と連携した相談支援等をとおして、各主体によるDXの取組を促進します。また、デジタルデバイド（情報格

差）の解消に向けて、国や市町等と連携した取組を行います。さらに、産官学で連携し、DXの推進に向けた意

識啓発を行うとともに、DX人材の育成支援に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　革新的な技術やサービスを活用した新事業の創出

スタートアップの自律的・継続的な創出や育成をめざして、ビジネスを生み出すネットワーク・場づくりなどに

取り組みます。また、事業者による革新的な技術やサービスを活用した社会実装の支援に取り組みます。さらに、

先端技術に関する情報収集や活用に向けた取組の支援等に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　空の移動革命の促進

県が抱える交通や観光、防災、生活等のさまざまな地域課題を解決し、地域における生活の質の維持・向上と新

たなビジネスの創出を図るため、ドローン物流や「空飛ぶクルマ」の実証実験の誘致や社会実装の支援を行うと

ともに、地域受容性の向上に向けた機運醸成や環境整備に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

DXに取り組む県民の皆さんや県
内事業者等への支援に対する貢
献度

90.0％
90.0％

以上
県が実施した支援に対して相談者等が「役に立った」

「やや役に立った」と回答した割合

DXや革新的な技術・サービスを
活用した先進的な取組を行う事
業者等への支援件数（累計）

26件 91件
DXや革新的な技術・サービスを活用した取組をめざ
す事業者等に対して、情報提供やマッチング、事業計
画への助言等の支援を行った件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

みえのデジタル社会のイメージ
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施策 10-2 行政サービスのDX推進

スマートフォン等の利用を通じた行政手続のデジタル化が進むとともに、県や市町等が保有するデータを活

用した政策立案やサービスが創出されることにより、県民の皆さんの利便性が向上しています。

行政ニーズの多様化や課題の複雑化が進み、自治体における経営資源が大きく制約を受けることも考えられ

る中、デジタル技術を活用することで、社会の変化や県民の皆さんのニーズに対応した、よりよい行政サー

ビスを安定的に提供する必要があります。

施策の目標

■ �行政手続における、「必要な情報の入手に時間がかかる」、「手続を行う際に窓口に出向く必要がある」、「何度も

同じ書類の添付を求められる」といった不便さを解消し、利用者の満足度を高めるとともに、感染症対策の一環

として非接触、非対面にも対応するため、行政手続のデジタル化を強力に推進する必要があります。また、行政

が保有する情報については、データ活用を促進するため利用者目線に立ち、容易に活用できるよう工夫する必要

があります。

■ �よりよい行政サービスの提供に向けては、県だけでなく、県民の皆さんに身近な行政サービスを提供する市町と

ともに取り組むことが求められており、市町間および県と市町の連携強化や市町に対して専門的な立場から支援

を行うことが必要です。また、デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの普及にも市町と連携して取り組

む必要があります。

現状と課題
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政策10　デジタル社会の推進
主担当部局：デジタル社会推進局

■ 基本事業1 ： 　デジタル技術を活用した県民サービスの推進

多様な利用者の目線に立った行政サービスの提供に向けて、行政手続のデジタル化を推進します。また、県や市

町等が保有するデータを県民の皆さんや事業者等に活用していただけるよう、オープンデータの提供に向けた環

境整備を進めるとともに、データを活用した政策立案やサービス創出に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　市町DXの促進

市町DXの促進に向け、県および市町で構成する「三重県・市町DX推進協議会」等において、各自治体が抱え

る課題を共有し、デジタルサービス・ツール等の共同調達・運用や、人材の育成、データ活用に向けた検討を進

めるなど、市町間および県と市町の一層の連携強化を図ります。また、基幹業務システムの標準化、マイナン

バーカードの普及など、市町が取り組むべき事項について、専門的な立場から助言や情報提供等の取組を行いま

す。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

デジタル化した県独自の行政手
続の割合

（年間受付件数100件以上の手
続のうちデジタル化の効果が期
待できる75手続を対象）

39％ 100%
年間受付件数100件以上の県独自手続のうち利便性の
向上や業務効率化等デジタル化の効果が期待できる75
手続についてデジタル化した割合（受付件数ベース）

市町DXの促進に向けた市町と
の連携による取組数（累計）

7取組 57取組
市町DXの促進に向け、三重県・市町DX推進協議会
等において、複数の市町と連携して取り組んだ数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

行政手続のデジタル化 （イメージ）
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施策 11-1 道路・港湾整備の推進

高規格道路では、東海環状自動車道の全線開通や、新宮紀宝道路の開通のほか、直轄国道でも中勢バイパ
スが全線開通するなど、県内外を貫く南北軸が強化・延伸され、県民の皆さんの安全・安心が高まるととも
に、地域間の交流・連携が広がり、地域の経済活動が活性化しています。
県管理道路では、磯部バイパスが完成するなど、地域間交流の促進や観光復興に向けた動きにつながるとと
もに、未改良道路の拡幅等による混雑解消や生活交通の円滑性の確保が進んでいます。
リニアによる交通革新や高速道路ネットワークの進展をふまえ、総合交通ターミナルの整備を賑わい・防災
空間の創出とともに展開しています。
千葉県八街市の通学路の死傷事故をふまえた交通安全対策が全て完了するとともに、通学路交通安全プログ
ラムに位置づけられた箇所も概成しています。また、区画線などの道路の着実な維持管理に取り組むととも
に、AIを活用した交通観測体制の拡充により、県民の皆さんが安全で快適に道路を利用しています。
街並みに調和した景観や交通安全などの機能に応じた街路樹の剪定や花植え活動などにより、良好な空間が
形成されるとともに、道路施設の脱炭素へ向けた持続的な管理も進んでいます。
港湾では、岸壁や航路等の着実な維持管理により安全な利用を確保するとともに、脱炭素化や船舶の大型化

への対応、クルーズ船寄港誘致など港湾の利活用を促進する官民連携のプロジェクトが進んでいます。

高規格道路等のミッシングリンクや渋滞区間の存在により、県内各地域における社会・経済活動の支障とな

り、企業進出や観光誘客等に多大な影響を及ぼします。県管理道路の整備は、混雑状況や車道幅員など他県
から大きく遅れており、地域間交流や安全・安心な生活への支障となります。
公共交通と道路ネットワークの連携を強化する拠点の不足により、今後のリニアの開業に伴う効果の発現や
中心市街地の活性化等への支障となります。
道路空間の安全性など機能改善が求められる中で、通学路の対策の遅延や区画線の剥離等の進行により県民
生活へのリスクが高まります。また、街路樹等の魅力が乏しい道路空間の存在により、生活の豊かさや来街
者へのサービス等が損なわれます。
県管理港湾における貨物量の更なる減少により、背後地も含めた地域の雇用や経済活動に大きな影響が生じます。

施策の目標

■ �熊野尾鷲道路（Ⅱ期）の開通をはじめ、多くの幹線道路等の整備が進
み、地域間の交流・連携が促進されるとともに、地域の安全・安心が
高まるなど整備効果があらわれてきていますが、都市部における慢性
的な渋滞の発生、気候変動の影響により激甚化・頻発化する風水害や
切迫する大規模地震等への備えなど多くの課題があります。引き続き
幹線道路ネットワークの強化やバイパス等の抜本的な整備、早期に事
業効果を発現できる待避所の設置など柔軟な対応も織り交ぜた道路整
備を推進していく必要があります。

■ �コロナ時代の社会変容に対応し、インフラの新たな価値を創造しつつ、
豊かで活力のある地方創生の実現のため、道路空間の再編による賑わ
いの創出や観光の復興に向けた道路整備により、ポストコロナを見据えた地域づくりを推進する必要があります。

■ �通学児童等の安全確保が全国的な課題となっている中、歩行者等の安全・安心を確保するための取組を一層進
めていく必要があります。また、道路を安全・安心・快適に利用できるよう、老朽化が進行する舗装等の道路施
設について、着実に修繕を進めるとともに、剥離が進行する路面標示については、一定の水準の確保・定常化
を図る必要があります。さらに、平常時・災害時を含めた道路施設の利用・管理を効率的かつ効果的にマネジメ
ントするため、ICTやAIの活用を進めていく必要があります。

■ �県管理港湾は老朽化が進行するとともに、近年、尾鷲港をはじめ取扱貨物量が減少傾向にあります。このため、
港湾の背後地に集積する企業や市町等と連携し、港湾の脱炭素化に向けた取組や地域産品の輸送、観光・レ
ジャーを通じた交流人口の拡大など、地域が元気になる取組を支援する必要があります。

現状と課題

東海環状自動車道（北勢IC（仮称）ー大安IC）
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政策11　交通・暮らしの基盤
主担当部局：県土整備部

■ 基本事業1 ： 　高規格道路および直轄国道の整備促進
リニア三重県駅の開業も見据え、地域の経済活動や県内外からの集客・交流等を支えるとともに、地域のさらな
る安全・安心の向上をめざし、県土の南北軸となる東海環状自動車道や近畿自動車道紀勢線等の延伸・強化、東
西軸となる鈴鹿亀山道路等の整備を推進します。また、新たな幹線道路ネットワークの構築をめざし、名神名阪
連絡道路の事業化に向けた取組を進めます。

■ 基本事業2 ： 　県管理道路の整備推進
高速道路および国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークや観光復興に向けたアクセ
ス道路の整備として、伊勢志摩連絡道路等の整備を進めます。また、生活道路で車両のすれ違いが困難な箇所
の解消などに向けて、県管理道路の整備を着実に進めます。 

■ 基本事業3 ： 　交通拠点の機能強化
リニア中央新幹線の開業による効果を広域的に波及させるため、鉄道と高速バスのクロスポイントを中心に、利
便性の高い総合交通ターミナルの整備を推進します。高速バス路線が集中する「近鉄四日市駅」、「津駅」より着
手し、他の地域への展開を検討します。また、駅周辺地域における道路空間の再編など、賑わいの創出や公共交
通の利便性の向上を社会実験も含めて進めます。

■ 基本事業4 ： 　交通安全対策の着実な推進
千葉県八街市の事故をふまえた合同点検や通学路交通安全プログラムの対策箇所について、通学児童など歩行
者等の安全確保を図るため、速効対策等も講じながら、関係者とスピード感を持って交通安全対策を進めます。

■ 基本事業5 ： 　適切な道路の維持管理
舗装等の道路施設について、予防保全の考え方を取り入れながら、計画的な点検、着実な修繕を進めるとともに、
剥離が進行する路面標示については、高耐久性塗料の導入も視野に入れながら一定の水準を確保し、定常化を図
ります。さらに、道路施設の利用・管理を効率的かつ効果的にマネジメントするため、ICTやAIを活用したモニ
タリング体制の拡充や点検の高度化などを進めます。　

■ 基本事業6 ： 　道路空間におけるグリーン化の推進
気候変動への対応や良好な沿道環境の保全などをふまえた持続的な維持管理を実現するため、トンネル照明灯のLED
化や景観等に配慮した街路樹管理、県民の皆さんと協働した花植え活動など、道路空間におけるグリーン化を進めます。

■ 基本事業7 ： 　県管理港湾の機能充実
港湾の利活用に関わる部局を横断した取組の連携の強化や、多様な関係者と協働し共に港湾への新たな価値を創
造するため、新たに「三重県港湾みらい共創本部」を設置し、脱炭素化、地域産業の活性化、観光活性化の観
点から、各港湾におけるプロジェクト計画を策定し、官民連携でのプロジェクトを推進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

中部圏の広域ネットワークを形
成する東海環状自動車道の開通

〈県内〉
新四日市JCT～大安IC間

7.8km

〈全線開通〉
県内23.3km
全体153km

東海環状自動車道の県内区間（新四日市JCT～県
境：23.3km）の開通

伊勢・志摩地域の交流を促進す
るネットワーク整備

磯部BP事業中
第2伊勢道路
/鵜方磯部BP供用済

磯部BP開通
伊勢志摩連絡道路の
全線開通（20km）

高速道路と志摩地域の観光リゾート拠点を結ぶ伊
勢志摩連絡道路の一部（磯部BP L=2.5km）が完
成

リニアをふまえた総合交通ター
ミナルの整備

近鉄四日市駅周
辺での事業着手
/津駅周辺での
整備方針の策定

県内の総合交通ター
ミナル計画の策定お
よび近鉄四日市・津
駅での整備推進

新広域道路交通計画（交通拠点計画）に基づく整
備推進

危険な通学路の交通安全対策が
完了した割合 30％ 100％

令和3（2021）年6月に千葉県八街市の通学路で
発生した死傷事故をふまえた合同点検の要対策箇
所のうち、対策を完了した割合

道路区画線の引き直し 剥離 度Ⅱ以内
の水準の維持

剥離度Ⅱ以内の
水準の維持および
白線の高耐久化

高耐久性の白線を活用しながら視認性の高い状態を
定常化

トンネル照明のLED化による
CO2排出量の削減割合

28％削減
（CO2排出量1,150t/年）

40％削減
（CO2排出量950t/年）

県が管理するトンネル照明のLED化による年間CO2

排出量の削減割合　※平成30（2018）年度比較

県民の皆さんとともに進める緑
化活動の参加人数（累計） ― 23,000人 道路、河川等のインフラを舞台とした緑化活動に県

民の皆さんが参加した累計人数

重要港湾の脱炭素化に関する計
画の策定 ― CNP計画に基づ

く事業に一部着手
令和3（2021）年度に国により示されたカーボンニュート
ラルポート（CNP）形成計画策定マニュアルに基づく策定

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 11-2 公共交通の確保・充実

持続可能な公共交通の確保・充実に向けて、県内各市町で地域公共交通計画の策定が進み、地域の実情に

応じた交通に関する方向性が整理され、多様な輸送資源を活用することなどにより、新たな移動手段の確保

が進んでいます。

また、リニア三重県駅の設置による効果を県内全域に波及させるよう、リニア三重県駅と地域を結ぶ県内広

域交通網の整備促進について、関係機関との検討が進むとともに、リニア三重県駅を核とした地域づくり等、

将来像についての方向性をとりまとめています。

地域公共交通の利用者が減少する中、より一層の利用促進や交通不便地域等における新たな移動手段の確保

が求められています。

一方で、リニア中央新幹線の東京・名古屋間の開業に向け、リニア三重県駅の設置への県民の期待が高まる

中、リニア三重県駅を核とした地域づくり等を通じて、リニア中央新幹線の効果を本県の発展につなげてい

くことが求められています。

施策の目標

■ �人口減少等の影響による移動需要の縮小や新型コロナウイルス感染症の拡大により、バス、鉄道等の地域公共

交通は厳しい状況となっています。このため、沿線市町、地域住民や交通事業者等と連携し、利用促進に取り組

む必要があります。また、高齢者の運転免許証の自主返納が進む中、交通不便地域等における新たな移動手段

の確保が求められています。　

■ �新型コロナウイルス感染症収束後においても、混雑回避の傾向やテレワークなどの進展により、コロナ前まで移

動需要が回復しないことが見込まれており、地域公共交通の維持・確保に向け、その新たな方向性を検討する必

要があります。

■ �また、令和元（2019）年度に策定した「三重県自転車活用推進計画」について、市町等関係機関と連携して推

進する必要があります。

■ �リニア中央新幹線は、県内全域からの交通アクセス性が高く、広く県民がメリットを享受できる場所にリニア三

重県駅を設置するよう検討を重ねています。今後、駅位置が決まることで、リニア中央新幹線の開業に向けた具

体的な県内広域交通網のあり方やリニア三重県駅を核とした地域づくりに向けた検討を進め、県民の利便性向上

などリニア中央新幹線の効果を本県の発展につなげていく必要があります。

■ �また、国内外から多くの人を呼び込むために、中部国際空港の機能強化に取り組む必要があります。

現状と課題
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政策11　交通・暮らしの基盤
主担当部局：地域連携部

■ 基本事業1 ： 　地域の輸送資源の総動員による持続可能な移動手段の確保

バス、鉄道の維持・活性化に向け、国と協調し市町や事業者への支援を行うとともに、地域の実情に応じた具体

的な取組が進むよう、市町の地域公共交通会議等で検討を進めます。

地域鉄道や在来線など利用者が大幅に減少し、経営状況が悪化している地域公共交通の維持・確保を図るため、

県、市町、地域住民や交通事業者等による協議の場を設置するなど、関係機関が連携して利用促進や利便性向

上の取組を進めます。

県内の交通不便地域等の解消に向けて、次世代モビリティ等の活用など、地域の実情に応じた新たな移動手段の

確保に向けた市町や地域の取組を支援するとともに、その横展開を図ります。あわせて、バスや鉄道等従来の公

共交通に加え、多様な輸送資源を総動員（※）するなどの新たな交通に関する方向性を示した地域公共交通計画

の策定を進め、地域ごとの公共交通網の見直しを図ります。

本県における自転車活用推進を図るため、「三重県自転車活用推進計画」に基づき、市町等関係機関と連携し、自

転車を安全で快適に利用できる環境づくりに向けて取り組みます。

※�例えば、観光地等でのグリーンスローモビリティ、郊外型団地での自動運転バス、不便地域でのデマンドタク

シー、スクールバスや病院送迎車等との連携など

■ 基本事業2 ： 　リニア開業時の県内広域交通網の確保 ・ 充実に向けた取組の推進

リニア三重県駅を基点とする県内広域交通網の整備が促進されるよう、市町、関係機関および交通事業者と連携

して課題を洗い出し、解決に向けた検討を進めるとともに、リニア中央新幹線名古屋・大阪間の工事が速やかに

進むよう、建設発生土処分地の確保や用地買収に向けた準備など県民の理解を得ながら進めます。

また、三重県駅を核とした地域づくり等、リニアを活用した将来像についての方向性の検討を進めます。

中部国際空港については、「中部国際空港利用促進協議会」等との連携を図りながら、空港の機能強化に向けて、

ハード、ソフトの両面から取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

地域公共交通の利用促進に向け
て新たに取り組んだ件数（累計）

― 6件
交通事業者や市町、地域住民等と連携し、利用促進に
向けて新たに取り組んだ件数

新たな移動手段の確保に向けて
取り組んだ件数（累計）

― 10件
市町や交通事業者など関係機関が連携し、次世代モビ
リティの活用など新たな移動手段の確保に向けて取り
組んだ件数

リニア効果の県内波及に向けた
取組

・�県内駅候補
市町の決定

・�亀山市から
の駅候補地
域の提案

リニアを活用し
た将来像につ
いての方向性
の取りまとめ

三重県駅を核とした地域づくり等の検討、調整を進め
ながら、リニアを活用した将来像についての方向性の
取りまとめ

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 11-3 安全で快適な住まいまちづくり

令和2（2020）年度策定の都市計画区域マスタープランに基づき、市町が策定した立地適正化計画等によ

り、都市機能・居住機能の誘導や災害リスクが高いエリアの土地利用規制が行われ、災害リスクをふまえた

コンパクトで賑わいのあるまちづくりが進んでいます。また緊急輸送道路における電線類の地中化等の防災・

減災対策が進むとともに、地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりが広がっています。

熊野灘臨海公園におけるプールの再整備などワーケーションの推進に必要な公園整備や鈴鹿青少年の森にお

けるPark-PFI手法などを活用した公園整備が進み、新たな賑わいを創出する場が整備されています。

新築建築物等の検査や既存建築物の維持保全の徹底、適確な開発行為の許認可を行うことなどにより、安

全・安心な建築物および宅地が確保されています。また、住宅・建築物の耐震化の促進により、地震災害に

対するまちの安全性が向上しています。

空き家の活用や危険空き家の除却が促進され、空き家の増加が抑制されています。また、県営住宅の計画的

な改修や民間賃貸住宅の確保により高齢者や子育て世帯等の居住支援体制の充実が進んでいます。さらに、

省エネルギー性能の高い長期優良住宅が普及しています。

市街地の拡大や人口減少により、低密度な市街地が形成され、地域活力の低下や生活サービスの維持が困難

になるとともに、災害リスクの高い市街地エリアが存在し、まちの賑わいが失われています。

耐震性のない建築物が多数存在することや住環境に悪影響を及ぼす空き家が増加することなどにより、安全

で快適な住環境の確保が困難になります。

施策の目標

■ �市街地の拡大や人口減少により、低密度な市街地が形成される状況となっており、地域活力の低下や生活サー

ビスの維持が困難になることが懸念されています。このため、効率的で利便性が高い持続可能なまちづくりを進

める必要があります。また、激甚化・頻発化する豪雨や南海トラフ地震等の大規模自然災害による被害を低減し、

県民の皆さんが安心して住み続けられるまちづくりを進めるとともに、地域の個性豊かで魅力ある景観を生かし

たまちづくりを進める必要があります。

■ �令和2（2020）年度策定の都市計画区域マスタープランに基づき都市基盤の整備を進めていますが、ポストコ

ロナを見据え、交流人口の拡大に向けた新たな賑わいを創出するための公園整備を進めていくことが必要です。

■ �安全・安心な建築物、宅地の確保を図るため、建築基準法や都市計画法等に基づく許認可、指導等を適確に行

う必要があります。また、南海トラフ地震の発生が危惧されることから、住宅・建築物の耐震化の取組を進め、

地震災害に対するまちの安全性を確保する必要があります。

■ �周辺の住環境に悪影響を及ぼす空き家の増加は大きな社会問題となっており、空き家の適正管理等の啓発や空

き家の利活用、危険空き家の除却などへの支援が必要です。また、住宅の確保に特に配慮を要する高齢者等の

増加が見込まれることから、受け皿となる県営住宅の計画的な改修のほか、民間賃貸住宅の確保や支援体制の

充実を図る必要があります。さらに、2050年カーボンニュートラルの実現のため、住宅分野においても一層省

エネルギー対策を進める必要があります。

現状と課題
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政策11　交通・暮らしの基盤
主担当部局：県土整備部

■ 基本事業1 ： 　コンパクトで賑わいのあるまちづくりの推進

市町の立地適正化計画策定やまちづくりに資する関連事業を支援し、都市機能（医療・福祉・商業施設）の市街

地中心部等への誘導や居住機能の公共交通沿線地域等への誘導、災害の危険性が高いエリアの土地利用規制を

行うことで、災害リスクをふまえたコンパクトで賑わいのあるまちづくりを推進します。また、緊急輸送道路に

おける電線類の地中化等の防災・減災対策を実施するとともに、魅力ある景観を生かしたまちづくりを進めるた

め、景観に配慮した建築物や公共施設等への誘導に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　都市基盤整備の推進

広域的な集客力を強化し観光誘客を促進するため、ワーケーションの推進に必要な公園整備を進めるとともに、多

様なニーズに対応するための官民連携による公園の運営管理やPark-PFI手法などを活用した公園整備を行い、利

用者の満足度向上に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　安全 ・ 安心な建築物の確保

新築建築物等の検査や既存建築物の維持保全の徹底

により建築基準法の遵守を促すとともに、都市計画法

に基づき適確な開発行為の許認可を行うことなどによ

り、安全・安心な建築物および宅地の確保に取り組み

ます。また、住宅・建築物の所有者への耐震化の働き

かけや、耐震診断、補強設計、耐震改修、除却への補

助を行うとともに、低コストの住宅耐震改修工法の普

及を図ります。

■ 基本事業4 ： 　安全で快適な住まいづくりの推進

空き家を活用した地方移住、二地域居住、ワーケーションなどの取組や危険空き家の除却を支援するほか、セミ

ナーや相談会の開催等を通じて、空き家の適正管理等について啓発します。また、県営住宅の長寿命化のための

改修、バリアフリー改修や子育て世帯向けの住戸内改修を進めるとともに、福祉部局や居住支援団体等と連携し

た住宅確保要配慮者への居住支援体制の充実を図ります。さらに、省エネルギー性能の高い長期優良住宅やゼロ

エネルギー住宅（ZEH）等の普及啓発に加え、今後導入が見込まれる新築住宅の省エネルギー基準適合の義務

化への対応や既存住宅の省エネルギー改修への支援を行います。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

コンパクトで賑わいのあるまち
づくりに取り組む市町の割合

32％
8市町／25市町

64％
16市町／25市町

コンパクトで賑わいのあるまちづくりに向け、居住機
能や福祉・商業等の都市機能を誘導するための計画を
策定または中心市街地などでまちづくりに資する事業
に取り組んでいる市町の割合

多様なニーズに対応した魅力あ
る公園づくりに取り組む県営都
市公園数

2公園 5公園

広域的に利用されている5つの県営都市公園（北勢中
央公園、鈴鹿青少年の森、亀山サンシャインパーク、
大仏山公園、熊野灘臨海公園）で、多様なニーズに対
応した魅力ある公園づくりに取り組み、利用者の満足
度が現状値（令和2（2020）年度平均値82％）を超
える都市公園数

県と市町が連携して木造住宅の
耐震化に取り組む戸数（累計）

― 3,000戸
市町が取り組んでいる木造住宅の耐震化を促進するた
めに、耐震性のない木造住宅の耐震改修と除却に対し
て県が補助した戸数

県と連携して積極的に空き家対
策に取り組む市町の割合

58％
17市町／29市町

82％
24市町／29市町

空家等対策計画に基づいて、県の技術的支援を受けな
がら、空き家の活用および除却を推進するため、空き
家の改修や除却の補助制度を整備している市町の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

ワーケーション推進に必要な公園整備 （熊野灘臨海公園）
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施策 11-4 水の安定供給と土地の適正な利用

将来にわたって安定的な水源が確保され、安全で安心な水を使用できるよう市町、関係機関等と連携した供

給体制が確保されています。

また、災害に備えた強靱な県土を次世代に引き継いでいくため、地籍調査などの取組が着実に進み、計画的

かつ適正な土地の利用および管理が進んでいます。

渇水時における水不足の発生等に備えた安定的な水資源の確保や人口減少などの社会情勢の変化等に対応し

た水道基盤強化など、水の安全・安定供給の実現が求められています。

人口減少の進行に伴う所有者不明土地の増加や境界が不明確な土地の存在が、災害時の復旧・復興やインフ

ラ整備の支障となっているため、土地の適正な利用および管理を図る必要があります。

施策の目標

■ �水の安全・安定供給を図るため、渇水時における水不足の発生等に備え、将来にわたって安定的な水資源の確

保に取り組む必要があります。水道事業については、人口減少などの社会情勢の変化等に対応するため、水道

基盤強化への取組が重要となっているとともに、大規模地震発生時等に速やかに協力体制を築けるように、「三

重県水道災害広域応援協定」に基づく県内市町間の連携を平時から強化していく必要があります。また、県が供

給する水道用水、工業用水の施設についても、地震、風水害による被害や老朽化が懸念されています。こうした

中で、将来にわたって県民の皆さんの暮らしの安全・安心の確保と地域経済の発展に貢献していくため、持続可

能な水の安全・安定供給の実現に向けて、引き続き取り組んでいく必要があります。

■ �人口減少の進行に伴う所有者不明土地の増加や境界が

不明確な土地の存在が、災害時の復旧・復興やインフ

ラ整備の支障となっています。そのため、土地の適正な

利用および管理を図るとともに、令和3年度末の進捗率

（9.8%）が全国平均（52％）を大きく下回っている地

籍調査を市町と連携して着実に進める必要があります。

現状と課題

耐震補強中の高野浄水場
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政策11　交通・暮らしの基盤
主担当部局：地域連携部

■ 基本事業1 ： 　水資源の確保と水の安全 ・ 安定供給

渇水時の水不足等に対処するため、利水者および関係機関と連携して、既存水源の安定的な確保に取り組みます。

県内の水道事業について、県民の皆さんに安全な水道水を安定的に供給するため、持続可能な事業運営ができる

よう、水道事業体の基盤強化の促進を図るとともに、災害発生時には、応援協定に基づき、県内市町と連携して

応急給水、応急復旧等が迅速かつ円滑に実施できるよう、平時から訓練を行うなど協力体制の強化に取り組みま

す。また、県が供給する水道用水、工業用水の安全・安定供給を確保するため、引き続き、耐震化や老朽化対策

など施設の改良や更新の計画的な推進および災害等発生時においても早期に応急復旧できるよう適切な維持管理

に努めるとともに、経営基盤の強化に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　適正な土地の利用および管理

土地が適正に利用、管理されるよう、「国土利用計画法」に基づく土地取引制度の運用や「三重県土地利用基本

計画」の更新など、関係者と連携して取り組みます。また、地籍調査について、大規模災害時の迅速な復旧・復

興対策の推進やインフラ整備の円滑化など、優先度が高いと考えられる地域に重点を置き、新しい技術や既存測

量成果をもとにした申請手法などの効率的な手法を活用し、市町と連携して効率的・効果的に推進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

基幹管路の耐震適合率 42.0％ 45.2％
生活基盤施設耐震化等事業計画により交付金事業を
行う市町等水道の基幹管路総延長に対する耐震適合
性のある管路の割合

浄水場の耐震化率 91.8％ 100.0％
企業庁が管理する水道用水の全浄水場浄水処理施設
に対する耐震化済施設数の割合

新たに地籍調査の効率化に取り
組んだ市町の割合

－ 100.0％
20市町／20市町

地籍調査の推進に向け、効率化につながる技術・制度
の活用や独自の工夫を新たに行った市町の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 12-1 人権が尊重される社会づくり

不当な差別を許さず、誰もが個性や能力を発揮していきいきと活動できる社会づくりに向け、さまざまな主

体と連携した人権啓発や人権教育が推進されることにより、県民一人ひとりの互いの人権を尊重し、多様性

を認め合う意識が高まるとともに、相談体制が充実し、インターネット上の人権侵害についても、早期発見、

拡散防止などの実効性のある対応がとられています。

感染症や性的指向・性自認、国籍等に起因する人権侵害などの顕在化してきた人権課題や、多様化・複雑化

する人権問題への解決に向けた対応が求められています。

施策の目標

■ �新型コロナウイルス感染症に係る偏見・差別の発生により、人権に対する県民の皆さんの関心は大きく高まって

います。また、性の多様性やインターネット上の人権侵害等が新たに人権課題としてより強く認識され、その対

応が求められています。このため、さまざまな人権問題について理解を深め、自分自身の課題としてとらえ、具

体的な行動につながるような取組を促進する必要があります。

■ �人権をめぐる社会情勢や子どもを取り巻く環境の変化を的確にとらえ、一人ひとりの子どもが人権に関する理解

を深め、人権感覚を養い、自他の人権を守るための実践行動ができる力を身につけられるよう、全ての教育の中

で人権教育を行っていく必要があります。

■ �人びとの人権意識の高まりや新たな人権課題の顕在化等に伴い、

人権相談の内容も多様化、複雑化してきていることから、個々

の相談機関の相談員の資質向上とともに、相談機関相互が連携

し、専門性を生かしながら対応する体制づくりが求められてい

ます。また、SNS等インターネット上における誹謗・中傷や差

別的な書込み等については、早期対応（早期発見・削除要請）

とともに未然防止のための取組が必要です。

現状と課題

三重県人権センターと
センターのマスコットキャラクター 「ミッコロ」
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政策12　人権・ダイバーシティ
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進

さまざまな手段、媒体や機会を通じて、県民の皆さんに人権に関する知識や情報を提供し、理解の促進を図ると

ともに、人権問題の解決が自分自身の問題としてとらえられるよう、効果的な人権啓発に取り組みます。人権が

尊重される社会を実現するため、住民組織、NPO・団体、企業等さまざまな主体が連携する人権まちづくりの取

組の推進とともに、地域の人権啓発を担う人材育成にも取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　人権教育の推進

学校・家庭・地域が連携し、教育活動全体を通じて人権教育が行われるよう、人権教育カリキュラムの活用とそ

の改善を促進し、一人ひとりの存在や思いが大切にされる学校づくりを進めます。また、人権学習指導資料等を

活用し、人権課題についての正しい知識を身につけ、その解決を自分の課題としてとらえ行動できる力を育む教

育に取り組み、新型コロナワクチンの接種に関しても一人ひとりの事情や思いを尊重する態度を育みます。

■ 基本事業3 ： 　人権擁護の推進

人権に関わる相談機関の相談員等を対象とした研修等を実施し、資質向上を図るとともに、相談機関のネットワー

クを充実し、相談窓口相互の連携を強化します。また、「差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例」を

ふまえ、県の相談体制の充実を図るとともに、不当な差別に係る紛争の解決を図るための体制づくりに取り組み

ます。

インターネット上の人権侵害に的確に対応するため、ネットモニタリングを実施し、差別的な書込み等の早期発

見、関係機関と連携した削除要請に取り組むとともに、不適切な書込みを未然に防止するため、SNS等を活用し、

ネットリテラシーに関する啓発を行います。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県が開催する人権イベント・講
座等への参加者数と人権セン
ター利用者数

39,312人 46,000人
県が開催する各種の人権イベント・講座等へ参加した
人数と人権センター利用者数の合計

学校における人権教育を通じて、
人権を守るための行動をしたい
と感じるようになった子どもたち
の割合

86.9％ 100％

県立学校の生徒を対象としたアンケート調査において、
「差別をなくすために何かできることをしたい」と思う
かどうかを問う質問に「そう思った」、「やや思った」と
回答した生徒の割合

人権に係る相談体制の充実に向
けた取組

相談体制の
確保

相談体制の
充実

「差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例」
をふまえた相談体制の充実（多様化・複雑化する相談
への対応等）に向けた取組

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 12-2 ダイバーシティと女性活躍の推進

あらゆる分野における男女格差の是正や女性の参画・活躍の拡大、性の多様性を認め合う環境づくりなどに

向けて、企業等さまざまな主体による取組が進んでいます。また、DVや性暴力の根絶に向けた取組や被害

者支援等が進んでいます。

誰もが希望に応じて参画や能力発揮のできる環境づくりに向け、性別による役割分担意識の解消、政策・方

針決定過程への女性の参画拡大、性暴力等の根絶や性の多様性に対する理解促進などの課題解決が求めら

れています。

施策の目標

■ �さまざまな主体が互いに影響し合うことで、個々人では成し得なかった相乗効果やイノベーションを生むダイ

バーシティ＆インクルージョンは、生きがいの向上や人口減少下での地域力アップの観点から重要性が高まって

おり、性別、年齢、障がいの有無、国籍・文化的背景、性的指向・性自認等に関わらず、誰もが参画・活躍で

きる社会づくりが重要です。

■ �新型コロナウイルス感染症が拡大する中で一層顕在化した男女格差の是正に向け、根強く残る性別による固定的

役割分担意識の解消や、あらゆる分野における女性の参画の拡大を進めていく必要があります。

■ �職業生活においてリーダー層で活躍する女性の割合は未だ低く、働くことを希望する女性やステップアップした

い女性が、希望に応じた働き方ができるよう、女性の目線に立った一層の環境整備が必要です。

■ �DVや性暴力に関する意識の変容や認識の広がり、DV被害の多様化や性暴力相談の若年齢化、さらには新型コ

ロナウイルス感染症による社会活動の変化等の影響が、DV相談内容の複雑化や性暴力相談件数の増加といった

形で顕在化してきており、被害者等に対する相談・支援の取組を強化していくとともに、引き続きDVや性暴力

の防止・根絶に向けた啓発を進めていく必要があります。

■ �「性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮らせる三重県づくり条例」をふま

え、多様な性的指向・性自認について社会の理解が深まり、性のあり方に関わ

らず暮らしやすい環境づくりを進めていく必要があります。

現状と課題

条例リーフレット
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政策12　人権・ダイバーシティ
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　男女共同参画の推進

男女が共に参画し、責任を担う社会づくりを進めるため、市町および関係機関等と連携し、政策・方針決定過程

に携わる女性割合の拡大に取り組むとともに、さまざまな機会・手段を活用した広報・啓発などによる男女共同

参画意識の一層の浸透を図ります。

■ 基本事業2 ： 　職業生活における女性活躍の推進

職業生活における男女格差の是正に向け、企業・団体等と連携し、組織における意識改革や人材育成・登用など、

性別に関わらず能力を発揮できる職場環境の整備が一層進むよう取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　女性に対するあらゆる暴力の根絶

DVや性暴力の被害者等が必要な支援を速やかに受けることができるよう相談しやすい環境整備に取り組むとと

もに、多様化・複雑化する相談に対して関係機関と連携し、予防から相談・保護・自立に向けて切れ目のない支

援の取組を進めます。また、引き続きDVや性暴力を許さない社会意識の醸成に向けた啓発に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　ダイバーシティ ・ 性の多様性を認め合う環境づくり

ダイバーシティ＆インクルージョンの地域づくりを発信するとともに、企業・団体等の取組促進を図ります。ま

た、性のあり方に関わらず暮らしやすい社会となるよう、市町等と連携し、多様な性的指向・性自認についての

理解促進や相談支援、パートナーシップ制度の周知および利用先の拡充など環境整備に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

女性活躍の推進のため人材育
成・登用や職場環境整備に取り
組む、常時雇用労働者数100人
以下の団体数

376団体 501団体

女性活躍推進法に基づく事業主行動計画もしくは「女
性の大活躍推進三重県会議」における「取組宣言」に
て、女性の人材育成・登用や職場環境整備に関して数
値目標を設定・公表し取り組む、企業・団体（常時雇
用労働者数100人以下）の数

「～性犯罪・性暴力をなくそう～　
よりこ出前講座」の受講者数（累
計）

1,669人 4,100人

「みえ性暴力被害者支援センター　よりこ」の認知度
向上および被害者を支援する輪を広げ、予防教育や性
犯罪・性暴力根絶に向けた取組について説明する出前
講座の受講者数（累計）

「三重県パートナーシップ宣誓制
度」の利用先として県ホームペー
ジに掲載している団体数（累計）

100団体 150団体
「三重県パートナーシップ宣誓制度」で利用できるサー
ビス一覧として、県ホームページに掲載している機関・
事業者・団体・市町の数（累計）

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 12-3 多文化共生の推進

外国人住民が安全で安心して生活でき、多様な文化的背景の人びとが、対等な関係のもとで互いの文化の違

いを認め合う地域社会づくりに向け、さまざまな主体間のネットワークが強化され、外国人住民への情報提

供や相談対応が充実することで、外国人住民が抱える生活、就労、教育等の課題の解決が図られています。

国による外国人労働者の受入れ拡大により、外国人住民の定住化や多国籍化が進むため、新たに、さまざま

な生活場面における円滑なコミュニケーションの実現に向けた支援や更なる多言語への対応等が求められて

います。

施策の目標

■ �県内の外国人住民数は、53,042人（令和3（2021）年末）で、県内総人口の2.97%を占め、全国的にも高い

割合です。外国人住民は言葉の壁や文化の違いなどから、地域でのコミュニケーションが図りづらく、地域社会

への参画が進んでいない状況です。外国人住民を孤立させることなく、地域社会の一員として受け入れられるよ

う、引き続き、国際交流協会、NPO、経済団体、市町等のさまざまな主体と連携して、多文化共生の推進に取

り組む必要があります。

■ �新型コロナウイルス感染症の収束後は、国による外国人労働者の受入れ拡大により、外国人住民の定住化や多

国籍化が進み、さまざまな生活場面において新たな課題や支援ニーズが発生します。外国人住民の不安を軽減

し、地域社会の一員として安心して暮らすことができるよう、関係者とのネットワークを強化するなど、引き続

き、環境整備に取り組む必要があります。

■ �県内には日本語学習を希望する外国人住民が多く存在しますが、日本語教室の空白地域があるなど、学習を希望

する人が日本語教育を受けられない状況や実施体制、運営基盤等に課題を抱える日本語教室もあります。日本

語学習を希望する外国人住民の学習機会を確保するため、日本語教育に関する課題と今後の方向性について各

主体と意識を共有し、県内の日本語教育体制の整備を推進する必要があります。

現状と課題
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政策12　人権・ダイバーシティ
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　多文化共生社会づくりへの参画促進

多文化共生の推進に向けて、国際交流協会、NPO、経済団体、市町等の各主体が情報共有や意見交換を行い、災

害等の緊急時においても外国人住民をサポートできるよう、各主体間のネットワークづくりを促進するとともに、

日本人住民と外国人住民が互いの文化の違いや多様性を学びあう機会の提供に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　外国人住民の安全で安心な生活環境づくり

外国人住民が安心して暮らすことができるよう、さまざまな主体と連携して、行政生活情報の多言語化や相談体

制の充実を図るとともに、外国人住民が抱える日常生活における課題の解決に向けた支援に取り組みます。また、

「生活者としての外国人」が日本語学習に容易にアクセスできるよう、さまざまな主体と連携して日本語教育の体

制づくりに取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

多文化共生の推進に向けて県と
連携した団体数（累計）

9団体 137団体
令和4年度に構築する「情報交換・情報伝達プラット
フォーム」（仮称）を活用し、多文化共生の推進に向
けて県と連携した団体数（累計）

外国人住民の相談窓口の充実に
向けた取組

相談窓口の
確保

相談窓口の
充実

みえ外国人相談サポートセンター（MieCo）における
外国人住民の相談窓口の充実（相談員の資質向上など
による複雑化、高度化すると想定される相談への対応
等）に向けた取組

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

みえ外国人相談サポートセンター （MieCo） MieCo案内チラシ
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施策 13-1 地域福祉の推進

高齢者、障がい者、子育て家庭、ひきこもりなどの生きづらさを抱える人が、自らの属性や抱えている課題

に関わらず、質の高い福祉サービスや必要な支援を適切に受けられるよう、地域住民をはじめとするさまざ

まな主体が連携し、地域社会全体で支え合う体制づくりが進んでいます。

高齢化の進展や単身世帯の増加に伴い、地域の福祉サービスを支える担い手が不足しています。また、地域、

家庭、個人が抱える課題が複合化・複雑化する中で、ひきこもりなどの生きづらさを抱える人が増加するこ

とが懸念されます。

施策の目標

■ �高齢化の進展や単身世帯の増加、生産年齢人口の減少に伴い、地域の支援ニーズが多様化するとともに、福祉

サービスを支える担い手が不足し、サービス水準の低下につながる可能性があります。地域でさまざまな課題を

抱える人が質の高い福祉サービスや必要な支援を受けられるよう、地域住民をはじめとするさまざまな主体が積

極的な情報共有や連携を図り、既存の福祉制度や分野の枠、「支える側」と「支えられる側」という従来の関係

を超えて、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、社会全体で支え合う体制づくりを、より一層進める必要があり

ます。

■ �高齢者や障がい者等の要配慮者の福祉ニーズを把握し、災害時の適切な支援につなげるため、社会福祉士や介

護福祉士等の福祉専門職で構成する「三重県災害派遣福祉チーム（三重県DWAT）」の養成研修等を行ってい

ます。今後も、DWATの体制を強化し、広域受援体制の整備等に取り組む必要があります。また、社会福祉施

設等における事業継続計画（BCP）の策定を推進する必要があります。

■ �少子高齢化のさらなる進展に伴い、いわゆる「8050問題」が「9060問題」に発展し、ひきこもりが長期化す

るなど、地域、家庭、個人が抱える課題がさらに複雑化・複合化・深刻化する中で、ひきこもり当事者やその家

族をはじめ、自殺のリスクを抱える人、矯正施設からの出所者など、生きづらさを抱える人が増加することが懸

念されます。生きづらさの背景にはさまざまな事情や原因があるため、個々の状況に応じた適切な支援につなげ

られるよう、生きづらさを抱える人に寄り添った切れ目のない支援体制の構築や支援に向けた社会全体の機運醸

成を図る必要があります。

■ �経済情勢の見通しが不透明な中、新型コロナウイルス感染症の影響により急増した生活困窮世帯の自立に向けた

支援に取り組む必要があります。生活困窮状態の背景にはさまざまな要因があるため、世帯ごとの状況に応じた

丁寧な相談対応、生活保障や自立に向けた支援が必要です。

■ �誰もが暮らしやすいユニバーサルデザイン（UD）のまちづくり

に向け、一人ひとりがおもいやりのある具体的な行動につなげ

られるよう、さまざまな主体と連携し、UDの意識づくりに取り

組むことが必要です。また、誰もが安全で自由に移動でき、安

心して快適に過ごせる施設等の整備が必要です。

■ �戦後生まれの世代が人口の大部分を占め、戦没者遺族の高齢化

や戦争の記憶の風化が懸念されることから、戦争の悲惨さと平

和の尊さを次世代に継承していく必要があります。

現状と課題

ヘルプマーク
（援助や配慮を必要とする旨を、周囲に伝えるマーク）
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政策13　福祉
主担当部局：子ども・福祉部

■ 基本事業1 ： 　地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供

市町や社会福祉協議会との連携を深め、民生委員・児童委員等、地域福祉の推進役となる担い手の活動を支援

するとともに、世代を超えた地域住民同士の支え合いや、企業など他分野からの地域活動への参加等を通じた地

域づくりを促進します。また、相談者の属性や相談内容等に関わらず包括的に相談を受け止め、さまざまな分野

の主体が連携して必要な支援を行う重層的な支援体制の整備が進むよう、市町の取組を支援するとともに、社会

福祉施設および事業所に対して効率的な指導監査等を実施し、福祉サービスの質の向上や業務改善につなげます。

さらに、災害時に避難所で生活する要配慮者を支援するため、「三重県災害派遣福祉チーム（三重県DWAT）」の

体制強化や、県外からの介護職員等に係る受援体制の整備を進めるとともに、災害時等にあっても社会福祉施設

等が最低限のサービス提供を維持するため、事業継続計画（BCP）の策定を支援します。

■ 基本事業2 ： 　生きづらさを抱える人の支援体制づくり

ひきこもり当事者やその家族をはじめとする生きづらさを抱える人が、社会から孤立することなく、自分らしい生

き方を選択し、希望を持って安心して生活できるよう、市町等と連携し、相談支援体制の構築に向けた支援や、

居場所等社会資源の整備・活用に向けた支援、多様な担い手の育成・確保、地域の支え合いによる社会全体の

機運醸成に取り組みます。また、犯罪や非行をした人を孤立させず、再び過ちを犯すことを防ぐため、国や市町、

関係団体等と連携して、矯正施設退所者等の円滑な地域生活への移行支援に取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　生活困窮者の生活保障と自立支援

さまざまな課題を抱えた生活に困窮する人に対して、一人ひとりに寄り添い、自立に向けた解決型支援やつなが

り続けることをめざす伴走型支援を行うとともに、相談支援従事者の支援スキルの向上やアウトリーチ（訪問型）

支援の充実により、これまで支援の行き届かなかった人も必要な福祉サービス等を適切に受けられるよう取組を

進めます。また、生活保護が必要な人に対して、適正な保護の実施を進めます。

■ 基本事業4 ： 　ユニバーサルデザインのまちづくりの推進

多様性を認め合い、誰もが暮らしやすい共生社会の実現に向けて、「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり

推進計画」に基づき、ヘルプマークの普及啓発や三重おもいやり駐車場利用証制度の適正な運営等を進めます。

また、ユニバーサルデザイン（UD）に配慮した施設整備を推進するとともに、公共交通のバリアフリー化を促進

するため、鉄道駅のバリアフリー化支援やUDタクシーの導入促進等に取り組みます。

■ 基本事業5 ： 　戦没者遺族等の支援

県戦没者追悼式や沖縄「三重の塔」慰霊式の開催等により、戦争犠牲者への慰霊や遺族への支援を行います。ま

た、式典への若い世代の参加を促進し、戦争の悲惨さと平和の尊さを伝えていきます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

多機関協働による包括的な相談
支援体制を構築している市町数

9市町 29市町

相談者の属性や抱える課題等に関わらず、分野横断的
に相談に応じる窓口が整備され、また、相談支援包括
化推進員等が中心となり、役割分担や支援の方向性を
明確にする会議体や仕組みを活用しながら連携支援に
取り組んでいる市町の数

アウトリーチ支援員による面談・
訪問・同行支援件数（延べ）

169件 300件
三重県生活相談支援センターのアウトリーチ支援員が、
ひきこもり当事者やその家族等に対し、面談や訪問、通
院同行等を行った延べ件数

UDタクシーの導入率
7％

（2年度）
29％

三重県内におけるタクシー全体に占めるUDタクシー
車両の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 13-2 障がい者福祉の推進

障がい者が必要な支援を受けながら、自らの決定や選択に基づいて生活・就労する機会を確保するため、グ

ループホームなどの居住の場や日中活動の場の確保、多分野での就労支援が進んでいます。また、障がいの

有無に関わらず、誰もが尊重し合いながら共生する社会の実現のため、障がい者の差別解消および虐待防止、

情報保障など、障がい者の権利を守るための取組が進んでいます。

親の高齢化等により、グループホームへの入居や、自宅において一人で生活するための支援を必要とする障

がい者が増加するとともに、障がい者の高齢化や重度化が進行し、障害福祉サービスのさらなる充実が求め

られています。

施策の目標

■ �高齢化や障がいの重度化など、障がい福祉に関わる状況が変化し、個々のニーズがより多様化・高度化してい

ます。障がい者が必要な支援を受けながら、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、生活を支

えるサービスや就労支援、医療的ケア児・者への支援等をさらに充実するとともに、サービス・支援を担う人材

を育成し、障がい者の暮らしを支える体制整備を進める必要があります。

■ �多様化・高度化する相談ニーズに対応するため、身近な相談から専門的なスキルを必要とする相談まで、さまざ

まな相談に応じられるよう、市町における相談支援と合わせて、広域的・専門的な相談支援をさらに強化してい

く必要があります。

■ �農林水産分野における障がい者の就労拡大に向け、農福連携を推進する人材の育成やノウフク商品の販売促進

に向けた取組を進めてきています。今後、障がい者のさらなる就労拡大を図るためには、農業に加え、林業や水

産業においても、特に施設外就労の拡大を進める必要があります。また、これまでの障がい者の就労促進に加え、

生きづらさや働きづらさを感じている無業の若者等について、農業分野における就労をとおして、社会参画につ

なげていくことが期待されています。

■ �精神障がい者の地域移行の取組等により、精神科病院の長期入院者数は減少傾向にありますが、退院した精神

障がい者が地域生活を維持できるよう、不調を来した場合も早期かつ適切に医療や支援が受けられ、安心して

生活できる体制の構築が必要です。また、依存症対策として、相談拠点や専門医療機関、治療拠点機関を整備

するとともに、一般医療機関・自助グループ等との連携体制の構築を行っています。依存症の発症、進行および

再発の各段階に応じた対策を講じる必要があります。

■ �障がいの有無によって分け隔てられることなく、互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向

けて、法令等の整備が進められています。障がいを理由とする差別の解消や虐待の防止、情報保障など、社会

参加の環境整備を一層進める必要があります。

現状と課題
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政策13　福祉
主担当部局：子ども・福祉部

■ 基本事業1 ： 　障がい者の地域生活 ・ 就労の支援と福祉サービスの充実

グループホームなどの居住の場や日中活動の場など、障害福祉サービス等や地域生活支援事業のさらなる充実を

図るとともに、障がい者本人のニーズをふまえた就労や職場定着等の支援、福祉事業所における工賃向上に取り

組みます。また、令和3（2021）年に成立・施行された「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法

律」に基づき、医療的ケア児・者やその家族への支援の充実を図ります。さらに、障害福祉サービス等の質の向

上に向け、人材の育成に取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　障がい者の相談支援体制の強化

就労を希望する障がい者の支援、高次脳機能障がいや自閉症、発達障がい等に係る相談への対応など、広域的・

専門的な相談支援を実施し、市町による相談支援との連携を強化するとともに、相談支援を担う人材を育成する

ことで、相談支援の一層の質的向上を図ります。

■ 基本事業3 ： 　農林水産業と福祉との連携の促進

農林水産分野における障がい者の就労拡大に向け、農福連携に取り組む福祉事業所や農林水産事業者の経営発

展を支援し工賃向上を図るとともに、施設外就労を中心に、農林水産業と福祉をつなぐ人材の育成やマッチング

の仕組みづくりなどの支援体制の構築・強化に取り組みます。また、生きづらさや働きづらさを感じている無業

の若者等を対象として、農業における就労体験の促進、受入れ先となる農業者の確保を図り、社会参画につなげ

ていきます。

■ 基本事業4 ： 　精神障がい者の保健医療の確保

精神障がい者や家族等が、適切な医療や支援を受けて安心して自分らしく暮らせるよう、精神障がい者の地域移

行の取組やアウトリーチ、精神科救急医療体制の充実など、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の

構築を図ります。また、依存症に関する啓発を実施するとともに、相談・治療体制の充実や、各地域における連

携体制の構築を通じて、依存症当事者や家族等への支援に取り組みます。

■ 基本事業5 ： 　障がい者の差別解消および虐待防止と社会参加の推進

「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」の普及啓発、障がいを理由とする差別

の解消のための支援体制等の強化や、障がい者虐待の未然防止、早期発見、迅速で適切な対応のための取組を

進めるとともに、情報コミュニケーションに係る支援、芸術文化活動などへの参加機会の充実など、障がい者の

社会参加環境の整備に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

グループホーム等において地域
で自立した生活をしている障が
い者数

1,943人 2,480人
居住支援系サービスであるグループホーム（共同生活
援助）や自立生活援助を利用することで、地域で生活
している障がい者数

就労において支援を必要とする
障がい者の一般就労における定
着率

77.7% 82%
障がい者就業・生活支援センターが支援し一般就労し
た障がい者の就労1年後の定着率

医療的ケア児・者コーディネー
ター養成者数

153人 300人
県が実施する医療的ケア児・者コーディネーター養成
研修の修了者数

農福連携に係る取組において農
林水産の作業に新たに就労した
障がい者数

49人 76人
福祉事業所と農林水産事業体において、コーディネー
ター等の支援により農林水産業に新たに従事した障が
い者の人数

「障がいの有無にかかわらず誰も
が共に暮らしやすい三重県づく
り条例」に基づく相談支援件数

7件 27件
「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重
県づくり条例」の規定に該当する相談（合理的配慮等）に
対し、障がい者差別解消専門相談員が対応を行った件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 14-1 未来の礎となる力の育成

子どもたち誰もが、知識・技能、思考力・判断力・表現力などの「確かな学力」、規範意識や自尊感情、自

他の命の尊重、いじめを許さない心といった「豊かな心」、体力の向上、心身の健康などに支えられる「健や

かな身体」を育み、これからの時代を生きていくための基礎となる力を身につけています。

これからの変化の激しい時代を豊かに生きていくためには、未来の礎となる「確かな学力」、「豊かな心」、「健

やかな身体」を身につけることが一層重要であり、これらを一体的・調和的に育むことが必要です。

施策の目標

■ �「確かな学力」の定着には、基礎的・基本的な知識・技能の習得、思考力・判断力・表現力の育成、価値観や考

え方の異なる他者と協働した学びなどを進めることが必要です。学校外での学習時間が全国と比べて低い状況に

ある中、一人ひとりの定着状況に応じたきめ細かな指導を支援するとともに、ICTの効果的な活用などにより、全

ての子どもたちが学習内容を理解し、学ぶ楽しさを実感できる取組を進める必要があります。また、学習習慣・

生活習慣の確立のため、学校・家庭・地域が一体となった取組が必要です。

■ �命が大切にされない事件や深刻ないじめなどが生じており、子どもたち一人ひとりの自己肯定感を高めるととも

に、互いの多様性を認め合う心や、他者を思いやり尊重する心の育成、規範意識やよりよい人間関係を築く力を

一層育むことが必要です。学校は、現実の交流の中で関係を築き、支え合い成長し合う場として重要な役割を

担っていることがコロナ禍で再認識されました。よりよく生きるための基盤となる道徳性を養うことや読書活動

の充実、さまざまな制約の中で工夫した体験活動の実施などが大切です。

■ �ICT機器の効果的な活用により海外との交流など多様な考えや価値観にふれることが容易になる一方、インター

ネットの長時間利用や、自覚がないまま自分好みの情報にのみ接してしまうようになることが懸念されています。

また、SNSなどインターネット上で行われるいじめの件数は年々増加し、その内容も複雑化しており、学習端末

の普及が進む中で、子どもたちの情報モラルや情報リテラシーを育んでいくことが大切です。

■ �室内遊びの増加や新型コロナウイルス感染症の影響等により、子どもたちの一週間あたりの総運動時間が減少し

ており、日常生活の中で運動する機会を確保し、体力の向上を図ることが大切です。部活動は、専門的な指導の

充実と教員の負担軽減を図っていく必要があり、地域人材の活用や地域スポーツ団体との連携など、子どもたち

にとって望ましい活動となるよう取組を進める必要があります。また、人生100年時代において、健康寿命が大

切にされる中、生涯にわたって心身の健康を自ら管理できるよう、健康や食に関する教育を進める必要がありま

す。

現状と課題
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政策14　教育
主担当部局：教育委員会

■ 基本事業1 ： 　確かな学力の育成

「確かな学力」を確実に身につけるため、一人ひとりが何を学びどのような力を習得したかの学習成果を確認しつ

つ、学習習慣・生活習慣を継続的に把握し、改善を進めます。少人数教育、学習支援スタッフ等の地域人材や学

習端末の活用などによるきめ細かな指導体制のもと、つまずきを解消し、学ぶ意欲を高めるとともに、子どもた

ちの習熟の状況等をふまえた個別最適な学びを進めます。主体的に学習に取り組み、基礎的・基本的な知識・技

能を土台に子ども同士で協働して学んだり、地域の大人の支援を得たりしながら、深い学びを実践する教育を進

めます。

■ 基本事業2 ： 　豊かな心の育成

子どもたちが自己肯定感や規範意識を高め、いじめや暴力を許さず、互いを思いやり、認め合ってよりよい人間

関係を築く力や、自他の命を大切にする心を育めるよう、道徳教育や人権教育、さまざまな体験活動を推進しま

す。また、インターネットやSNS等を適切に利用し、有効な活用ができるよう、情報モラル、情報リテラシーを

育むデジタル・シティズンシップ教育に取り組みます。

子どもたちが本を身近なものと感じ、能動的に読書を楽しむことができるよう、公立図書館と学校図書館の活用、

家庭読書の推進、読書活動推進関係者の情報共有・意見交換の場の提供、リーフレットによる読書活動の啓発

など、多様な取組を進めます。

子どもたちの豊かな感性や情操等を育むため、全国高等学校総合文化祭等への生徒の派遣や作品の出展など、発

表や交流を進めることを通じて文化芸術活動を推進します。

■ 基本事業3 ： 　健やかな身体の育成

楽しさを味わいながら体を動かし、運動が好きになり、積極的に運動やスポーツに親しむことを通じて、体力の

向上が図られるよう、ICTの活用も含めた魅力ある体育の授業の実施や「1学校1運動」の取組を進めます。部

活動は、部活動指導員等の地域人材の配置や、地域スポーツ団体と連携した休日における部活動の地域移行など、

持続可能な部活動となる取組を進めます。また、人生100年時代に、生涯にわたり健康で充実した生活を送って

いけるよう、家庭や地域と連携して、望ましい生活習慣の確立、子どもたちの健康課題に対応した健康教育の推

進、栄養や食事のとり方・食料の大切さなどを学ぶ食育を推進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

授業で、課題の解決に向けて、
自分で考え、自分から取り組ん
でいると思う子どもたちの割合

小学生
78.2%
中学生
83.9%

小学生
81.7%
中学生
87.4％

「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分
から取り組んでいましたか」という質問に対して、肯
定的な回答をした公立小中学生の割合

自分にはよいところがあると思う
子どもたちの割合

小学生
76.0%
中学生
77.5%

小学生
80.0%
中学生
80.0％

「自分には、よいところがあると思う」という質問に対
して、肯定的な回答をした公立小中学生の割合

運動する時間を自ら確保してい
る子どもたちの割合

小学生
38.0%
中学生
77.2%

小学生
44.1%
中学生
78.2%

「学校の体育・保健体育の授業以外で、運動（体を動
かす遊びを含む）やスポーツを合計で1日およそどれ
くらいしていますか」という質問に対して、1週間の総
運動時間が7時間以上と答えた公立小中学生の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 14-2
未来を創造し社会の担い手となる
力の育成

子どもたちが、変化が激しく予測困難なこれからの社会において、変化をしなやかに前向きに受け止めて、失

敗をおそれず挑戦する心や生涯をとおして学びに向かう姿勢、社会の一員としての自覚と責任を持ち、他者

との協働を大切にしながら、豊かな未来を創っていく力を身につけています。

超スマート社会や社会・経済のグローバル化などが進み、求められる資質・能力も変化する中、子どもたち

がそれぞれの未来を創造し、社会の担い手となる力を育む教育を進める必要があります。

施策の目標

■ �超スマート社会や社会・経済のグローバル化、新型コロナウイルス感染症など、社会が加速度的に変化し予測

困難な中にあって、これからの時代を生きる子どもたちに求められる資質・能力も変化しています。子どもたち

が社会の変化にしなやかで前向きに対応し、それぞれの未来を創造し、社会の担い手となる力を育む教育を一層

推進することが必要です。

■ �人生100年時代を豊かに生きていくには、生涯をとおして学びに向かう姿勢を身につけ、自己の能力を高め、働

くことや地域・社会の活動につなげていくことが大切です。このため、自律した学習者として、今学んでいるこ

とと将来とのつながりを見通したり、振り返ったりしながら、自分の生き方や進路を主体的に考え、行動する力

や人間関係を築く力を身につけ、社会的・職業的に自立できるよう、キャリア教育をより充実させて進めること

が重要です。

■ �グローバル化が進展し、国際的な課題が地域にも複雑に影響を及ぼしています。SDGsの目標実現や脱炭素の取

組が進められる中、これからの社会を担う子どもたちが、地球規模の課題を自らの問題として主体的にとらえ、

身近なところから取り組み、異文化への理解を深め、多様性を尊重する態度を養うとともに、国際社会や地域で

持続可能な社会の一員として、行動できる態度や力を身につける必要があります。

■ �選挙権年齢や成年年齢が18歳に引き下げられたことをふまえ、発達段階に応じて早い段階から、主権者の一人

としての自覚を深め、主体的に社会を形成していこうとする態度を育むとともに、社会の一員として行動する自

立した消費者を育成する消費者教育を進めていく必要があります。

現状と課題

インターンシップの様子
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政策14　教育
主担当部局：教育委員会

■ 基本事業1 ： 　キャリア教育の推進

社会的・職業的自立に必要となる能力や態度を育むため、県立学校では各学校で策定するキャリア教育プログラ

ムに基づき、教育活動全体をとおした体系的なキャリア教育を進めます。学ぶことと自己の将来とのつながりを

見通しながら、多様な選択肢の中から進路を決定する力や人間関係を築く力を身につけられるよう、職場体験や

インターンシップ、地域の職業人との交流、大学と連携した専門的な学びの機会の拡充など、関係機関等の協力

を得て、発達段階に応じたキャリア教育を推進します。

■ 基本事業2 ： 　グローカル教育の推進

異なる文化や多様な価値観を持つ人びとと互いに尊重し合いながら協働していく力を身につけ、世界にあっても

地域にあっても活躍できるよう、身近な地域や地球規模の課題をテーマとした学習やディスカッション、オンラ

インも含めた海外との交流、郷土教育、地域の特色や産業を題材とした学習を推進します。

■ 基本事業3 ： 　新たな価値を創り出す力の育成

他者との協働を通じて現実の問題を解決に導く力やチャレンジ精神、創造性、AIやビッグデータ等の先端技術を

活用する力、人間ならではの感性や論理的・科学的に思考・吟味し活用する力など、これからの社会で必要とな

る力を育むため、多様な考え方を持つ仲間との学びや個々の教科を基礎とした教科横断的な学びを行うSTEAM

教育、プログラミング教育などを進めます。社会人講師による授業や民間の先端技術を活用した授業等により実

社会とつながった学びを推進するとともに、高い専門性を備えた人材を育成します。

■ 基本事業4 ： 　主体的に社会を形成していく力の育成

社会の形成者としての自覚と責任を持ち、自ら考え判断し、主体的に行動する力を育むため、「公共」の授業で

の学習をはじめとした教育活動全体を通じて主権者教育を進めるとともに、消費生活に関する正しい知識の習得

および消費行動についての理解の促進に向けた消費者教育を推進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

目標を持って学習や活動に取り
組んでいる子どもたちの割合

小学生
92.7％
中学生
93.5％
高校生
73.1％

小学生
100％
中学生
100％
高校生
83.1％

「目標の達成をめざして、学習や活動ができています
か」という質問に対して、肯定的な回答をした公立小
中学生および県立高校生の割合

学校外の活動に自ら参加し、将
来の進路を考えることにつなげ
ている高校生の割合

－
高校生
100％

地域・社会、企業、大学等が実施する取組や活動、イ
ンターンシップ等への参加を通じて、将来の進路につ
いて考えることにつなげている県立高校生の割合

国際的視野や論理的・科学的思
考力、探究心を育む取組に参加
した子どもたちの人数

中学生
684人
高校生
203人

中学生
1,600人

高校生
300人

国際的視野を広げ、多様な価値観を理解したり、論理
的・科学的思考力、探究心を育むために県が実施する
取組に参加した子どもたちの人数

困難だと思うことでも、前向き
に考えて挑戦している高校生の
割合

高校生
78.8％

高校生
83.8％

「困難だと思うことでも、前向きに考えて挑戦していま
すか」という質問に対して、肯定的な回答をした県立
高校生の割合

地域や社会をよくするために、社
会の形成者として権利を行使し
責任を果たそうと考える高校生
の割合

高校生
67.7％

高校生
79.7％

「社会の一員として権利を行使し、義務と責任を果た
そうと考えていますか」、「地域や社会をよくするため
に何をすべきかを考えることがありますか」という質
問に対して、肯定的な回答をした県立高校生の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 14-3 特別支援教育の推進

インクルーシブ教育システムの理念をふまえ、特別な支援を必要とする子どもたちが、それぞれの教育的ニー

ズに応じた学びの場において、安全に安心して早期からの一貫した指導・支援を受けることで、持てる力や

可能性を伸ばし、将来の自立と社会参画のために必要な力を身につけています。また、障がいの有無に関わ

らず、子どもたちが互いに交流することで、理解し、尊重し合いながら生きていく態度を身につけています。

特別な支援を必要とする子どもたちは引き続き増加が見込まれており、連続性のある学びの場と早期からの

一貫した指導・支援の充実が求められています。また、全ての教職員が特別支援教育に関する知識・技能を

身につけるとともに、ICTや先端技術の活用によって、特別な支援を必要とする子どもたちの自立と社会参

画の機会を増やすことが求められています。

施策の目標

■ �発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちは増加しており、一人ひとりの教育的ニーズに的確に応え、

自立と社会参画に必要な力を身につけられるよう、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校

といった連続性のある多様な学びの場と、早期からの一貫した指導・支援を充実させる必要があります。

■ �特別な支援を必要とする子どもたちはどの学校にも在籍していることから、全ての教職員が特別支援教育に関す

る知識・技能を身につける必要があります。

■ �ICTや先端技術が飛躍的に進展する中、障がいのある子どもたちを支えるコミュニケーションツール、情報ツー

ル、学びのツールとして活用することにより、生活や学びの内容が大きく変わる可能性があり、在宅での就労や、

これまでは就労が難しかった業種、事業所への就労の可能性も広がることが期待され、特別な支援を必要とする

子どもたちの自立と社会参画の機会が増し、そのために必要な力も変化することが考えられます。これに対応し

た、キャリア教育や知識・技能の習得、指導法の開発や就労先の開拓が必要となります。

■ �共生社会の実現に向けて、障がいの有無に関わらず、誰もが互いに理解を深め尊重し合いながら生活していく態

度を育むことが大切です。

■ �特別支援学校の中には老朽化や狭隘化などへの対応が必要なところがあり、計画的な整備を進めていく必要が

あります。

現状と課題

県立特別支援学校におけるボッチャ交流試合



163

みえ元気プラン

政策14　教育
主担当部局：教育委員会

■ 基本事業1 ： 　一人ひとりに応じた切れ目のない教育の推進

障がいのある子どもの就学先となる学校や学びの場を適切に選択することができるよう、本人・保護者に丁寧に

情報を提供したり、相談に対応したりするなど、市町教育委員会と連携した就学支援を行います。

幼児期から学齢期・社会参画に至るまで、「パーソナルファイル」を活用して必要な支援情報の引き継ぎを進め、

「個別の教育支援計画」および「個別の指導計画」に基づいて、きめ細かな指導・支援を充実します。

特別な支援を必要とする子どもたちが、通常の学級で安心して学習することができるよう、授業のユニバーサル

デザイン化を進めるとともに、通級による指導を担当する教職員の専門性の向上に取り組みます。

小中学校等に在籍する医療的ケアを必要とする子どもたちが安全に学習することができるよう、看護師に対して

研修会や事例検討会等への参加を働きかけます。

各教科や職業体験等をとおして、障がいの特性に応じた学習活動を進めるとともに、障がいの状態や個々の教育

的ニーズに応じて、ICTを効果的に活用して新しい時代に活躍できる技能や力を育成します。

■ 基本事業2 ： 　特別支援学校における自立と社会参画に向けた教育の推進

特別支援学校において、一人ひとりの状況に合ったキャリア教育を発達段階に応じて進めるとともに、地域生活

への円滑な移行への支援を行います。特別支援学校高等部では、自分に合った職場を見つけ働くための早期から

の職場実習や農福連携など職域の拡大に取り組みます。また、従来の事業所に通勤・通所する形態に加え、ICT

を活用した在宅就労など新しい働き方や技能に対応した就労先の開拓、就労支援に取り組むとともに、関係機関

と連携した定着支援を進めます。

特別支援学校において、医療的ケアを必要とする子どもたちが安全に学びを継続できるよう、医療的ケア担当者

への研修やガイドラインに沿った医療的ケアの実施などに取り組みます。また、病気の子どもたちに対して、ICT

を活用して、個々の状況に応じた教育環境を整え、適切な指導・支援を行うとともに、訪問教育とICTを組み合

わせた指導により学習機会を充実します。

特別支援学校のセンター的機能として、発達障がい支援に係る専門性の高いアドバイザー養成研修を修了した特

別支援学校のコーディネーター等が、地域の小中学校等への支援を行います。

障がいの有無に関わらず、子どもたちが共に理解し、尊重し合いながら協働して生活していく態度が育まれるよ

う、地域の学校との交流や共同学習を継続して進めます。

特別支援学校に在籍する子どもたちの増加や施設の老朽化等に対応するため、計画的に整備を進めるとともに、

より居住地に近い特別支援学校に通学できるよう通学区域を見直します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

特別支援学校高等部の一般企業
就職希望者の就職率

100％ 100％
一般企業への就職を希望している県立特別支援学校高
等部の生徒の就職率（就労継続支援A型事業所を除く）

特別支援学校における交流およ
び共同学習の実施回数

524回 1,000回
県立特別支援学校と小中学校、高等学校等との交流お
よび共同学習を実施した回数

通級指導教室による指導担当教
職員の専門性向上を図る年間を
通じた研修を受講した教職員の
数（累計）

0人 150人
通級指導教室による指導を担当する教職員の専門性の
向上を図るために、大学と連携して、年に12回以上の
研修を受講した教職員の数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 14-4 いじめや暴力のない学びの場づくり

子どもたちはいじめ防止に向けて主体的に行動しています。各学校で、教職員による見守りや定期的な面談
に加え、専門人材も活用して教育相談を丁寧に進めるとともに、子どもたちの兆候や相談を受け止めていじ
めを迅速に認知し、いじめの内容に応じた適切な対応を進めることで、子どもたちが安心を感じています。

子どもたちが安心して過ごせるよう、学校における道徳教育や人権教育、家庭や地域と協力した取組、「三
重県いじめ防止条例」に基づく社会総がかりの取組を一層進めていく必要があります。また、学校では子ど
もたちが相談しやすい環境づくりを進めるとともに、いじめの認知や対応を迅速かつ適切に行っていく必要
があります。

施策の目標

■ �いじめは、いじめを受けた児童生徒の心身の健全な成長および人格の形成に重大な影響を与えるだけでなく、そ
の生命または身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものです。このため、平成25（2013）年施行の「い
じめ防止対策推進法」や、平成30（2018）年施行の「三重県いじめ防止条例」に基づき、いじめをなくすた
めの取組を進めてきました。学校では道徳教育や人権教育を中心に、児童生徒がいじめに対する理解を深め、い
じめの防止に向け主体的に行動できるよう取り組んできましたが、多くの児童生徒がいじめの当事者となる状況
が続いていることから、子どもたちがいじめについて正しく認識し、行動の変化につながるような心に響く取組
を進めていく必要があります。

■ �三重県のいじめの認知件数は年々増加していますが、児童生徒1,000人あたりの認知件数では全国平均を大き
く下回る状況が続いています。子どもたちをいじめから守るためには、子どもたちが相談しやすい環境づくりや、
教職員など子どもに関わる大人がいじめに対する理解を深め、「行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じ
ているもの」とするいじめ防止対策推進法の定義に基づいた認知を進めていく必要があります。

■ �いじめへの対応については、子どもたちの兆候や相談を適切に受け止めることや重大事態への対処などに課題が
あり、いじめ防止対策推進法や国のガイドラインに則った対応をあらためて徹底する必要があります。また、イ
ンターネット上で行われるいじめの認知件数が年々増加し、内容も複雑化して発見しにくいものも増えており、イ
ンターネット上の誹謗中傷や人権侵害から子どもたちを守る取組や、子どもたちがインターネットを適切に利用
できるようにするための取組を進めていく必要があります。

■ �三重県における児童生徒の暴力行為の発生件数は減少傾向にありますが、依然として多くの暴力行為が発生して
います。自分の気持ちや感情をうまく伝えられず、感情を抑えられずに暴力行為に及ぶことが多く、特に小学校
での発生件数が高止まりしていることから、早い段階からの指導の充実と、校種を越えて一人ひとりの気持ちや
思いを受け止めた丁寧な関わりを続けていくことが必要です。

■ �子どもたちの行動の背景には、本人のストレスや悩み、家庭など環境に課題がある場合があり、教職員による関
わりに加え、心理や福祉等の専門人材による教育相談体制を十分に整え、それぞれの抱える背景や課題に寄り
添った指導や支援を行っていく必要があります。また、学校だけでは解決が困難な事案が増加しており、児童相
談所や警察等の関係機関と連携して対応することが必要です。

現状と課題

■ 基本事業1 ： 　いじめをなくす取組の推進

道徳教育や人権教育をはじめ学校の教育活動全体を通じていじめをなくすための取組を進めます。各小中学校で、
子どもたちが自分自身のこととして考え、議論していく道徳教育を推進し、いじめはいけないと理解するだけで
なく、自分はどうすべきか、自分に何ができるのかを判断し行動に結びつけていくことができる力を育てます。各
学校の授業がより効果的なものとなるよう、校長と道徳教育推進教師を対象とした研修会を実施するとともに、道
徳教育アドバイザーの指導・助言のもと、道徳科の授業改善を図ります。また、弁護士等の外部人材による出前

取 組 方 向
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項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

いじめをなくそうと行動する子
どもたちの割合

－ 100％
「いじめについて見聞きしたとき、いじめをなくそうと
自分にできることを考え行動していますか」という質
問に対して、肯定的な回答をした公立小中学生の割合

学校生活に安心を感じている子
どもたちの割合

小学生
95.9%
中学生
97.5%
高校生
92.4%

小学生
100％
中学生
100％
高校生
100％

「学校で、いじめや暴力の心配がなく、安心して学習
することができますか」という質問に対して、肯定的
な回答をした公立小中学生および県立高校生の割合

いじめの認知件数に対して解消
したものの割合

94.9％
（2年度）

100％
当該年度中に発生したいじめの認知件数のうち、国の

「いじめの防止等のための基本的な方針」で示された
解消要件を満たすものの割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

授業、ピンクシャツ運動や児童会・生徒会活動などいじめ防止強化月間等における児童生徒の主体的な活動の促
進により、傍観者とならず、いじめ防止に向けて具体的に行動できる力を育みます。加えて、いじめ防止応援サ
ポーターの取組や、いじめ防止の情報を集約したポータルサイトによる県民の皆さんへの情報発信により、社会
総がかりでいじめをなくす取組を進めます。

■ 基本事業2 ： 　いじめの認知と学校内外の教育相談体制の充実

いじめを広く認知するため、児童生徒が学習端末等でいつでも学校にいじめを伝えられるようにするとともに、家
庭と協力して子どもたちの変化や兆候を把握するための気づきリストを作成して保護者に配付するなど、子ども
たちがいじめを訴えやすい環境づくりを進めます。また、ネットパトロールの実施等により、インターネット上の
誹謗中傷や人権侵害を早期発見し、子どもたちを守る取組を進めます。教職員による見守りや定期的な面談に加
え、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを拡充して学校内の教育相談体制を一層充実するとと
もに、専門的な相談ができる「いじめ電話相談」や、子どもたちが気軽に相談できる「子どもSNS相談みえ」な
ど学校外での相談も実施し、受け付けた相談に対し臨床心理士、社会福祉士等による支援を行います。

■ 基本事業3 ： 　いじめに対する迅速 ・ 確実な対応の推進

いじめについては、学校がいじめを発見または情報を得たその日のうちに校長と関係教職員が情報共有し、当面
の対応を決定して直ちに取り組むことを原則とするとともに、重大事態については、いじめ防止対策推進法や国
のガイドライン、三重県いじめ対策審議会の答申内容に即して対応します。また、学校におけるいじめの内容や
発生日、認知日、その後の対応などをデジタル化し、学校、市町教育委員会、県教育委員会が随時共有して迅
速・確実な対応を確保するとともに、いじめの内容と対応を蓄積することで、新たないじめ事案への的確な対応
につなげます。いじめの被害を受けた児童生徒には、その態様に応じスクールカウンセラーによる心のケアを行
うとともに、スクールソーシャルワーカーが被害・加害側の児童生徒を取り巻く環境を検証し、いじめの問題の
解決に向けて支援します。

■ 基本事業4 ： 　教職員の資質向上と支援体制の充実

教職員のいじめへの対応力を高めるため、具体的なケースに基づいて、いじめの構造やいじめの当事者となって
いる子どもたちへの対応やその留意点、いじめを生まない学級づくりなどについて学ぶ研修を実施します。各県
立学校の校務にいじめ対策担当を位置づけるとともに、いじめ対策に知
見を有するいじめ対策アドバイザーを県立学校に派遣して、学校で発生
しているいじめの事例検討や、効果的な対応に向けた助言などの支援を
行います。また、いじめや暴力行為への対応にあたる教職員への心理・
福祉・法律の専門的な見地からの助言、子どもたちの不安やストレスを
低減するための心の授業の実施など、専門人材を効果的に活用した支援
体制の充実に取り組みます。暴力行為については、警察官経験者、教員
経験者等からなる生徒指導特別指導員を各学校に派遣し、暴力行為の防
止、被害者支援に取り組みます。

ピンクシャツ運動
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施策 14-5 誰もが安心して学べる教育の推進

複雑化・多様化する教育的ニーズに対応し、不登校児童生徒や外国につながる児童生徒など、一人ひとりの

状況に応じた支援が適切に実施され、誰もが安心して学べる環境が整い、将来の社会的自立に向けた力が育

まれています。また、通学時の安全を確保する取組等が進むとともに、非常時にあっても、安全・安心を確

保しながら学びを継続していくことのできる体制が整っています。

不登校の要因や背景は複雑化・多様化し、人数も増加傾向にあるとともに、外国人児童生徒についても今後

も増加し、居住地域の広がりも見込まれ、社会的自立につながる支援が重要になっています。また、通学時

における子どもたちの安全確保や、非常時における学びの継続が求められています。

施策の目標

■ �小中学校や高等学校の不登校児童生徒は増加傾向にあり、不登校の要因や背景は、複雑化・多様化しています。

子どもたちが安心して学ぶことができる学校づくりとともに、将来の社会的自立に向け、多様な学びや交流の場

の整備、ICTを活用した学習支援、保護者も対象とした相談体制の整備等を進め、子どもたち一人ひとりの状況

に応じた適切な支援を推進していく必要があります。また、高校段階で不登校や中途退学などにより学校との関

わりが希薄な状態となる子どもたちへの社会的自立につながる支援が重要になっています。

■ �外国人児童生徒は、今後も増加することが予測され、国籍の多様化や多言語化が進んでいるとともに、居住地

域も広がってきています。関係機関と連携して、子どもたちの就学を促進するとともに、地域や学齢に関わらず、

外国人児童生徒が初期段階の適応支援、学習支援が受けられる機会の確保が必要となっています。また、将来、

地域社会をともに築いていけるよう、特に高校段階での学びを継続し、希望する進路を実現していくための支援

を充実させていく必要があります。

■ �通学時に子どもたちが巻き込まれる痛ましい事故や事件が依然として発生しています。関係機関と連携して、通

学路等の安全確保に向けた取組を進めるとともに、子どもたちの安全を守る人材の育成に取り組み、地域社会全

体で子どもたちを見守る体制づくりを進める必要があります。

■ �災害時や感染症拡大等の非常時においても、新型コロナウイルス感染症対策の経験を生かし、子どもたちが安

全・安心を確保しながら、学びを継続していくことができるよう、取り組んでいく必要があります。

現状と課題

日本語指導教室の様子
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主担当部局：教育委員会

■ 基本事業1 ： 　不登校の状況にある児童生徒への支援

不登校の状況にある児童生徒の気持ちが大切にされ、将来の社会的自立に向け、社会性や自立心を育んでいける

よう取り組むとともに、「絆づくり」「居場所づくり」による魅力ある学校づくりを進めます。また、教職員の資

質向上や不登校対応事例データベースの活用等により、一人ひとりの状況に応じた早期からの適切な支援に取り

組むとともに、小中学生を対象とした市町の教育支援センターや高校生を対象として設置に向けた実証研究を進

める県立の教育支援センターにおいて、多様な学びや活動を進めます。スクールカウンセラーやスクールソーシャ

ルワーカー等の専門人材を活用した相談体制の充実や保護者を対象とした相談会の実施、アウトリーチ型の支援

を進めるとともに、福祉等の関係機関と連携して、高校卒業後も見据えた支援を推進します。

■ 基本事業2 ： 　外国につながる児童生徒の自立を支える力の育成

外国人児童生徒が社会的に自立する力を身につけられるよう、指導体制の充実に加え、就学促進や日本語指導、

適応指導に係る支援を進めます。また、多言語によるガイドブックの活用や日本語・日本の文化を学ぶ機会を通

じて、日本の教育制度や職業についての理解を深め、高等学校での学びを継続し、進学や就職など希望する進路

を実現できるよう支援します。

外国人も含め、義務教育未修了者等への義務教育段階の学びについて、そのニーズをふまえ、学習機会の確保に

取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　子どもたちの安全 ・ 安心の確保

子どもたちが安全に登下校できるよう、「通学路交通安全プログラム」や「登下校防犯プラン」に基づく通学路

の合同点検や安全対策を関係機関と連携・協働して実施するとともに、子どもたちの安全を守る地域人材の育成

に向けた研修支援を進め、地域社会全体で子どもたちを見守る体制づくりに取り組みます。加えて、交通安全お

よび防犯対策の指導者を養成するため、教職員対象の校種別の講習会を行い、各学校での交通安全教育・防犯

教育を進めます。

感染症の拡大等の中であっても円滑に教育活動を実施し、子どもたちが安心して学習できるよう、授業や行事へ

のICTの活用や、教職員の業務支援を行う人材の配置等に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

不登校児童生徒が、学校内外の
機関等に相談等をした割合

小学生
72.9%
中学生
63.2%
高校生
58.0%

（2年度）

小学生
89.1%
中学生
88.6%
高校生
70.5%

公立小中学校および県立高等学校の不登校児童生徒
のうち、校内のスクールカウンセラーや、校外の教育
支援センター等に相談等をした児童生徒の割合

日本語指導が必要な児童生徒に
対して、個々の日本語習得レベ
ルに応じた教育を計画的に行っ
ている学校の割合

小学校
78.8％
中学校
74.6％

高等学校
52.6％

小学校
100％
中学校
100%

高等学校
100％

日本語を用いた授業を受けられるようになることをめ
ざし、子どもの日本語習得の状況に応じた教育を計画
的に行っている公立小中高等学校の割合

通学路の安全対策が実施された
箇所の割合

95.1% 100％
「通学路交通安全プログラム」に基づく通学路安全点
検により把握した、学校および教育委員会が安全対策
を行うべき箇所のうち、対策済みの箇所の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 14-6 学びを支える教育環境の整備

学校と家庭・地域が目標や課題を共有し、協働して、教育活動が進められ、子どもたちの学びと育ちを地域
全体で支える体制が整っており、学校の活性化も進んでいます。また、教職員については、社会の変化に対
応した専門性と、主体的に学ぶ子どもたちの力を引き出す指導力が向上するとともに、学校における働き方
改革が進んでいます。

子どもたちの豊かな学びを実現していくため、地域と協働した学習や学校の活性化、教職員の資質向上と働
き方改革の推進、ICTの活用、学校施設の整備など、教育環境を整える必要があります。

施策の目標

■ �子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が複雑化・多様化する中で、学校・家庭・地域の関係者
が、地域の教育を支える当事者として目標や課題を共有し、協働して、子どもたちの豊かな学びの実現に取り組
む必要があります。

■ �地元の皆さんの協力を得ながら、地域の産業や文化などを題材に、地域の活性化や課題解決に取り組む協働的
な学習が進んでいます。一方、少子化による学校の小規模化が進行しており、活力ある教育活動が維持しにくく
なっている状況があります。

■ �学習指導要領の全面実施や学習端末を活用した授業等、子どもたちの学ぶ内容や学び方が変わりつつあります。
これらの状況をふまえ、教職員は子ども一人ひとりの力を最大限に引き出し、主体的な学びを支援する役割を果
たすことができるよう、学校教育を取り巻く環境だけでなく社会の変化を的確にとらえ、教職生活全体を通じて
新しい知識や技能を学び続ける必要があります。また、その実現に向け、管理職はマネジメント力を高めていく
必要があります。

■ �教職員の長時間労働が課題となる中、教職員が子どもたちのための質の高い授業づくりや自身の資質向上に取り
組む時間を確保するとともに、日々の生活の質を豊かにすることで、その人間性や創造性を高め、より効果的な
教育活動を行うことのできる環境を実現する必要があります。

■ �1人1台端末環境を日常的に活用し、これまでの実践とICTとを最適に組み合わせることで、学校教育における
さまざまな課題を解決し、教育の質の向上につなげていくことが必要です。また、端末の更新時期を迎えること
から、整備された環境の維持・充実を図る必要があります。

■ �県立学校施設は、建築から長期間経過している校舎が多いことから計画的に老朽化対策を進める必要があります。
また、子どもたちが安全に安心して快適に学べるよう、設備面での機能強化や誰もが利用しやすいユニバーサル
デザインの考え方に基づいた改修を進めるとともに、省エネルギーなど環境に配慮した施設整備を進める必要が
あります。

■ �個性豊かで多様な教育が推進されるよう、私立学校への経常的経費等の補助を行う必要があります。

現状と課題

■ 基本事業1 ： 　地域との協働と学校の活性化の推進

保護者や地域の皆さんが学校運営に参画し、一体となって子どもたちを育むコミュニティ・スクールの取組を推
進します。高等学校については、普通科の特色化・魅力化に向けた学科の新設を検討するとともに、各地域の県
立高等学校の学びと配置のあり方を地域の実情に応じて検討します。

■ 基本事業2 ： 　教職員の資質向上と働き方改革の推進

学習指導要領をふまえた授業改善や児童生徒の力を引き出す指導力、さまざまな教育課題に対応できる専門的指
導力を育成する研修や、管理職のマネジメント力を高める研修を、教職員同士の学び合いや演習を取り入れ、経

取 組 方 向
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項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

地域と連携した教育活動に取り
組んでいる小中学校の割合

小学校
71.6%
中学校
56.4％

小学校
100%
中学校
100％

地域住民等の参画による学習支援に取り組んでいる公
立小中学校の割合

研修とその後の教育実践により
自らの資質・能力の向上が図ら
れたとする教職員の割合

49.2% 60.0%
「研修とその後の教育実践により自らのライフステージ
に応じた資質・能力を高めることができましたか」の
質問に対して、「できた」と回答した教職員の割合

リーダーシップを発揮して、課
題の改善に向け学校マネジメン
トの取組をより効果的に進めて
いる学校の割合

小学校
51.8%
中学校
53.6%

県立学校
47.0%

（2年度）

小学校
57.0%
中学校
59.0%

県立学校
52.0%

「組織マネジメント研修の成果を反映させ、課題の改
善に向け組織的に取り組むことができましたか」の質
問に対して、最も肯定的な選択肢である「よく取り組
んでいる」と回答した公立小中学校および県立学校の
割合

1人あたりの年間平均時間外労
働時間が減った学校の割合

－ 67.0％
学校における働き方改革の取組により、1人あたりの
時間外労働の年間平均時間が前年度より削減された公
立小中学校および県立学校の割合

1人1台端末を効果的に活用し
て指導できる教職員の割合

77.9％ 100％
児童生徒がICTを活用して、互いの考えを交換し共有
して話し合いなどができるように指導する能力に関す
る問いに対して、肯定的に回答した教職員の割合

新たな時代の要請に応えた私立
学校における特色ある教育・学
校運営の取組数

90件 115件
持続可能な学校運営の実現等に向け、私立中学校・高
等学校が実施する特色ある教育・学校運営の取組数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

験年数や職種に応じて実施します。
教員養成を担う大学と連携しながら、教員を志す学生が、教職の魅力ややりがいを感じることができる機会を設
けます。
また、学校における働き方改革を着実に進めるため、専門人材・地域人材を活用した教職員の業務負担の軽減、
ICTを活用した業務効率化、学校および教職員の業務の見直し、土・日曜日における部活動の段階的な地域移行
等の部活動改革などの取組を総合的に推進します。

■ 基本事業3 ： 　ICTを活用した教育の推進

1人1台端末、デジタル教科書や電子黒板等を活用し、子どもたちが興味・関心を持って取り組める学校内外の
学び、子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学び、多様な他者と学び合う協働的な学び、時間や距離などの
制約にとらわれない遠隔授業や講座受講等、学校の枠を越えた学びの推進など、学校生活や日常生活のデジタル
化をベースとした学びを推進するとともに、そのために必要なICT環境の整備に取り組みます。

■ 基本事業4 ： 　学校施設の整備

「三重県立学校施設長寿命化計画」に基づき、計画的に老朽化対
策やトイレの洋式化に取り組みます。また、空調設備の整備・更
新や施設のバリアフリー化、地球温暖化対策のための省エネル
ギー化や木質化を推進し、安全・安心で快適な学校施設の整備
を進めます。小中学校でも必要な整備が進められるよう、市町
への情報共有や助言を行います。

■ 基本事業5 ： 　私学教育の振興

私立学校に対して、経常的経費等への補助を行うとともに、学
校訪問等において、学校が抱える課題等に効果的な助言等を行
うことにより、個性豊かで多様な教育の推進および健全な学校
運営の支援に取り組みます。 学習端末を活用した学び
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施策 15-1 子どもが豊かに育つ環境づくり

生まれ育った環境に関わらず、子どもが権利の主体として尊重され、豊かに育つことができるよう、企業や

団体等のさまざまな主体による支援の拡大や、子どもの居場所の確保が進んでいます。また、ひとり親家庭

や経済的に困窮している子育て家庭、ヤングケアラー、発達に課題を抱える子どもなど、支援を必要とする

子どもやその保護者を適切な支援につなげるため、地域における支援体制の構築が進んでいます。

少子化の進展や核家族化、地域社会でのつながりの希薄化などにより、年代の異なる子どもの交流や地域の

大人と関わる機会など、子どもの豊かな育ちに重要となる多様な体験機会が減少しています。

また、保護者の経済的困難により子どもの学習機会や体験機会等が確保されず、夢や希望を諦めてしまうこ

とに加え、貧困が連鎖してしまう状況となっています。さらに、子どもを取り巻く環境が変化する中、新たに

顕在化する、いわゆるヤングケアラーのような支援を必要とする子どもへの対応が求められます。

施策の目標

■ �少子化の進展や核家族化、地域コミュニティの機能低下等により、年代の異なる子ども同士のふれあいや、地域

の大人との関わりが少なくなり、子どもの頃に多様な体験をする機会が減少しています。特に、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により多くの体験機会が失われたことは、今後の子どもの育ちに影響を与えることが懸念され

ます。こうした状況もふまえて、子どもたちが豊かに育つことができる地域社会づくりに取り組む必要がありま

す。

■ �家庭形態が多様化し、地域のつながりの希薄化などにより、子育て家庭が社会から孤立し、子育てに悩む保護

者が増えることが懸念されます。また、男性の育児休業等に関する制度整備が進み、取得率も上昇傾向にある

ものの、依然として女性が家事・育児に関わる時間数は男性を大きく上回っており、引き続き、男性の育児参画

の推進に取り組む必要があります。

■ �生まれ育った環境に関わらず、子どもが夢と希望を持って健やかに成長できる環境を整備するため、保護者の経

済的困難に起因する子どもの貧困について、ひとり親家庭への支援や貧困の連鎖を解消する取組が必要です。ま

た、ヤングケアラーなどの課題に対応する必要があります。

■ �発達障がいやその支援の必要性に対する認識が高まり、今後も発達支援へのニーズが増加すると想定されるこ

とから、診療体制の充実とともに、途切れのない発達支援体制の構築に向けて、市町との連携を強化する必要

があります。

現状と課題
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みえ元気プラン

政策15　子ども
主担当部局：子ども・福祉部

■ 基本事業1 ： 　子どもの育ちを支える地域社会づくり

地域のさまざまな主体が子ども・子育て支援に関わる機会を創出し、多様な体験や交流機会の提供をはじめとし

た子どもの育ちを支える活動につなげます。また、デジタル技術の進展等の環境の変化に伴う子どもの健全な育

ちを阻害する要因から子どもを守る取組を進め、社会全体で子どもの豊かな育ちを支える地域づくりを進めます。

■ 基本事業2 ： 　家庭教育応援と男性の育児参画の推進

家庭教育応援の充実に向けて、支援が必要な家庭ほど支援が届きにくいという実態をふまえ、家庭により身近な

市町において、実情に応じた取組が進められるよう必要な支援を行います。また、男性が育児休業等を取得しや

すい環境づくりを進めるため、企業や市町と連携し、パートナーとともに行う育児が大切であるという考え方の

普及啓発に取り組み、育児を行う喜びが広まるよう機運醸成を図ります。

■ 基本事業3 ： 　子どもの貧困対策の推進

子どもの貧困の連鎖解消に向けて、地域コミュニティや子ども食堂等の子どもの居場所、子育てサポートを行う

団体や企業等と連携し、身近な地域での学習支援や体験機会の創出等に取り組むとともに、活動の担い手の掘り

起こしや、活動を支える仕組みづくりに取り組みます。また、スクールソーシャルワーカー等の専門的な人材の

学校への派遣や、高校生等奨学給付金の支給などの経済的支援を行うとともに、ひとり親家庭への就労支援等に

取り組みます。さらに、ヤングケアラーへの効果的な支援体制の構築に向けた取組を進めます。

■ 基本事業4 ： 　発達支援が必要な子どもへの支援

子どもの発達支援の充実に向けて、子ども心身発達医療センターを拠点として、専門性の高い医療、福祉サービ

スを提供するとともに、地域での支援体制を強化するため、市町における専門人材の育成や、発達障がいの診療

が可能な小児科医等の確保、地域の医療機関や療育機関等との連携強化に取り組みます。また、保育所・幼稚

園・小学校等における「CLMと個別の指導計画」を活用した早期支援の充実を図り、途切れのない発達支援体

制を構築します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

県が関わる子ども・子育て支援
活動に参加した企業・団体数

（累計）

153
企業・団体

200
企業・団体

県が関わって実施される子どもの体験機会の提供や世
代間交流、事業への協賛（資金的、人的支援等）など、
子どもの育ちや子育て家庭を支援する活動に参加した
企業・団体数

子どもの居場所数 78か所 150か所
子ども食堂やフードパントリーなど、学校や家庭以外
で子どもが気軽に集える「子どもの居場所」の数

地域の医療機関に対して行う発
達障がいに関する連続講座の受
講者数（累計）

127人 377人
地域の医療機関に対して、子ども心身発達医療セン
ターが行う発達障がいに関する連続講座の受講者数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 15-2 幼児教育・保育の充実

保育士等の処遇改善や離職防止などの取組が進んだことにより、保育士不足がなくなり、待機児童が解消さ

れています。また、病児保育や一時預かりなど、地域で多様な子育て支援が提供されるとともに、保育従事

者の研修等により、幼児教育・保育の質が向上し、子どもたちがより豊かに育つ環境づくりが進んでいます。

子どもの数は減少するものの、女性就業率の上昇などにより、一定の保育ニーズはあるため、保護者の就労

状況に応じた育児サービスと多様な子育て支援が必要となります。地域の保育ニーズに対応し、幼児教育・

保育を充実させるためには、支援を行う保育士等の人材確保と資質向上が必要です。

施策の目標

■ �少子化の進展により、乳幼児数は減少しますが、女性就業率の上昇等により、0～2歳の低年齢児の保育ニーズ

が高まると考えられます。労働力人口の減少で、保育士等の確保がより困難になると見込まれることから、待機

児童の解消やより良い保育の提供、地域の子育て支援の充実に必要となる保育士の養成、確保に向けた取組を

一層推進していく必要があります。

■ �幼児教育・保育は、子どもたちが健やかに育ち、生涯にわたる人格形成の基礎を培うもので極めて重要であり、

公私・施設類型を問わず幼児教育・保育の質の向上が図られるよう保育従事者等の専門性の向上が必要です。ま

た、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を指針として、保育所・幼稚園等と小学校との連携・接続を一層

充実していくことが必要です。

■ �保育所･認定こども園･幼稚園や放課後児童クラブ等の統廃合が進むと見込まれるため、地域の実情に応じて子

育て支援を行う体制の維持・整備が必要です。また、地域の子育て支援が、利用できる育児サービスの「量」の

拡充から、保育士等の充実した配置や専門的な育成支援等による「質」の向上を重視することとなるため、子ど

もの豊かな育ちに向けて、幼児教育・保育や児童の健全育成に係る支援の質の向上を推進する必要があります。

現状と課題
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政策15　子ども
主担当部局：子ども・福祉部

■ 基本事業1 ： 　幼児教育 ・ 保育サービスの充実

保育士等の確保に向けて、保育士を養成する取組や処遇改善、離職防止に向けた取組への支援を行うとともに、

保育職場の魅力発信を行います。また、保育の質の確保・向上に向けて、保育士のキャリアアップにつながる研

修等を行います。さらに、低年齢児保育の充実、病児保育、一時預かりなど、保護者の多様な働き方に合わせた

保育を提供できるよう、先進的な取組も参考にしながら、市町の支援を行います。

幼児教育の充実に向けては、三重県幼児教育センターを核とした保育者の資質・能力の向上や、幼児教育スー

パーバイザー等の派遣による幼児教育に関わる人材の専門性の向上に取り組むとともに、「三重県保幼小の円滑

な接続のための手引き」等を活用し、小学校への円滑な接続のためのカリキュラムを編成して、その実践事例の

普及等を進めます。

■ 基本事業2 ： 　放課後児童対策の推進

地域の実情やニーズに応じた子育て支援を充実させるため、児童が放課後を安全に過ごすための居場所となる放

課後児童クラブや放課後子ども教室の運営を支援するとともに、放課後児童支援員の確保に向けて、処遇改善や

資質向上等に取り組みます。また、子育て支援に必要な知識や技術等を習得するための研修を行い、地域での子

育て支援の担い手となる子育て支援員を養成します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

保育所等の待機児童数 50人 0人 翌年4月1日現在における保育所等の待機児童の数

県が実施するキャリアアップ研
修における各分野の修了者数

（累計）
8,221人 14,000人

県が実施するキャリアアップ研修（7分野）で各研修
分野を修了した保育士等の数

放課後児童クラブの待機児童数 28人 0人 5月1日現在における放課後児童クラブの待機児童数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 15-3 児童虐待の防止と社会的養育の推進

虐待から子どものかけがえのない命や尊厳を守るため、地域社会全体の児童虐待防止に対する理解が広がり、

児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応が進んでいます。また、全ての子どもが、家庭あるいは良好な家

庭的環境でできる限り養育されるよう、子ども家庭支援の充実や里親委託の促進、施設の小規模グループケ

ア化などの取組が進み、施設入所中から退所後まで切れ目のない自立に向けた支援を受けることができてい

ます。

児童虐待に関する相談内容は多様化・複雑化しており、面前DV等の心理的虐待や子育ての悩みなどの相談

が増加すると想定され、それらが身体的虐待や重篤な事案につながらないような対応が必要となっています。

施策の目標

■ �児童虐待相談対応件数は緩やかな増加傾向となっており、近年では面前DV等の心理的虐待が増えています。子

どもの安全を最優先に、適切な一時保護の実施や見守り体制の強化に取り組むため、児童相談所の人員確保や

市町における体制の充実や強化、要保護児童対策地域協議会を中心とした関係機関との連携を一層進める必要

があります。　　

■ �子どもの家庭養育優先の原則に基づき、里親委託等や児童養護施設等における小規模化、地域分散化を進める

とともに、ケアニーズの高い子どもに対応する必要があります。あわせて、子どもの権利擁護に配慮した取組を

強化する必要があります。

■ �児童養護施設等で暮らす子どもには、社会経験の乏しさや自己肯定感の低さなどが見受けられ、就職後の早期

離職率が高くなっています。また、退所後時間が経つほど、児童養護施設等との連絡頻度が減少する傾向にあ

ります。そのため、施設退所児童等の自立に向けて、施設入所中から退所後における切れ目のない支援体制の構

築・強化を進める必要があります。

現状と課題
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政策15　子ども
主担当部局：子ども・福祉部

■ 基本事業1 ： 　児童虐待対応力の強化

児童虐待の対応にAI技術等を活用し、子どもの安全を最優先に考えた迅速な対応を進めます。また、児童福祉

司、児童心理司などの専門職の増員や人材育成に取り組むとともに、子どもに関するSNS相談への対応など、児

童相談の体制を強化します。

地域での児童虐待の未然防止や早期発見・対応のため、要保護児童対策地域協議会における調整機能を強化し、

子育て支援機関との一層の連携を図るとともに、こども家庭センターの整備や人材育成など、市町の体制強化を

支援します。

■ 基本事業2 ： 　社会的養育の推進

社会的養護において、里親支援等を包括的に実施するフォスタリング機関を整備し、里親委託を推進するととも

に、児童養護施設等の小規模グループケア化や地域小規模児童養護施設の整備を進めます。また、ケアニーズ

の高い子どもが児童養護施設等において専門的なケアを受け、安心して生活できるよう、施設の高機能化や多機

能化を支援します。

子どもの権利擁護について、第三者機関などを活用し、子どもの意見表明を保障する仕組みづくりに取り組みま

す。また、児童養護施設等を退所する児童の円滑な社会的自立に向けた支援に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

児童虐待により死亡した児童数 0人 0人
児童相談所が把握している児童虐待により死亡した児
童の数

乳児院・児童養護施設の多機能
化等の事業数（累計）

13事業 18事業
乳児院・児童養護施設が行う、児童家庭支援センター、
一時保護専用施設、フォスタリング機関等の事業数

児童養護施設退所児童等の退
所3年後の就労率

56％
（2年度）

68％
児童養護施設退所後、里親委託解除後3年を経過して
就労している児童の割合

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 15-4 結婚・妊娠・出産の支援

結婚・妊娠・出産の希望がかなう地域社会の実現に向けて、地域における広域的な出会いの場の創出や、自

らのライフデザインを考える取組、不妊や不育症に悩む人の負担軽減につながる支援、妊産婦やその家族が

安心して子どもを産み育てられる環境づくりに向けた取組が進んでいます。

不妊治療の保険適用など、不妊・不育症に悩む人への経済的負担の軽減につながる支援が充実され、治療が

一般的となる一方、治療と仕事の両立などにおいて、精神的な負担を抱える人や、出産や育児に対して不安

を抱える人に対するケアが求められています。

施策の目標

■ �個人の結婚に対する考え方やライフスタイル、社会経済環境の変化に加え、若い世代の女性を中心とした人口の

県外流出により未婚化が進み、出生数が減少しています。一方で、結婚した夫婦から生まれる子どもの数は2名

程度を維持しており、結婚の希望がかなえられるよう出会いの支援を進める必要があります。

■ �若年層の予期せぬ妊娠を防ぎ、結婚や出産、育児など自らのライフデザインを総合的に考えられるよう、妊娠・

出産や性に関する医学的知識の習得や、家族の大切さなどについて考える機会となるライフプラン教育の取組が

必要です。

■ �不妊治療の保険適用を受けて、治療が一般的となる一方で、治療を受けてもなお、希望する状況にならない人

など、これまで以上に不妊や不育症に悩む人の増加が見込まれるため、精神的負担の軽減につながる支援が必

要となります。あわせて、治療を受けながら安心して働くことができる職場環境の整備も必要です。

■ �核家族化や地域社会でのつながりの希薄化等により育児の負担感や不安感を解消できない親が増加しており、地

域において妊産婦・乳幼児やその家族が必要な時に必要なサービスが受けられるような出産前後の支援体制の

構築や支援内容の拡充が求められています。

現状と課題
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政策15　子ども
主担当部局：子ども・福祉部

■ 基本事業1 ： 　出会いの支援

結婚を希望する人への丁寧な相談対応や出会いイベントの情報提供に加え、複数の市町と連携し、より広域的な

出会いの場を創出するとともに、結婚や子どもを持つことに対する前向きなマインドを持てるよう取り組みます。

■ 基本事業2 ： 　思春期世代におけるライフデザインの促進

家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得し、自らのライフデザインを考え

られるよう、思春期世代を対象とした教育や普及啓発に取り組みます。また、思春期の性の悩みや予期せぬ妊娠、

妊婦健診未受診など妊娠等に悩みを抱える若年層に対して、相談しやすい体制整備を進めます。

■ 基本事業3 ： 　不妊 ・ 不育症に悩む家族への支援

不妊や不育症に悩む人に対して、保険適用後の不妊治療への県独自助成による経済的支援や、専門的な相談支

援など、より身近な地域での当事者に寄り添った精神的支援に取り組みます。また、不妊治療と仕事の両立支援

に向けて、企業の不妊治療への理解を深める取組を進めるとともに、企業における休暇制度や柔軟な勤務体制等

の導入などの働きかけを行います。

■ 基本事業4 ： 　切れ目のない妊産婦 ・ 乳幼児ケアの充実

妊娠・出産から育児に至るまでの間、切れ目なく母子保健サービスが提供されるよう、人材育成など各市町の実

情に応じた母子保健体制の構築および母子保健事業の充実に向けた取組を支援します。また、特定妊婦などの育

児に困難を抱える可能性がある人に対して、関係機関と連携しながら、児童虐待の早期発見・早期対応につなが

る体制づくりを支援します。さらに、予防可能な子どもの死亡を減らすため、小児死亡に係る情報等を収集し、多

機関が連携して子どもの死亡事例の検証を行い、効果的な予防策を検討します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

みえ出逢いサポートセンターが
情報発信するイベント（セミ
ナー、交流会等）数

346件 450件

県が設置するみえ出逢いサポートセンターがSNS等に
より情報発信する、出会い支援に取り組む民間団体や
市町が実施するイベント（セミナー、交流会等）の件
数

思春期保健指導セミナーへの養
護教諭の参加者数（累計）

45人 240人
県が医療機関に委託して実施するセミナーに参加する
中学校および県立学校の養護教諭の数

母子保健コーディネーター養成
数（累計）

227人 325人
県の研修等により養成した母子保健コーディネーター
の数

不妊症サポーター養成数（累計） 72人 264人
治療と仕事の両立支援のために企業内で相談支援等を
行う県が養成した不妊症サポーターの数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 16-1 文化と生涯学習の振興

県民の皆さんが文化に学び、感性を育みながら心豊かな生活を送れるよう、文化芸術を担う人材の育成や地

域における文化芸術の継承・発展・創造が進むとともに、生涯にわたって生きがいを感じることができるよ

う、文化にふれ親しむ環境やさまざまな学習機会の充実が図られています。

人口減少・高齢化等に伴い、文化芸術を担い継承する人材が不足し、地域における文化の衰退が懸念されて

います。また、「人生100年時代」の到来を見据え、県民の皆さんが生涯を通じて、学びたい時に学べる環

境づくりへのニーズが高まっており、その充実が求められています。

施策の目標

■ �人口減少・高齢化等に伴い、文化芸術を担い継承する人材が不足し、地域における文化の衰退が懸念されると

ともに、新型コロナウイルス感染症の影響等により、文化芸術活動が停滞している状況にあります。社会情勢の

変化をふまえつつ、人材育成や誰もが文化芸術活動にふれ親しむ環境づくりなど、文化振興施策の取組を進め

る必要があります。

■ �少子高齢化、過疎化の進行等により、特色ある歴史や風土に育まれた多くの有形・無形の文化財の維持管理や

伝統的な祭りや民俗行事の継承が困難になってきています。令和2（2020）年度に策定した「三重県文化財保

存活用大綱」に基づき、市町における地域計画の作成を促進し、地域総がかりで文化財を保存・活用・継承し

ていく必要があります。

■ �「人生100年時代」の到来を見据え、誰もが学びたい時に学び、学びを通じて成長し、心身の健康を保持しなが

ら活動できることが求められます。自らの生涯学習の成果を、日常生活の向上や地域の課題解決等につなげるこ

とができるよう、生涯を通じた学習機会の充実が必要です。

■ �社会教育関係団体やNPO等のさまざまな主体が連携して地域の教育力の向上を図るとともに、地域の社会教育

施設が地域の課題や多様な学習ニーズに対応していけるよう支援していく必要があります。

現状と課題

MieMu （三重県総合博物館） 展示風景
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政策16　文化・スポーツ
主担当部局：環境生活部

■ 基本事業1 ： 　文化にふれ親しみ、 創造する機会の充実

次代に続く人材の育成に取り組むとともに、調査研究を進め、三重の持つ多様で豊かな自然や歴史・文化を体験

する展覧会や魅力的な公演を開催することにより、国籍や年齢、障がいの有無に関わらず全ての県民の皆さんが

主体的に文化にふれ親しむ機会を提供していきます。また、観光やまちづくりなどさまざまな分野と連携するこ

とにより生み出される新たな価値を活用しながら、社会情勢の変化に対応した文化振興施策を総合的かつ計画的

に推進していきます。

■ 基本事業2 ： 　文化財の保存 ・ 活用 ・ 継承

歴史的・文化的に価値の高い文化財を調査し、指定等保存措置を講じるなど保護を図ります。また、伝統的な祭

りや民俗行事を含む地域の文化財について、地域住民等と市町を通じて連携し、その保存・活用・継承を進める

ため、市町による文化財保存活用地域計画の作成を積極的に支援します。県民の皆さんが文化財への理解を深め、

学校教育などの学習に活用できるよう、文化財についてSNS等の活用による情報発信や公開講座等の取組を進

めます。

■ 基本事業3 ： 　学びとその成果を生かす場の充実

県民の皆さんの主体的な学びが促進されるよう、連携・協働できる県域のネットワークづくりや地域における活

動の支援を行います。また、高等教育機関との連携やさまざまな主体との交流を通じて、ライフステージやライ

フスタイルに応じた魅力的な講座やセミナー等の学習機会を提供するとともに、生涯学習に係る情報発信や学び

の成果を発表する場を充実します。

■ 基本事業4 ： 　社会教育の推進と地域の教育力の向上

社会教育関係者の研修・交流の場を設けるとともに、情報交換・情報共有をとおして、相互のつながりを形成す

る機会を提供し、社会教育関係者の育成と関係団体や関係者相互のネットワークの強化に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

参加した文化活動、生涯学習に
対する満足度

71.6％ 76.6％

県立文化・生涯学習施設が実施した展覧会、講座、公
演事業および歴史・文化資源を活用した事業における
アンケート調査で、「満足」「やや満足」「やや不満」

「不満」のうち、その内容について「満足」と回答した
人の割合

県立文化施設の利用者数 　70.5万人 　140万人
県立の図書館、博物館、美術館、斎宮歴史博物館およ
び三重県総合文化センターの利用者数

文化財の保存・活用・継承に向
けた支援活動の実施件数

67件 92件
関係団体や市町等とともに文化財の保存・活用・継承
に向けて取り組んだ件数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 16-2 競技スポーツの推進

三重とこわか国体に向け高めてきた競技力の維持・向上により、多くの三重県ゆかりの選手が、国民体育大

会などの全国大会や、オリンピックやパラリンピックなどの国際大会で活躍するとともに、県を代表するシ

ンボリックチームが国内トップリーグで活躍しています。

三重県ゆかりの選手等の活躍によって、県民の皆さんに夢や感動が届き、県民の郷土への愛着や誇りが高ま

ることにより、スポーツを通じた地域の絆づくりが進んでいます。

三重とこわか国体に向けて培った競技力を維持し、三重県ゆかりの選手の活躍を支援することで、県民の皆

さんのスポーツへの関心を高めるとともに、いつでも安全、快適に利用できる施設環境を整備し、スポーツ

が持つ力により夢や感動が得られる機会を提供する必要があります。

施策の目標

■ �三重とこわか国体に向けた競技力向上の取組は、国民体育大会をはじめとする全国大会や東京2020オリンピッ

クなどの国際大会での三重県選手の活躍となり、県民の皆さんに多くの感動を届けることができました。

■ �東京2020パラリンピックの開催や三重とこわか大会に向けた取組により、パラアスリートの活躍への関心が高

まっています。

■ �目標を持ってスポーツに取り組むことは、自己実現につながるものであり、努力を重ねて勝つ喜びを得ることや、

勝敗にかかわらず相手を称える気持ちを養うことは、心身の健やかな成長にも寄与するものです。また、選手が

活躍する姿は、県民の皆さんに夢や感動を届け、県民の郷土への愛着や誇りを高めます。こうしたスポーツの価

値に着目し、三重とこわか国体に向けた競技力向上の取組を一過性のものとせず、継続・発展させていくことで、

スポーツに取り組む皆さん、とりわけ、次代を担う三重の子どもたちの夢を育むよう、企業や関係団体等と連携

し支援していく必要があります。

■ �県営スポーツ施設では、全国のトップアスリートが競い合う競技大会から、多くの世代の県民の皆さんが参加す

るスポーツイベントまで、数多くのスポーツ大会等が開催されています。

■ �引き続き、企業や関係団体等との連携によりいつでも安全、快適に利用できる施設環境を整備し、ハイレベルな

プレーを観戦したり、日常的にスポーツを楽しむ機会を提供していくことで、県民の皆さんがより一層スポーツ

に親しみ、スポーツを通じた心身の健康維持・増進につなげていく必要があります。

現状と課題
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政策16　文化・スポーツ
主担当部局：地域連携部スポーツ推進局

■ 基本事業1 ： 　競技力の向上

本県の安定的な競技力の確保を図り、今後も多くの三重県選手が国民体育大会をはじめとする全国大会や国際大

会で活躍することで、多くの県民の皆さんの夢や希望、勇気となるよう、選手やチーム、競技団体が行う強化活

動への支援や、企業や関係団体等と連携したトップアスリートの県内定着等に取り組みます。また、ジュニア・

少年選手の発掘・育成や、幅広い世代での指導者の養成による一貫指導体制の構築を図ります。

また、本県における国民体育大会の開催に向けて機運醸成に努めるとともに、日本スポーツ協会の3巡目のあり

方検討をふまえつつ、市町・競技団体をはじめとする県内関係者や国等との調整を図ります。

■ 基本事業2 ： 　パラアスリートの強化

一定の競技レベルを有するパラアスリートの強化活動を支援し、パラリンピック等の国際大会や全国大会で活躍

できるよう取り組みます。

■ 基本事業3 ： 　安全、 快適なスポーツ施設の提供

さまざまなスポーツ大会等が数多く開催できるよう、施設機能の維持・向上や老朽化施設の改修等を計画的に行

います。また、県民の皆さんが施設をより快適に利用できるよう、指定管理者制度を通じて魅力的な事業やサー

ビスの提供に取り組みます。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

国民体育大会の男女総合成績
―

（中止）
10位台前半

国民体育大会における正式競技の参加点（ブロック大
会を含む）と冬季大会および本大会の競技得点の合計
による都道府県ごとの男女総合順位

全国大会の入賞数 70件 165件
国民体育大会、全国高等学校総合体育大会、全国中学
校体育大会における、団体・個人の入賞数

パラアスリートの全国大会の入
賞数

35件 41件
ジャパンパラ競技大会、日本選手権における、団体・
個人の入賞数

県営スポーツ施設年間利用者数 555,035人 1,020,000人
県営スポーツ施設（三重交通Gスポーツの杜鈴鹿、三
重交通Gスポーツの杜伊勢、ドリームオーシャンスタ
ジアム、県営ライフル射撃場）の年間利用者数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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施策 16-3 地域スポーツと障がい者スポーツの推進

地域の活性化をはじめ、県民の健康増進などさまざまなスポーツの価値が発揮されるよう、三重とこわか国

体・三重とこわか大会のレガシーを生かした大規模大会等の誘致・開催、スポーツを「する」、「みる」、「支

える」機会の充実などに向けた取組が進んでいます。

また、障がい者スポーツにさまざまな形で関わる人が増え、障がい者スポーツの裾野の拡大が進むよう、障

がい者が身近な地域で日常的にスポーツに参加できる環境づくりなどが進んでいます。

高齢社会が進行することで、心身の健康を維持したいという健康志向が高まる一方、人口減少が進行するこ

とで、社会的な結び付きや地域でのコミュニケーションが少なくなっています。

スポーツが持つ力で地域の絆づくりを進めるため、運動やスポーツにふれ親しむ環境を作り、スポーツに参

画する機会を拡充していくことが求められています。

また、障がいへの理解や障がい者の社会参加を促進するため、障がい者スポーツの裾野の拡大に取り組む必

要があります。

施策の目標

■ �三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けた取組を通じて、県や市町において、施設の新たな整備や大

規模な改修が行われました。また、選手・指導者や競技役員などの人材が育成されました。こうして各地域に遺

されたレガシーを活用した取組を進めることにより、スポーツの振興やスポーツを通じたまちづくりにつなげて

いく必要があります。

■ �スポーツへの興味・関心を促すためには、まずトップレベルのプレーを「みる」機会を充実させ、その迫力や感

動を味わってもらうことが重要です。「みる」機運を盛り上げることは「する」人の拡大につながり、健康増進

や疾病・介護予防といった社会的課題の解決のきっかけとなることも期待できます。さらに、各地域でスポーツ

イベント等が自主的・主体的に開催されるなど運動やスポーツにふれ親しむ機会を拡充することで、それを「支

える」人たちの活動も活性化します。こうしたスポーツのさまざまな効果により、スポーツを通じた地域の一体

感や絆づくりを促進し、県民の皆さんの生活を豊かにしていく必要があります。

■ �障がいの有無にかかわらずスポーツを楽しむことで、障がいへ

の理解や障がい者の社会参加を促進するため、近年の障がい者

スポーツに対する関心の高まりを生かし、障がい者スポーツを

「する」、「みる」、「支える」裾野の拡大に取り組む必要がありま

す。

現状と課題

美し国三重市町対抗駅伝
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政策16　文化・スポーツ
主担当部局：地域連携部スポーツ推進局

■ 基本事業1 ： 　スポーツを通じた地域の活性化

三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて積み上げたレガシーを活用して、大規模大会の誘致・開催、

各地域での開催競技に関わるスポーツイベントの開催、それらを支える競技役員等の人材の育成・継承などに取

り組む市町や競技団体を支援することにより、スポーツの振興や地域の活性化を図ります。

■ 基本事業2 ： 　スポーツへの参画機会の拡充

運動やスポーツには、健康増進をはじめとするさまざまな価値があることから、市町・競技団体等が行うさまざ

まな地域スポーツ推進の取組と連携して、あらゆる世代の皆さんがスポーツに参画する（する・みる・支える）

機会の拡充を図ります。

■ 基本事業3 ： 　障がい者スポーツの裾野の拡大

障がい者スポーツを推進する拠点を設置し、障がい者がスポーツに取り組む機会の充実や、支える人材の養成等

により一層の裾野の拡大に取り組むとともに、障がい者をはじめとする県民や企業等からの相談にワンストップ

で対応する体制を整備し、障がい者スポーツを総合的に推進します。

取 組 方 向

項　　　　目 現状値
令和8年度の

目標値
項目の説明

三重とこわか国体・三重とこわ
か大会のレガシーを活用し、ス
ポーツを通じたまちづくりに取
り組んだ件数（累計）

0件 90件
県の補助金を利用したことにより国際大会等の大規模
大会を誘致・開催した件数および両大会の開催競技を
地域に根付かせるスポーツイベントを開催した件数

県内スポーツイベント等への参
加者数

34,956人 204,000人
県内で開催されるスポーツイベントにおける参加者、観
戦者、大会役員・ボランティアの数

県が主催する障がい者スポーツ
大会等への参加者数

3,800人
（平成30年度）

4,200人
県が主催する障がい者スポーツ大会や障がい者スポー
ツイベントにおける「する」「みる」「支える」人の数

初心者講習会に参加した障がい
者の人数

190人 310人
県が開催している各種障がい者スポーツ競技の初心者
講習会に参加した障がい者の人数

ＫＰＩ（重要業績評価指標）




